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第5回 電研一EPRI合同会議
新しい時代の研究戦略の模索
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は じ に

　　　　墾

　昨今の厳しいエネルギー情勢の中で、電力の安定供給

にかかわる技術の開発は、わが国のエネルギー基幹産業

にとって、大切なことは言うまでもありません。電研は

その技術開発の任務を担うものとして、全所をあげて遙

回していまず寮、先進諸国と技術情報交換・共同研究を

行うことは、電研の技術開発成果と能力を向上させ、研

究戦略・戦術を確立・推進していく上で、重要であると

考えます。その一貫として、米国の電力研究所（EPRIと

呼ばれる）と1976年から電研一EPRI合同会議をもってお

，り、’このたび第5回を迎えました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第5回電研一EPRI合同会議は、米国パロアンレト市の’

　　　　　　　　　　　　　　　　EPRI本部で5月ユ6日から5日間行われましたが、本丁研

　　　　　　　　　　　　　　　　ビみr壁の綴を柳腿す細のです・凸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ザガ
　　　　　　　　　　　　　　　　　泡　　’　畜・・ご　　　　、一・　　・　　　　　　　　　　　　　とめ　梶オ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　日孝双方とも電気事業を取り巻く環憶が厳しさを増し
　　　　　　　　　　　　　　　　ているヒ墾聾重視陀ぐ研究機関として電気事業に貢献し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（㍉　　　．獅一　　　　　　・　　　　　　　　　　四．
　　　　　　　　　　　　　　　　ていくためめ経営方針、％および研究計画の基奉方針につ

　　　　　　　　　　　　　　　　．いて紹趣轍輝互の認識を深めま払製また・両研究所

　　　　　　　　配糠．職　鴇鞭協力確肪につレ’て協議レr欄脚関倖持つド
　　　　癖　　　　　　　　　碁ぜ19件の課題の中から、今後、6件程度を選出し、共同研
　　　鱒　　　　　　　　　　　　　　　　　’縛晶轍、　　　　　　　　　　　　　∴　　　　　　　　’　ρ
　　　　　　　　　　　　　　　　究まタは専門家レベルの会議を行うことが決審されまし
皆触な鞭㌧ノ @　　　　　　　　　　　た。なお、技術情報の交換についても、より積極的に行

　　　　　　　　　　　　　　　　うことが確認されました。

　



EPR旺米国電力研究所】について

　EPRI（Electric　Power　Research　Institute）は、1972年

に設立された、全米屈指の規模を誇る電力研究所で、民

営、連邦営、公営、地方電気協同組合営など、約600の電

力会社からの資金によって運営されている。

　設立当初の職員は約300人、年間予算は約150億円であ

ったが、現在は、職員は約700人、年間予算は約650億円

と飛躍的に発展している。

　主な活動は、発電、送電、配電および電力の利用など

に関する全国大の総合研究開発計画を企画し、費用を準

備し、管理することである。研究開発は、従来は外部研

究機関やメーカーに委託していたが、最近ではソフトウ

ェアの分野、例えば、研究戦略をたてる上で必要な経済

モデルの構築、エネルギー新技術の評価などは自主研究

を行う方向にある
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　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事　松岡賓

　EPRIの皆様、こんにちは。

　この度、当地パロアルトにおいて、貴国の電気事業にお

ける研究・開発の面で多大な貢献をして来られました皆様

方にお逢いできますことは、私共にとりまして木きな喜び

とするところであります。

　また、1976年11月、当地における貴所と当所の第1回

EPR王・電研合同会議の開催以来、過去4回にわたって開

かれました両研究所の幹部による合同会議を通じて、お互

いの研究開発活動の成果、問題点、効果、将来の課題等に

ついての討議、共同研究の実施と研究者の相互派遣など、

相互協力の一層の促進がはかられてまいりましたことは誠

に同慶の至りであります。

　このような背景のもとに、今日より3日簡当地パロアル

トで第5回合同会議が開かれますことは、誠に意義深いこ

とであると思います。

　電気事業における研究・開発の分野での国際協力の必要

性は、これまでにも充分認識されて来たことであります

が、特に今日の電気事業が直面します状況の下では、この

分野の国際交流の重要性は著しく増大しており、私共の研

究所でも、恐らく貴所で認識なさっているのと同じ程度に、

国際協力を不可欠のものと考えております。私共はこのよ

うな観点から、今回のEPR1・電研合同会議は従来にも増

して重要なものであると考えております。

　そこで私共は、この定期合同会議が貴所および当所のい

ずれにとりましても最も望ましい形で運営されますことを

期待して、これから述べますような若干の提案を致したい

と思います。

　まず初めに、この合同会議の基本的な運営方針について

の提案を行い、お互いの経営のトップレベルの果たす役割、

コーディネーターの果たす役割、およびテクニカルディレ

クターの役割を、この際明確にしたいと思います。

　すなわち、お互いの経営のトップレベルは、両研究所を

とりまく両国の情勢に対する意見交換、それに対応する経

営方針および研究計画の基本方針の開陳、並びに両研究所

の相互協力のあり方についての基本的方向を定める討議な

どを、その役割として頂くことを提案致します。

　また、お互いのコーディネーターには、この基本的方向

に沿って協定の運用上の諸々の問題一例えばソフトウェ

アの交換の原則、情報交換、共同研究、研究者派遣の総括、

打合せ会の開催・運用などでありますが　　このような事

項についてその具体的細目を討議することを、その役割と

して頂くよう提案致します。

　さらに、お互いのテクニカルディレクターまたはその代

理の方の役割としましては、研究協力についての基本的方

向に沿って、担当する分野の各課題毎に情報交換、共同研

究、研究者の派遣、専門家レベルの会議の開催などについ

て翼体的な推進方法を討議して、その分野全体の集約・総

電研レビューNO．8嚇5



括を行って頂くことを提案致します。

　以上述べましたEPRI・電研定期合同会議の運用につい

ての提案は、トップ会談で更にご審議頂ければ幸甚であり

ます。

　次に、専門家レベルの会合の開催についての提案であり

ますが、今回のような定期合同会議の討議により、貴所な

らびに当所の合意を得ましたテーマに関しましては、別途

に専門家レベルでの討議の場を設け、そこでの検討に委ね

ることを提案致したいと思います。過去にこのような合意

を見ましたテーマとして、UHV送電、環境対策、　SRC－1

およびEDS石炭液化油燃焼、原子力発電所信頼性評価、

蒸気発生器信頼性評価、停電コスト評価および電力貯蔵用

電池など幾多の例が挙げられますが、今回の合同会議でも、

そのような可能性のあるテーマについてはテクニカルディ

レクター会議で検討し、その結果にもとづいてまとめのセ

ッションで総括したいと考えております。

　以上に述べてまいりましたこの合同会議の運営について

の私共の若干の提案は、必ずしも従来からの基本線と大き

く異なるものではないと思っておりますが、今回改めて提

案することにより、今後の合同会議がより効果的に運営さ

れることを期待しております。また私共は、貴所と当所の

情報交換・共同研究協力の改善・強化を図るために、報告

書の公開、データの提供等に関する6項目の対応策を準備

しておりますが、この点につきましてはコーディネーター

会議で討議を進めたいと考えております。

　今回の合同会議が多大の成果を挙げて無事終りますこと

を祈りまして、私のご挨拶と致します。　　　　　　○
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　　　　　　経済研究所担当常務理事　梅津照裕

1－2－1主要な結論
1．　「定期合同会議の運営に関する基本方針」について当

所側より提案を行い、EPRI側もこれに賛意を表明した。

2．　「情報交換・共同研究の改善強化策6項目」ついて、

当所側より提案を行い、双方で合意した。

EPRIとの情報交換、共同研究協力の改善強化に関する方策について

一6項目の対応策 昭和58年5月17臼

1．電力会社からの「依頼研究題目」および「依頼研究報告書」について

「依頼研究題目」および「依頼研究報告書」のリストを作成し、EP瓢へ提出すること。

　（1）提出可能な「依頼研究題目」および「依頼研究報告書」は次の2種類に分類する。

　　A　公開に支障のないもの。

　　B　開示制限指定「本資料は文書による事前の承諾がない限りEP瓢以外に二布することは出来ない」という注

　　　　意書を明記して提出するもの。

2．原子力、立地、環境問題に関するデータの提供について

可能な限り電力会社の了解を得てデータの提供を行う。この場合、次の条件が整うことが望ましい。

　（1）データとデータとの相互交換

　（2）コンピュータ・ソフトウェアとデータとの相互交換

㈱　上記については、スム～ズな交換推進をはかるため、「等価交換」に関する双方の見解の一致を見る必要がある

　　ので、そのための具体的な討議を行う必要がある。

3．国および他研究機関などと行っている大型研究プロジェクト関連の情報交換について国および他研究機関との対

応で学研が個別的に努力する。

4．電研とEP：RIとの共同研究の推進について

双方において共同研究の可能性のあるものを相互に提案し、その実現に努める。

5，専門家レベルの情報交換、意見交換の活発化について

当研究所作成の英文版「研究題目集」と「長期研究計画」から、共同研究の可能性のあるもの、およびEPRIの関心を

ひくと思われるプロジェクトを抽出し、計画作成段階で利用出来る情報のリストを作成してEPRIへ通知する。

6．英文「CRIEPI」作成の促進について

EPRIが関心を持っている当所の研究成果については、出来るだけ英文「CRIEPI　REPORT」を作成し、積極的に

情報交換を行う。
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3．　各専門分野における討議の結果、両者とも特に深い関

心を有し、共同研究、専門家レベル会議の開催、研究者の

派遣、情報交換の強化などが望まれる候補課題として、18

件を選出した。

　今後、上記課題の中から、専門家レベル会議または共同

研究を行うものとして6件程度を選定することとし、この

2、3ケ月以内に結論を出すこととした。

　カデータ・ベース」に電研分、および出来れば電力会社

　分も含めて登録されてはどうかとの提案がEPRI側より

　あった。

　　本件については、今後、電研に於いて検討の上、回答

　することとした。

②次回定期合同打合会議の開催は、1984年ユエ月、東京開

　催を目途とすることとした。

電研、EPRI両研究所が
深い関心を有する
候補課題

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

地下ケ～ブルの建設費の低減

アモルファス変圧器の開発

電力システム関連のソフトウェアの等価交換

電界の生物影響

酸性雨

新技術の評価

石炭ガス化研究グループ（EPRI主催）への参加

EDS一石炭液化油の共同研究（現在実施中）

EPHI開発の一貫メタノール複合サイクルによる

石炭液化油の効率利用方式の評価

FBR開発における情報交換および共同研究

EPRI主催の耐震センターへの参加要請

経済成長とエネルギー需要などの分析方法に関す

る情報交換

電力需要の開拓

超電導電力貯蔵に関するワーークショップへの参加

要請

石炭洗浄および石炭・水スラリー方式の情報交換

石炭華中の微量成分の挙動

廃棄物（放射性物質を含む）の環境への移行

高・中・低レベル放射性廃棄物および使用済燃料

の処理処分

4．　そ　の　他

①電力関連研究課題をすべて収録した怠PR1作成の「電

1－2－2　所　　感

ユ．　アメリカ電気事業の財務事情が、最近の不況による電

力需要の低下に伴って料金収入が停滞し、EPRIの収入も

これにより、ユ982～84年の3ケ年は現状維持となる見通し

である。

　このため、EPRIとしては大型研究プロジェクト予算の

削減およびその優先順位を検討しており、また、研究方向

も短期的に貢献出来る分野の研究に重点（例えば、ヒート

ポンプ、産業プロセスの効率的電力の使用、ロードマネー

ジメント、ガスタービンなど）を移行している。なお1985

年からは財政の好転を期待し、長期的な大型研究プロジェ

クトを手掛けたいとしている。

　以上の状況は添田に対する対応にも変化（例えば、資金

参加を含む共同研究の勧誘など）が見られ、電研としても

充分その点を考慮しておく必要がある。

2．　今回の会議で特に、従来にない成果が得られた点は次

の通りである。

①　トップ会談を持ち、基本方針を定めたこと。

②　EPRI側からの電柱に対する熱意が一層強く感じられ

　たこと。

　（C級11er理事長の陣頭指揮、専門家レベル会議の具体

　化、EPRI自身で電研の研究報告書の英訳を図ることな

　ど）

3．EPRIについての感想

①EPRIの組織が大きくなるとともに、細分化され、部

　門間の調整が必要となってきている。（例えば、石炭を

　扱う研究が3本部にまたがっていること。電力システム

　部門でも同様な傾向が見られる。これらの反省の上に立

　って、原子力部門ではマトリックス組織の運用で成功し

　ている。）

②電力各社との連絡、国際協力部門を強化したこと。（例

　データ・ベースの作成、アンケートなど）　　　　　騨
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1－3－1主な出席者

松岡　　實

専務理事

響翼墾漂矢島　　昭
・遷経済研究所所長

　　．／（経済研究所副所長）

瑚

　　姥

筒井幸男
研究開発本部　本部長

一

7蝦箪灘上之薗博
（エ Pルギー技術騨部長）撫曝〆

　　　　　　　　　　　　　菌ζム黛

　　　　　　　　　　　　　甑、

梅津照裕
経済研究所担当　常務理事

（企画担当理事）

有働龍夫
我孫子事業所担当　理事

（電力技術研究所長）

　　　　　　霜　　　　　　　　千秋信一
　　　　　　　　狛江事業所担当　理事

　　　　　　　　　（土木技術研究所長）

　　　　　　　コ　　

難縫電力研究所　所長

　　　　〆へ

　　　　　　　　　　・≧

　　　擁§1・

（電力技術研究所副所長）

　●昭和58年3月11・12日に

　　別途出張

（

）内は会議開催当時

Mr．　Floyd　L．　Culler

所長

Dr．　Richard　E．　Balzhiser

副所長（研究開発担当）

電研レビューNO．8◎9



難

ご．Mr．　David　Saxe
　で
　　　副所長（経理運営担当）

㌧

ぎ
言

ξ、

議論

懸螢　繕

Mr．　Richard　L．　R纏dma白

情報サービス担当

Mr．　JOR　J．　Dougherty

電力システム部長

Dr．　Fritz　R、　Kahlhammer

エネルギー管理・利用部長

Mr．　M渦to資Klel獅

所長補佐（顧問）
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灘鐡

鷹

驚
欝

臨濾き

離

Dr．　Raiph　M．　Pe由ac

エネルギー分析・環境部
副部長

Mr．　Dwa由F．　Spencer

新発電システム部長

Mr．　John　J．　Taylor

原子力発電部長

Mr．　Kurt　E．　Yeager

石炭燃焼システム部長

誕D「・Ri・ha「dW・Z・・e・

　　計画・評価部長



1－3－2スケジュールと討議・情報交換テーマ

ス　ケ　ジ　ュ　一　ル

5月16日圓　合同会議開会

5月17日因　トップ会談、技術専門部会

5月18日困　松岡専務理事　特別講演、取りまとめ打合会

5月19日困石炭ガス化クールウォータプロジェクト、

　　～　　　太陽熱発電所見学
5月20日囹

．1

討議・情報交換テーマ
o

主　　　な　　　担 当　　　　者．．＿一．＿．＿一＿．．一．　＿一一．・．…一一一一　1

主な討議　・情報交換テーマ 一　　．　．1

電　　研　1 EPRl
一＿．　、　一一．一一一　一一一　　　　　一一　　一　　　　　　　　　　　．一　．　一．＿＿　　一　　；　　二＿　　　　」　一．．　　　． 一

石　　炭　　燃 焼 シ　　ス テ　　ム

1．石炭火力発電所の環境処理技術 梅　津 Mr．　Yeager他 （石炭燃焼システム部）

2．流動床燃焼 〃 Mr．　Drenker他
（

〃
〉

3、コールクリーニングおよび石炭・水スラリー 〃 Dr．　Mehta他
（

〃
）

4．合成燃料 〃 Mr．　Spencer他
（

〃
）

5．石炭灰の有効利用 〃 Mr．　Miller
（

〃
）

6．ボイラー保守技術 〃 Mr，　Broske
（

〃
）

7．石炭燃焼 〃 Dr。　Prest6n
（

〃
）

i環． 境
“．冒＿　■－　　一一　　」・．一一＿．一　＿　　一＿⊥　　　　　一

1．SURE（硫酸塩に関する広域観測）プロジェクト Dr．　Perhac他 （エネルギー分析・環境部）

2．酸性雨 〃 〃
（

〃
）

3．固体廃棄物の環境影響 〃 〃
（

〃
）

4．発電所における環境影響予測評価 〃 〃
（

〃
）

5．電源立地の社会経済影響 矢　島 〃
（

〃
）
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注：＊については、昭和58年3月11・12日の上之薗EPRI出張時に討議ずみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　　　な　　　担　　　当　　　者
　　　主な討議・情報交換テーマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　研　I　　　　　　　　　　EPRl

　　　　　　　　　　　　　　エネルギー分析・管理および計画・評価

1．技術評価

　　■EPRIにおける技術評価システム　　　　　　　　　　矢　島　　ML　Zeren他　　　（計画・評価部）

　■石炭利用新発電技術の評価　　　　　　　　　　　　　〃　　　Mr　Spencer他　　（新発電システム部）

2．電力需給展望と研究開発計画

　　■EPRIの研究戦略（Overview＆Strategy）

　　■需要予測のためのモデル

　　■低成長下の電源構成

3．工業部門の電化計画

4．負荷管理および需要開拓＊

　　　　　　　　　　　　　　新

1．地熱

2．太陽光発電

3．風力発電

4．核融合

5．電力貯蔵用新型電池

6．燃料電池

7．超電導発電機

　　　　　　　　　　　　　　電

1．地中送電線の建設工事費の低減

発

力

2．制御および通信に対する光通信の応用

3．配電における制御

4．架空送電

5．直流送電と変電所

6．電力系統

7．電界の生物影響

　　　　　　　　　　　　　　原　　　　子

1．高速増殖炉（FBR）の開発

2．軽水炉技術

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　上之薗

電　　シ　　ス

　　　　　上之薗

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　シ　　　ス

　　　　　有　働

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

　　　　　　〃

3．飛来物に対するコンクリート格納容器の耐衝撃性

カ

筒井・千秋i

〃　・　〃

　千　秋

Mr．　Zeren他　　　（計画・評価部）

　　〃　　　　　（　　〃　　）

Mr．　Zeren　　　　（　　　〃　　　）

Mr．　Harry　　　（エネルギー管理・利用部）

DL　Kalhammer他（エネルギー管理・利用部）

テ　　ム＊

Mr．　Spencer他　　（新発電システム部）

　　〃　　　　　（　　　〃　　　）

　　〃　　　　　（　　　〃　　　）

　　〃　　　　　（　　　〃　　　）

Dr　Kalhammer他（エネルギー管理・利用部）

　　　〃　　　　　（　　　　〃　　　　）

　Mr．　Edmonds　　（電力システム部）

　テ　　　ム

　Mr．　Samm他　　（電力システム部）

　　　〃　　　　　（　　〃　　　）

　　　〃　　　　（　　〃　　　）

　Mr．　DunlOP　　　（　　　〃　　　　）

　Dr．　Sharma他　　（　　　〃　　　）

　Mr．　Robert他　　（　　　〃　　　）

　Dr．　Perhac他　　（エネルギー分析・環境部）

発　　　　電

　Mr．　CuHer他　　　（所長他、原子力部）

　Mr．　Taylor他　　（原子力部）

　Mr．　Lowenstein　（原子力部）
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第2藁餐奪門部会の討議内容⑳輿　次

2－1石炭燃醗システム………………・・……・……・……・…45

　2－1一璽石炭火力灘電所の環境管羅技術

　2一璽一2流早舞燃焼

　2－1－3コールクリーニングおよび石炭・水スラリー

　2一ト4禽競燃料

　2一ト5石炭灰の衛効利用

　2一竃一6ボイラー保守技術

2－2　環　　　　　　 境・。。・一・…　。・。一。・。・。・一。。・。・・。・・。・一・9。・一・…　。。・・・…　董8

　2噸一葉騒U農鑓（硫酸塩に関する広域観測）ツ鑓ジ誕クト

　2－2－2酸性雨

　2－2－3固体廃棄物の環境影響

　2－2－4発電所における環境影響畢翻評価

　2－2－5電源立地の社書経学影響

2－3エネルギー分析・管理および計画・騨価……………21

　2－3－1技術評価

　2－3－2電力の需結展魍と研究開発計画

　2－3－3工業部門の電化計醐

　2一掛4負荷同勢および需婆關拓

2－4新発電システム………………・・…・・……………・…・…24

　2－4－1地　　　熱

　2一轟一2太陽撃発躍

　2一羅一3　風力発電

　2・一4一購　核　　薩璽　　禽

　熱4－5電力貯蔵濡新型電池

　2－4－6三三電池

　2－4－7超躍轟発二二
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　　　　　　　担当●経済研究所担当常務理事　梅津照裕

　　　　石炭火力発電所の
2－1－1
　　　　環境管理技術

1、NOx

　石炭燃焼時のNOx生成抑制および低減

技術について討論を行った。

　EPRIから以下のような説明があった。

米国においては現在の排出基準が750ppm

であり、1985年の目標規制値は150pp皿で

あったのが最近の見直しでもう少し緩和さ

れるらしい。

　このため、目標規制値が150ppmの場合

には高価格（3．6～4．8万円／kW）の触媒式排

煙脱硝装置を使わなければならないが、

緩和されれば低価格（0．12～0．48万円／kW）

の燃焼技術によるNOx低減対策で対応で

きると考えている。このような技術の中では

三菱重工が開発した炉内脱硝法がコストの

安さのために非常に有用である。このよう

な状況であるので、石炭燃焼時のNOxを

制御する燃焼技術が重要となるため、石炭

燃焼関係の情報交換を強化することを提案

したい。

　電研から以下のように日本の状況を説明

した。日本の規制値は現在400ppmである

が地方自治体などとの協定があるため実情

f　　　　　．　一』　一　1∵二『「鮮雫噌

、評

」

は250～350ppmである。　NOxの低減は燃

焼技術によって行っており、排煙脱硝装置

については研究開発は済んでいるが、まだ

実用化されていない。

　石炭燃焼関係の情報交換の強化について

は、電研側も賛成であり、お互いに電気事

業としての石炭燃焼技術の向上について大

いに討議したい。

II．集　じ　ん

　EP：RIから以下のような説明があった。

EPRIではバグフィルターを石炭火力で使

えるように研究開発を実施しており、米国

においてはいくつかの発電所で使用中であ

り将来はもっと増えると予想される。また、

規制の考え方が変って10μm以下のより細

かな粒子が問題となると予想されるので、

それについて研究開発を行う予定である。

Denverの試験所で電気集じん器の高性能

化について、集じん板を大きくしたり、放

電極との間隔を大きくしたりの試験を行っ

てかなり効率が向上できている。日本では

どうか？

　電研から以下のように日本の現状を説明

した。バグフィルターは実用化されてはい

ないが、研究開発は行われている。我が国

でも最近、1μm以下のサブミクロンばいじ

んに対する関心が高く、測定法および除去

方法について当所でも力を入れて研究して

いる。当所では、サブミクロンばいじんの

除去率がEPよりも良い2段荷電粒子充填

層を開発し、8月から発電用ボイラで約1

ケ年の実用化試験を行う予定である。試験

結果が出た段階でまた討論したいと考えて

いる。

皿．石炭燃焼
　当所の「石炭燃焼試験炉」において8種

類の歴青炭を燃焼試験した結果をまとめた

資料を説明した。また、我が国では発電用

燃料として利用できる石炭性状の範囲を広

げるため、低品位炭の利用技術を開発中で

あると説明したところ、EPRIでも石炭の

性状が変ると効率や火炉容積に対する影響

が大きいので、現在研究中であるとのこと

であった。

電導側提出資料

1．　石炭火力の排煙の影響

　（電研レビュー　Nα6－1983．1　22頁）

2．低NOx燃焼法

　（　　〃　　　　　〃　　　25頁）

3．ばいじん対策

　（　　〃　　　　　〃　　　27頁）

4．　発電用炭適性評価

　（　　〃　　　　　　〃　　　30頁）

5．　石炭燃焼試験炉による研究成果

　（IEA　Workshopへの提出論文改訂版

　1983－5　電研　佐藤幹夫）

2－1－2流動床燃焼

　　EPRIにおける常圧流動床燃焼1．

　　（AFBC）プラントの現状

　昨年TVAシャウニー発電所内に建設さ

れた20MWパイロットプラントの試験運転

状況については、起動試験時に層高制御な

どの問題が生じたが、改良によって解決で

き、現在までに1，000時間以上の試験運転が

なされ、リサイクルシステムの確認や層内

伝熱管の熱伝達データなどが得られ、初

電研レビューNO．8網5



期の目的が達成きれつつある旨の報告がな

された。

　また、AFBC　200MWデモプラント計画

については、資金が必要のため電力会社がど

の程度関心を持っているか調査検討中であ

り、現在のところ電力5社から有益な提案

もなされているが、最終決断は1983年中に

出す方針である旨の報告がなされた。

　　加圧流動床燃焼（PF8C）
H．
　　の研究動向

　EP：郎は、　P：FBCはA：FBCより開発リ

スクが大きいが、効率が良いので発電サイ

クル、流動床プロセス、プラントの建設方

式、プラントの運転制御面からの検討を進

め、現在のところ、1980年代後半から1990

年初期に商用化されると予測している量の

報告がなされるとともに、主な調査検討結

果の説明が次のようにされた。

1．PFBCの発電サイクルは蒸気冷却低

温サイクルから蒸気冷却高温サイクルへと

発展する。

2．プラント規模は小型（100～200MW程

度）であり、工場で組立て、はしけで輸送す

る方式が良い。

3．PFBC発電方式を研究開発するプロ

トタイププラントは20～50MW（e｝と考えて

計画を進めている。

4．また、概念設計を行っていた80MW（e｝

プラントについては、設計が終了したので、

その資料を後口提供する。

　さらに、PFBCについてはイギリス、

アメリカ、西ドイツの三国間で協定を結び、

イギリスに80T／hプラントを建設して研究

を進めていることが報告され、R本として

もこのプロジェクト研究に参加をしないか

と呼びかけられ、これについては後B回答

することとした。

駐ド烈側提出資料

1．：PFBC　T級rbocharged　Boiler　Design

　a捻dEco簸。澱ic　S毛udy，　Atもachm8難t

絡

1，The　PFBC　T職rbocharged　Boiler．

2．：Requesもfor　PrOPOsa1－PrOlect　Des－

　criptio難‘‘PFBC　Turbocharged　BOi－

　1er　De＄ign　a徽d　EcO設Omic　Sも嚢dy．

3．PFBC　Cycle　Assess斑e簸t　and　De－

　mo登straもiO識Pla簸もSpecificaもion．

4．CORcep纐ai　Design＆　As＄e＄sme温

　（）f　A．Pressllrize（重　Circulatir主碁ζ　】F、至モ美i－

　dized　Bed　Boiler。

　　　　　コールクリーニング
2弓一3　および
　　　　石炭・水スラリー

1．　スラリーシステムに組入れるコールク

リーニング、oil　agglOmeraも三〇n（油添造

粒）、スラリ～長距離パイプライン輸送と大

型船による海上輸送などの技術的可能性や

経済性については、何れも大変答え難い問

題で、EP：RIでもまだ充分な答えは得られ

ていない。

2．　Oil　agg10merationについてはEPR王

でも研究しており、石炭を10μm以下の超微

粉に粉砕すれば灰分1％程度にできること

はわかったが経済性がよくない。これにつ

いては報告書を作成中なので後冒EP斑よ

り提供される予定である。

3．石炭・水スラリーでは、EPRIの研究

によれば灰分を3％にすることができると

いう。礒本においても脱灰石炭・水スラリ

ーの研究は行われているが、脱灰率は50％

程度といわれ、しかも炭種によって大きな

違いがあり、むつかしい技術と考えられて

いる。

　灰分3％というのは大変興味深い結果で

あるので資料の提供方を依頼した。

4、　コールタリーユング、石炭・水スラリ

ーはB本でも大変興味を持っており、これ

らのテ～マは電研の重要課題の一つでもあ

るので今後の情報提供を希望した。

2一橿一4合成燃料

玉．液化油に対する蕨P団の見解

　EPR王、　DO£は現在もWilsO御ille石炭

液化プラントに出資しているが、液化油に

対する米国政府、EP鷺1の考え方、将来見

通しなどについて質問した。

　これに対し、EPHIより次のような回答

がなされた。

　猛P：RI、　DOEは、石炭液化プロセスと

して、経済性という観点より2段液化方式

がよいと考える。Wilsonvilleプラント

（6T／臼、・Alabama）は2段液化方式で

あり、1986年まで運転する予定である。こ

の方式では、1段液化プロセスと比較し水

素消費量を30％程度節滅することができる。

　WilsO酬illeプロセスで生産される液化

油の経済性については、1983隼末に明らか

にされるが、45～55＄／bb1と予想してい

る。

　現在米国の石油会社は大型液化プラント

から完全に徹退した。したがって、Wilsoル

v泌eで優れた成果が得られても、大型プ

ラントでプ瓢セス実証を行うことができな

くなった。しかしながら、R－Coa1プ環セ

スのパイロットプラント（250T／日、　keR一

繊cky）を、さらにスケールアップして実

証試験を行うことも検討しているようであ

る。

　DOEは現在、大型液化プラント開発に

ついて関心を示していない。E：P郡は、こ

のような事態を好ましくないと考えるが、

致しかたないことであると述べている。

∬．燃　焼　特　性

1．メタノール

　EPRIでは26MWのガスタービンで523時

間の燃焼試験を行った。（付録参照）その結

果、ガスタービン燃料としてのメタノール

は、ジェット燃料や天然ガスと比較しても

特に問題なくむしろ有利な点も多い。特に

NOxは45ppmと非常に少なかったが、ア

ルデヒド濃度は規制値の2ppmに近かった。



図2－1－1メタノール併産石炭ガス化複合発電システム
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2．EDS液化油

　EDS液化油については、電研と発電用

ボイラ燃料としての評価についての共同研

究を実施中であるが、その他の機関でも研

究を実施している。燃料の特性については

検討を終了し、現在はディーゼル用燃料と

しての評価を実施している。詳細な結果は

8月半報告書を出すが、主な結果は次の通

りである。

①EDS液化油はN分が多いのでその分

　だけディーゼル油よりNOxが高い。

②ガス温度が少し高い。

③　EDS液化油だけでは発火しないので、

　混合するディーゼル油をどれだけ減少で

　きるかが問題。

EPRIとの共同研究については、当所の燃

焼実験が終了した段階で担当者を派遣し、

その際に充分討論することを予定している。

　　メタノール併産石炭ガス化
皿．

　　複合発電システム

　EPRIでは、石炭液化の有力な方法とし

て、メタノール併産石炭ガス化複合発電シ

ステムの検討を行っている。このシステム

は、酸素ガス化方式の石炭ガス化複合発電

システムのガスタービン前段に一過式のメ

タノール合成装置を設け、燃料ガスの15～

20％をメタノールに転換して回収し、残り

の80～85％をガスタービン用燃料として用

いる。

　この方式によれば、石炭消費量の増加分

に対するメタノール生産量の熱効率は68％

になり、従来方式のメタノール合成熱効率

58％に比して著しい効率向上が得られる。

したがって、メタノール価格は石油換算で

30～35ドル／バーレルとなり、石炭の直接

液化コスト推算値45～55ドル／バーレルに

比して著しく低コストでクリーンな燃料が

得られる利点がある。（図2－1－1）

　この方式では、メタノール合成の大型化

に最適と考えられる液相合成法（ケミシス

テムズ法）が主な開発課題である。現在0．5

トン／日規模で検討中であり、1984年には、

5トン／日規模に進め、その後TVA又は

クールウォータで、1986～87年に20～100ト

ン／日規模の実証プラントへと発展させる

計画である。

　電研においても、上記成果について大い

に興味があるので、今後の情報を期待した

い旨述べた。（付録1－4を参照）

2－1－5　石炭灰の有効利用

　電研側より「石炭灰含有量の多いセメン

ト（高C3　Aクリンカをベースとした混合セ

メント）の開発」および「石炭灰の肥料化」

に関する研究成果を提供した。

　またEPRI側よりは「石炭廃棄物による

人工礁」「フライアッシュ製の電柱」およ

び「石炭灰から金属を回収」の3件につい

て紹介があった。本件に関しては今後とも

情報交換を行うこととした。

電研側提出資料

セメント関係：電研報告380024（1980）

　　　　　　　　〃　　　381022（1981）

肥料関係：CRIEPI　Report　281034

　　　　　　　（1982．8）

EPRI側提出資料

付録1－5参照

2－1－6　ボイラー保守技術

　電研側より「超臨圧ボイラーの化学洗浄

時期の適正化」ならびに「日本におけるボ

イラ水の水質基準」の資料を提供し、併せ

て「アメリカにおけるボイラ水の水質基準」

についての提供を依頼した。

　EPRI側より、ボイラーの保守、管理に

ついては、今後電研からの情報提供を希望

すること、および水質基準については後刻

資料を送付されることとなった。

電研側提出資料

CRIEPI　Report　E280003

EPRI側提出資料

付録1－6参照 ○

電研レビューNO．8017



2－2

担当●狛江事業所担当理事　千秋信一
　　　　　　　経済研究所所長　矢島　　昭

　　　　　SURE（硫酸塩に関する
2－2－1
　　　　　広域観測）プロジェクト

　SURE（S職1faもe　Regional　Experimenも

一硫酸塩に関する広域観測）プロジェクト

は、合衆国東北部における硫酸塩環境濃度

に対する発電所の影響を評価するために、

1977年に着手され1900年秋に調査を終了し

た。本プロジェクトの研究成果は、電研一

EP：RI情報交換協定にもとづき、これまで

刊行の都度電撃へ提供されてきたが、今回、

その最終報告書（3分冊）が提供され、EPRI

からその概要が紹介された。この課題に関

するEPR1からの情報提供は、今回を以っ

て終了となる。

EひRl側提出資料

1．The　S疑1fate　Regional　Experime鷺七：

　：Report　of　Fi簸dings．　Vo1礒me　1，

　EPRI　Final　RepGrt，　EA4901，　Vol．

　1，March　1983．

2．ditto，　Volume　2，　猛PRI　Fまnaユ

　Heport，　EA－1901，　VoL2．

3．ditto，　Volu斑e　　3，　　EPRI　　FinaI

　Reporも，　EA－1901，　Vo1．3．

2－2－2酸　性　雨
　酸性雨は、現在、アメリカ合衆国におけ

る最大の環境問題として、連邦政府が年

2，300万ドル（約54億円）の予算を投入して

連邦環境保護庁（E：PA）の担当のもとに調

査研究を実施しているが、これと呼磨し

て、EPmにおいても年1，500万ドル（約35

億円）の予算（電気事業者が負担）をもって、

SU：RE計画にひきつづく総合研究として

推進している。連邦政府の調査が降雨のpH

や河川湖沼の酸性度を観測して結論を導こ

うとしているのに対して、E：P：R1の調査研

究は、酸性物質の移行の過程、森林や魚類

への影響に着目して、フィールドの観測デ

ータを蓄積してデータベースを整え、これ

にもとづき予測モデルを構築してフィ～ル

ドデータとつき合わせることに主眼を置い

ている◎

　この研究のために、EPRIは1：LWAS

（lnもegrated　Lake－Watershed　Acidifi－

catio捻St“dy一湖沼。流域酸性化総合研

究）プロジェクトをすでに開始しており、

その一環として、“漁業と湖沼酸性化

（Fisheries　and　La，ke　Acidiぞication）”

のプロジェクト研究（f認P2346）を開始し

ようとしている。この研究計画の内容が

EP斑から紹介された。　EPRIはまた降雨

の質に関するデータベースを確立するため

に、全米35の電力会社の参加のもとに1981

年以来UAPSP（U撚iむy　Acid　Precipi一

もa乞ion　Studyやrogram一公益事業酸村

雨研究計画）を推進しているが、この研究

プロジェクトに関する2つの資料がEP：RI

から提供された。その1つは、降水の化学

組成の比較方法に関する諮問作業部会の会

議録であり、いま1つは、UAPSP　1982年

度年次報告である。

　EPR1は今後ひきつづきUAPSPおよび

ILWASの報告書をはじめ、連邦技術評価

局OTA（U．　S．α£ice　of　Techr【010gy

Assessme鷺t）や連邦各庁間作業部会（U．　S、

1nもerage簸cy　Task　Force）から刊行され

る酸性雨に関する年次報告等を順次電研へ

提供することを約束した。

　一方、電研からは、「酸性雨研究の現状

と今後の課題」と題する資料にもとづいて、

我が国における「いわゆる酸性雨」の問題

の実態、環境庁の「酸性雨検討委員会」に

よる調査研究の動向、電研における研究経

過と成果、今後の課題等を紹介した。特に

欧米型の酸性雨と我が国のそれとの発生状

況の違いについて説明を加えた。EP：R王は、

電研が実施している磁本列島の降水中化学

成分の広域観測・分析データをもし可能な

らば入手したいとの意向を示し、当所はそ

の検討を約した。

　以上の討議をふまえ、電研およびE：P照

の双方は、酸性雨開題に対する両国の位置

づけは必ずしも同等ではないが、世界的な

環境問題の一つである酸性雨の問題究明の

ために協力することの必要性について意見

が一致し、情報交換に加えて、専門家レベ

ルの会合をもつことについて前向きに検討

することに合意した。この専門家会議にお

いては、酸性雨の定義、大気申における汚

染質の輸送機構と輸送過程における変質、

降水への汚染質取込みによる沈降、土壌・

水域・生態系への酸性雨の影響、酸性雨汚

染質に対する発生源の寄与等について討議

することとし、開催の時期は双方がデータ

の提供できる時期として1984年前半頃がの

ぞましいとの意見が交わされた。

電研側提出資料

1。Current　Staもus　of　Research　　o難

　Acid貧airl　a難d　S織bjects　for　F蟻t娠re

　Study，　May，1983．

2．Broad　Scaユe　Observation　and　Ana－

　1ysis　of　Chemical　Co捻sもiもuents　i捻

　Precipiむaむio簸　over　Japa捻　王slan（至s，

18



　May，1983．

3．寺田、藤田：電研報告280060（1981）

4．藤田、寺田、赤井：電研報告281018（1981）

EPRI側提出資料

1．Request　for　Proposal－Project　Des－

　cription，　RFP2346　“Fisheries　and

　Lake　Acidification”、

2．Proceedings：Advisory　Workshop

　on　Methods　for　Comparing　Preci．

　pitation　Chemistry　Data，　UAPSP

　100，Feb．1983．

3．1982　Annual　Summary　Report，

　UAPSP101，　Feb．1983．

2－2－3　固体廃棄物の環境影響

　火力発電所から排出される石炭灰等の固

体廃棄物の陸地での処理・処分に当っては、

雨水などによる廃棄物からの溶出成分が地

下に浸透し、地下水の水質に及ぼす影響を

解明する必要がある。米国においては地下

水の水質保全への関心の高まりと共に多く

の規制がなされる趨勢にあるが、地下水質

への廃棄物の影響を予測するバックデータ

を蓄積し、廃棄物の処理・処分に関する規

制に科学的根拠を与えることが緊要となっ

ている。このため、EPRIはSWES（Solid

Wastes　Environmental　Studies一固体

廃棄物の環境影響研究）プロジェクトを設

定し、総予算額2，000万ドル（約47億円）のも

とに6ケ年計画で調査研究を進めている。

我が国においても石炭火力発電所の増設の
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趨勢に伴い、排煙中の微量成分の土壌への

移行や、石炭灰の溶出成分の地下水中への

移行などの問題は、環境対策上重要な関心

事であり、電研においても本年度から3ケ

年計画の研究課題として長期計画に位置づけ

ている。さらにこの課題は、近い将来の原子

力発電所からの低レベル放射性廃棄物の陸

地処分にかかわる放射性核種の地中挙動の

安全評価のためにも適用発展の可能性を含

んでいる。

　以上の理由から、本課題は電研および

EPRI双方共通の関心の高い討議テーマと

して取り上げられた。

　まずEPRIからは、　SWESプロジェク

トの研究計画と研究体制の紹介があり、こ

のプロジェクトのもとに実施された研究の

成果を紹介する3つのEPRIレポートが提

供された。さらに、固体廃棄物からの溶質

移行に関する研究計画ワークショップの会

議録および「地下水質に及ぼす石炭灰溶出

の影響」と題するTVA、　EPAのエネル

ギー・環境R＆Dプログラムレポートも提

供された。丁丁からは、本年度から着手す

る石炭灰の溶出成分の地中移行に関する長期

計画課題と、放射性廃棄物の陸地処分の安全

評価に関する研究計画について紹介した。

　以上の討議をふまえ、電研およびEP：RI

の双方はこの課題に関する情報交換を今後

継続的に行うことに合意するとともに、専

門家レベルの会議の開催についても検討す

ることを約した。

EPRI側提出資料

1．Solid　Wastes　Environme捻tal　Stu．

　dies（SWES）at　EPRI，　LP．Murarka，

　March，1983．

2．Solid　Waste　Environmental　Sもudies

　：The　Nee（is　and　the　PriOrities，

　EPRI　Special　Reporむ，　EA－2538－SR，

　August　1982．

3・Colnpariso貧of亀01id　Wastes　From

　Coal　Combusもion　and　PiloもCoal

　GasificatioR　PIants，　EP：RI　Firla1

20

　Report，　EA－2867，　Febmary　1983．

4．Pi10t　Study　of　Time　Valiability　of

　Elemental　COnce跳raもioRs　in　Po－

　wer　Plant　Ash，　EPRI　Final　R餅

　porも，　EA－2959，　March　1983．

5．Plan緩ng　Workshop　oR　Soluもe

　Migration　：From　Utility　Solid

　Wasもes，　EP只I　Proceedings，　EA－

　2415，Ju簸e　1982．

6．E｛fects　Of　COaLash　］しeachaむe　On

　GrouRd　water　Qualiむy，　In七eragency

　Energy／Er｝vironmer1む　R＆D　Pro－

　gram　Report，　TVA，　EPA－600／7－80－

　066，March　1980．

　　　　　発電所における
2－2－4
　　　　　環境影響予測評価

　電研より、まず電研レビュー恥6「環境

研究」の英文版をEPRIへ提出し、これに

もとづいて日本における発電所関連環境研

究の歴史的展開と現状を紹介した。次いで、

電研レビューの申から、成果が特に顕著で、

EPR王にとっても関心の高い9つの課題に

ついて、その研究経過と結果を詳述した資

料にもとづき、詳細な紹介を行った。9っ

の課題は下記の通り。

1．石炭中の微量元素の挙動

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

石炭火力から排出される天然放射性元

素の環境影響評価

炭じん飛散予測手法

石炭自然発火の予知

単独煙源の排煙拡散予測

音波による風向・風速・大気安定度の

遠隔探査

冷却水による浮遊体の取込み予測と実

証

貯水池水質の実態調査および富栄養化

の予測

発電所立地に伴う景観評価手法

　これらのうち、EPRIは特に1の研究成

果に高い関心を示し、電研が資源エネルギ

ー庁の委託を受けて昭和56年度に実施した

「石炭火力発電所に係る微量物質調査」の

調査報告書の入手を希望し、電研はその可

能性を検討することを約した。（以上、千

秋担当）

丁丁側提出資料

1．HisもOrical　　OuUine　　ahd　　Current

　Stat讐s　of　Environmenta1：Research

　in　Japa捻

　（電研レビュー漁6（環境研究）英文版）

2，Status　and　Tendency　of　Studies

　Concemirlg、E識vironmental　Assess－

　ment　Of　Power　Plants，　May　1983．

2－2－5　電源立地の社会経済影響

　電研から提出した“Sもudy　o鍛Socio－

eco賞omic　Ilnpacもs　of　Power　Planも

Consもruction”は、環境影響予測評価に関

する総合研究の一環として行われたもので、

電源立地の自然環境に対するマイナスのイ

ンパクトばかりでなく、発電所立地にとも

なう建設工事支出、補償金、財政交付金、

固定資産税などの資金流入、雇用増加など、

地域社会にとってのプラスの効果を、計量

経済モデルによって定量的にとらえようと

する試みである。

　EP只1でも、同様な問題意識をもって

“Socio－eco登omic　Impacもs　of　Power

Plants”などのレポートを公表している。

調査方法は記述的、調査対象項目は多岐

にわたり網羅的であり、発電所立地の影

響をプロジェクトに付随するさまざまな

人、かねの動きを、通勤による道路混雑

や新らしい学校の設立というように詳細に

描いている。電研のモデル分析に対して、

EPRIはケーススタディと言えるが、その

質量には彪大な経済学的サーベイが存在す

る。

　今後、社会影響予測の手法、建設スケジ

ュールの予測にともなう不確実性の処理や、

景観変化に対する地域社会の反応など、よ

り広い領域についての情報交換が有効と思

われる。　　　　（2一か5のみ矢島担当）嚇



2網3

　　　　　　　および十画
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　　訟』繍臓騰
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　　　口

担当●経済研究所所長

　　　　電力研究所所長

矢島　昭

上之薗博

2－3－1技術評価
1．εPRIにおける技術評価システム

　EP：R王の計画・評価本部において実施さ

れている技術評価の方法は、既にTAG

（Tech簸ology　Assessme批Guide）とし

て一般コード化されており、同本部では

各技術研究本部から提案される新技術のマ

クロ的な相対評価を行い、研究開発の優先

順位の決定と研究資金の配分の目安として

いる。各研究本部では、これとは別に、担

当分野の個別技術について、よりミクロ的

な評価を実施している（ユー2項参照）。計画

・評価本部のアプローチは概略次の通りで

ある。

1．技術評価の昌的

①　有望な技術へのR＆D優先順位の設定

に資する

●将来の必要資金量の最小化

●将来の規制に対する伸縮性

●安全かっ信頼性ある運用

●立地、資源、営業面での伸縮性

②　R＆D成功のもたらす潜在利益の評価

2．アブ瓜一チ

①供給（発電と貯蔵）技術を主対象

②　TAGユ98ユ年版の方法とデータ

③　スクリーニングと感度分析のプログラ

ムーCOMPETE
④非経済的要因の体系的レビュー

⑤EP：RIの地域分析システムを使った市

　　場浸透度評価

3．アウトプット

①ブレークイーブン設備利用率

②ブレークイーブン資本コスト

③　地域に特有の重要な非経済的要因

④市場浸透と潜在的節約量

4．前　　提

③TAG　1981年版からのコスト・効率デ

　　一昨

②コスト推定は成熟技術ベース

③導入時期の見方は楽観的

④原子力コストデータはTM前のもの

⑤将来プラントのみを対象

5．非経済的要因（制度的要石）

①運転員の質、教育、規制など

②　産業界のアドバイザーの選択をベース

　　にする

③ウェイト決定は需要家、電気事業への

　　アンケートで行う

④　経済分析が決定的でない場合の重要な

　　役割

∬．石炭利用新発電技術の評価

　電研では、現在、各種の発電技術の総合

評価手法の体系化と技術評価データベース

の確立をめざして硬究作業を進めている。

今回提出したペーパー“Developmerlt　of

Economic　Evaluation　Method　for

Advanced　Coal　Fired　Power－Planもs”

は、この作業の第1段階で実施した石炭利

用の発電技術の経済性評価にかかわるもの

である。各新発電方式の均等化発電コスト

の確率分布を求め、それと基準技術として

の微粉炭火力の発電コストとの差を計算す

るという形で、新発電技術の経済的開発利

益ないし開発リスクを算定している。

　EP：R1の各技術研究部門は、前述のよう

に、担当分野の個別技術についてミクロ的

な評価を実施している。上記ペーパーも、

その日本版のひとつとして、新発電システ

ム本部において議論された。同本部では、

ガス化複合プラント、CoOI　Water計画に

関連する技術評価に力を入れている。

　EP斑における同種の試算結果と対比し

て、米側が特に強い関心を寄せたのは次の

諸点である。

①　石炭利用新発電方式のコストが送電端

で6～7セント／kWhで、日米コンパラブ

ルな推定値であること

②　巳本でもガス化複合が最大の経済性ポ

テンシャルを持っていること

③オープンサイクルMHDおよび溶融炭

酸塩燃料電池複合発電についての評価が日

米で一致していること

　これに関連して、EP：RI側からCool

Water計画の現状、ガス化複合発電と組み

あわせた“o難ceもhroughメタノール合成”

の経済計算、Utiliもy　Coal　Gasi｛ication

ASSociation等を通じての情報交流などに

ついて紹介があった。

　　　　電力の需給展望と
2－3－2
　　　　研究開発計画

　　εPRIの研究戦略
1．

　　（Overview＆Strat⑧gy）

　将来の技術開発戦略の策定およびその環

境条件を設定するための経済成長・産業構

造、エネルギー・電力需給展望に関する調

査分析は、電研側では「長期展望と研究戦

略」、班’：RI側では“Overview＆Strate－

gジに集約されている。EPRI側から、図

2－3弓のような計画策定プロセスに沿いな

がら、未公表のOverview＆Strategy

1982年版の内容が報告され、需要の現状と

電研レビュー一NO．8囎21



図2－3－1　EPRlの研究開発計画決定のフロー図

展 望

分 析

課 題

　　1
　　3

　　5

　　3
　　コ
制約条件

戦 略 　R　＆　D
　プログラム　、
　　　　　　　／
　　　　　　　　　　　　　　　ノ

ト＿＿／

図2－3－2　電力需要とGNP

500

電
力

需
要

（40010

億

kWh
）

300

1日 本】

　　　　　1978

　　　　1977

　　1976

　　　　1975
　1974　　　1973

1972

　1971

1970

1979
1980

200

2．5

電
力

需
要

晃2・o

哩h

【アメリカ】

1970

　100　　　　　150

GNP（1975年価格兆円）

1971

1975

1972

1976

1973

1977

1978
1980

1979

2，000　　　　　2，200　　　　　2，400

　　　　　GNP（1980年価格109ドル）

2，600

展望について、日本の状勢との類似点の多

さが指摘された。

n．需要予測のためのモデル

　電研は、短期マクロ予測、中長期経済エ

ネルギー展望など、モデル分析システムの

開発と応用に長い歴史をもっている。今回

提出したペーパー“Development　of

Industry－Energy　Interaction　Mode1”

においてその開発作業状況を示した産業モ

デルは、最近の著しい産業構造変化とそれ

にともなうエネルギー・電力需要変化を明

示的に分析し予測するために、慶慮大学の

グループの協力を得て開発し、土研のモデ

ル・データベースにつけ加えようとするも

のである。

　EPRIはモデル分析の歴史はまだ10年に

満たないものの、自ら開発あるいは共同研

究により完成したシステムを、EPRIの計

画ないし研究戦略を策定するに当っての共

通認識となる数値あるいはイメージを設定

するたあに利用する、という点では、むし

ろ電研に先んじていたことは注目に値する。

現在のOverview＆Strategyにおいて使

われているのは、3種類のアプローチによ

るクロスチェックとフィードバックを含む

システムである。

1，ETA－MACROモデルによる全国大の

エネルギー・経済の分析と、PII．OTモデ

ルによる住宅用、商業用、工業用、輸送用

のエネルギー需要の分析。

2．地域別エネルギー需要を、エネルギー

と電力の需要トレンド、個人所得などの経

済変数、人工、その他のデータにもとづい

て予測し、全国大の数字とつきあわせる。

電気事業に関する詳細分析には、Baugh－

man－JoskowのRegional　Electricity

Modelが使われている。

3。最後に、上の2っのモデル分析の妥当

性をチェックするために、“bottom　up”

つまり積みあげ式のエンジニアリング分析

によるエネルギー需要予測を行う。省エネ

ルギーの可能性、原単位の変化などが、工

場、会社、家庭について詳細に調査される。

　需要予測の分野では、日米間のデータの

互換性あるいはモデルの一般性を検証すべ

き領：域が多くあり、今後日米間でより包括

的な情報交換を進める必要があろう。また

電気事業の実務レベルでの需要想定のため

には、これまで電研で行ってきたものより

遥かにミクロな、たとえば民生用需要のサ

ーベイデータ、ロードカーブ、産業用原単

位などにもとつく具体的な分析が要求され

るが、こうしたデータは殊に日本ではこれ

まで容易にオープンにならなかったという

点が指摘されなければならないだろう。
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頂．低成長下の電源構成

　経済成長の鈍化とそれにともなう電力需

要の停滞、設備稼動率の低下、その一方で

ますます強まるコストダウンの要求一一日

前の電気事業は現在共通の経営課題の解決

をせまられている。電研が提出した“On

Power　PlanもMix　U捻der　Low－growth

Economy：1980－2000”1ま、これに加え

て溢血に特有の、大量の石油火力設備の存

在、燃料に関するむake　Or　payなどの条

件の下で、将来の発電コスト最小の電源構

成を試算している。化石燃料価格が1985年

頃から緩やかに上昇するという想定の下で、

既設石油火力を1，0CO万kW程度休廃止し、

原子力の設備比率を35％程度にまで高める

のが経済性からみた最適電源構成となる。

　澱米の条件のちがいを考慮して、結果よ

りもむしろ計算手法についての議論が活発

に行われた。EPR1ではこの種の電源計画

解析システムを既にいろいろ開発しており

（たとえば、Electr三。　Ge漁er滋ion　Expan－

sio識A難alysis　System　1982など）、デー

タベースも整備されている。この点では日

本側が学ぶべき点が多い。しかし、これら

のシステムは、屡々あまりに包括的かつ詳

細であるために、手軽に使いにくいきらい

なしとしない。EPR王側から提示された電

源計画プログラムCOMPETEは、いわば

第一次スクリーニング用として開発された

簡便なシステムである。

　上記の電研の最適電源構成の試算では、

2000年目運転予備率を8％と設定している。

EP：R掌側は、アメリカにおいて供給予備率

の概念が正しく理解されないまま、「現在

でも設備は過剰であり、将来も需要の伸び

が低いので新規投資は必要でない」という

議論が屡々まかり通っていることへの警告

として作成した“Ge鷺eraもing　Capaei妙

i漁U．S．　Elecもric　Uti1掘eslHow　is　iむ

Used？　How　much　is　rleeded　Over

むhe　decade？”を提：供した。1981年に、ア

メリカの全設備容量と最大需要の差は25％

であったが、そのうち17％は補修等の理由

でピーク時に利用できず、したがって運転

予備率は僅か8％であった。しかもこの値

は地域によってバラつきが大きく、最も小

さい地域では3％にすぎなかった。今後10

年間をみると、現在の想定需要（29％／年）

と施設計画では、2年程度の開発おくれが

出るだけで供給力不足が生ずる可能性があ

り、さらに資金調達、立地等の困難から計

画のキャンセルが出れば、せいぜい王．4％増

の需要しかまかなえない。そして開発のリ

ードタイムを考えると、10年後の供給力確

保と、原子力・石炭の導入によるコスト低

減とを実現するためには、現在直ちに意志

決定しなければならない。以上の点が説得

的に記述されている。

2－3－3　工業部門の電化計画

　工業部門における電力シフトについての

調査は、B本ではまだ開始されたばかりで

あり、民生用部門に比べてデータ面で著し

く不足している。電研は、電力利用機器の

開発には直接たずさわらないが、利用基盤

技術を調査し、電力シフトの可能性と限界

をさぐるための調査を83郊度からスタート

したところである。

　EP：RIは電力新利用技術の調査のみなら

ず、有望なケースについては利用機器の設

計開発までを研究対象として、既に精力的

にとり組んでおり、1982年迄に各産業部門

における電化プロセス技術の現状と動向に

ついてのインタビュー調査がほぼ終了して

いる。今回E：P：RIから提出された“頚髄sレ

ria王Elecもrif圭caもion　Program　Plaバ

はその調査の設計と進捗に関する報告であ

り、電研の今後の作業に有益なノウハウを

含んでいる。現在、個別の産業部門・技術

ごとに有力対象技術をしぼった検：討が進め

られているので、その結果に注露する必要

があろう。　　　　　　（以上、矢島担当）

2－3－4　負荷管理および需要開拓

　現在、ピーク需要を如何に減少させるか

についての研究が進められており、具体的

には

1．熱貯蔵とヒートポンプとを組合せて、

エネルギーとコストの効率化を図る負荷管

理、とくに熱源として太陽エネルギーを利

用するシステムの開発とヒートポンプの効

率化

2．　ビルの照明の管理、米国の需要の20～

25％が照明であり、商業用ビルのピーク需

要の40～50％が照明である。これを日射量

などのセンサと組合せた管理方法の開発

などを進めている。

　需要開拓としては、産業用命エネルギー

利用分野において電力シフト化によりシス

テムの効率化、低コスト化が図れる部門が

多くあり、この方面の研究に重点が置かれ

ている。具体的には

1．金属の溶融、製錬部門への電力の適用

（電気炉、誘導溶解、プラズマアーク溶解

など）

2．高温加熱部門への適用（誘導加熱、レ

ーザ加熱、イオンビーム加熱など）

である。この他、電気自動車の開発などが

ある。　　　　　（2弓畷のみ上之薗担当）

籏PRI側提出資料

Lヒートポンプに関する文献リスト

2．電気自動車に関する文献リスト

3・E難ergy　Ma聡geme醜a筑d　Utihza－

　tiorl　Divisio鷺，　R＆D　Acむivities　a難d

　Results．　　　　　　　　　　　　　嚇

電i研レビューNO．8嚇23



　　　　　　　　　　担当●電力研究所所長上之薗博

2－4－1　地　　　　熱

　EPRIにおける研究開発の主なものは3

つであり、その1つはバイナリー・サイク

ルに関するものである。中間温度（150～

200℃）の熱水型地熱発電所の効率向上のた

めのバイナリー・サイクル研究をカリフォ

ルニア州Hober発電所で45MWのプラン

トを建設し1984年から運転に入ることにな

っている。バイナリー・サイクルで最も問

題になるのは熱交換器のスケール付着であ

る。

　第2は熱水利用に関するものである。現

在地熱発電所で最も広く用いられている

Direct－Flash方式は熱水の持つエネルギ

ーの50％程度しか利用していない。そこで

Rotary　Separator　Turbine（RST）を開

発しユタ州のRoosevelt　Hot　Springsで

20kWのシステムを試験した結果15～20％

効率が向上することを確認した。

　第3は復水されないガスの問題である。

これらのガスは効率の低下、装置の寿命短

縮、環境への悪影響などを生じさせる。特

に硫化水素が問題であるが、ガイザース発

電所で試験中の脱硫装置で94％の脱硫率に

成功した。また、冷却塔の水蒸気が景観、

環境面で問題となりつつある。

EPRI側提出資料

1。RP－741－1　Mobile　Laboratory；Che－

　Inical　Analysis　at　Geothermal　Site

2．RP　1196　Wellhead　Power　Produc－

　tion　with　a　Rotary　Separator

　Turbine

　　　　　　　　　　　轟，姻■圏■幽陰
　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サヘ　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ど

　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　l　　　　　　．
　　噸　　　　　1一一…

｝　　　，
L．一声・壷．＿、．一．一、

超電導発電機の模型（WH社製作中、300MW）

2－4－2太陽光発電

　EPRIの開発目標は、高効率・高信頼度・

低コストの太陽光発電システムを開発する

ことにある。このための太陽電池開発は、

①集光型ガリウム・ヒ素（効率25％）、②ア

モルファス（効率12％）、単結晶シリコン

（モジュール効率15％）の順に開発の重点を

置いており、多結晶型電池については高い

評価をつけていない。将来の電源構成中に

太陽光発電が占める割合いは、日射条件の

良いニューメキシコなどの地域において

も、最大2～3％程度と予測している。太

陽光発電プラントなど分散型電源の奨励策

として規定されているPULPA（Public

　　　　　∵欄＝『「

　　　　熟　　　　　　　　　　　　　　　　　一Fr噂噂h唖
　　　　　　　　　　　　　　　　　一r
　　　　　℃

　　　　　　　　樫．幣一　　　　開

　　　　　　　　鯵

》

Utility　Regulatory　Policies　Act　of

1978）により、ユーザが太陽光発電システ

ムを設置し、電力会社の系統に接続する場

合の指針、電力量の測定法などについて討

議を行い、資料の提供を受けた。

2－4－3風力発電
　大容量風力発電システムとして、MOD

－5A、6．2MWの風力発電機を建設中であ

る。ワシントン州に建設されたMOD－2、

2．5MW風力発電；機3台は、制御装置の故

障で60％の過速度を緊急負荷しゃ断試験時

に経験し、発電機および駆動装置が損傷を

受け、1982年に運転再開予定であったが、

現在も調整中とのことであった。アメリカ

国内における風力発電機の適用可能地域は、

カリフォルニア州が良く、ワイオミング州

などロッキー山脈の東側は不適であるとの

ことである。ダウンフロー型は塔の影響を

受けるので、風力発電の安定性について解

析している。また、電力系統と接続運転す

る場合の風力発電機の容量と台数、これら

の経済性などについても検討中である。

2－4－4核　融　合

　前回の打合せ会で合意した核融合の工学

的研究に関する日米合同シンポジウム開催

については、エネルギー省（DOE）の了解が

得られず、開催の目途が立っていない。核

融合はまだ工学的問題を討議する段階には

達しておらず、多くの解決すべき問題を抱

えているが、最も難しいのがトリチウム、

中性子の第一壁の透過の問題である。最近、

Reggatron　Fusion　Reactorの概念が発
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表されているが、超電導マグネットを使用

しないことや第一壁の問題が少ないことな

どから、興味の持てる点が多く関心が高い。

トカマクとミラーの2方式が研究開発され

ているが、その優劣の判断は今のところで

きないでいる。

2－4－5　電力貯蔵用新型電池

　EP斑の今後5年間の電池に関する開発

即自は、①ベータ（ナトリウムー硫黄）電池

の開発、②亜鉛一塩素電池の開発、③亜

鉛…臭素電池の技術的評価、④新しい電池

技術の評価、⑤電池システムの試験、⑥電

力交換装置と制御の開発である。新型電池

の開発状況としては、翫ergy　Develop－

me帆Associate（EDA）社で開発している

50kWh亜鉛一塩素電池モジュールは効率62

～65％、寿命150サイクル、Gou！d社の開

発した80kWh亜鉛一臭素電池モジュールは

効率60％、寿命60サイクル（現在Gould社

は開発を中止、Energy　Research　Corpo－

ratiQn（ERC）社で開発を継続）、　Exxo幽幽

で開発中の20kWh亜鉛…臭素電池モジュー

ル（DOEファンド）は組立てを終り、試験

に入る段階、Ford　Aerospace＆Co－

mmunication　CorPQrationで開発申の

100kWhナトリウムー硫黄電池モジュール

（DQEファンド）は効率75％、寿命500サイ

クル以上、Genera1猛1ecむric（GE）肇土は低

コスト、高性能単電池の開発中である。こ

れら新型電池のBEST（電池電力貯蔵システ

ム試験）施設での試験予定としては、亜鉛…

塩素電池が最も早く、1983年7月に500kWh

電池システム（50kWh電池モジュール、！0台）

を、また董2月に500kWhの改良型鉛蓄電池

システムを、それぞれBEST施設に搬入

し、試験を行うことになっている。亜鉛一

臭素電池、ナトリウムー硫黄電池のB鷺ST

施設での試験は1鰺5年になると予測してい

る。これら新型電池のBEST施設での試験

終了後に、一つないし二つの新型電池によ

る電力貯蔵の実証試験設備を建設したいと

の意向であった。電池電力貯蔵設備の普及

の…方法として、需要家端に電池電力貯蔵

設備を設置することのフィージビリティ・

スタディを行っている。

　さらに現時点におけるコスト見通しとし

て鉛蓄電池120ドル／KWh、亜鉛塩素電池

110ドル／KWh亜鉛臭素電池80ドル／KWh、

ナトリウム硫黄電池75ドル／KWhが得られ

ている。

巳PR三星提出資料

1．今後5年聞の研究計画（エネルギー貯蔵

　および水力発電部門）

2．Feasibility　A＄se＄sment　of　C鷺sむ○．

　mer－Side－Qf－the　Meもer　Batもery

　E捻ergy　StOrage．

3．Proc昼rement　of　Batteries　for　Tesレ

　i捻gin　the　BEST　Faci！ity

2－4－6燃料電池

　EPR王における燃料電池の主テーマは、

①リン酸型燃料電池発電所商用化の可能性

の確立、②リン煩型燃料電池技術の改良と

適用拡大、③溶融炭酸塩燃料電池技術の開

発である。第一一世代の燃料電池と言われてい

るリン酸型燃料電池発電所の容量は10MW

級であり、ナフサ、天然ガスを燃料とする

ため、環境問題がなく、都市部に設置され

よう。FCG－1計画のうち、ニューヨーク

に建設された4．5MW発電システム（Co聡。－

hdaむed　EdisOn社）よりも、東京に建設

されている45MW発電システムの方が、先

に運転されると予想している。次のステッ

プとして7。5MW空冷リン酸型燃料電池実証

設備、11MW　FCG－1発電プラントの開発

が行われている。溶融炭酸塩燃料電池につ

いては、外部リホーマ方式の場合、燃料が

天然ガス、石炭ガスであっても効率は45％

程度であるが、内部リホーマ方式の場合、

燃料は天然ガス、ナフサであるが、効率は

55％程度となると予想され、この内部リホ

ーマ方式に大変関心を持っている。

鉦PRl側提出資料

L今後5年間の研究計画（燃料電池および

　化学的エネルギー部門）

2．Fαel　Cell　Power　Plants　for　Elect．

　ric　℃∫もilities

2－4－7　超電導発電機

　We＄も搬ghou＄e社で試作申の300MVA

発電機の完成は1985年～1986年になる予定

で、この試作機による2年にわたるフィー

ルド試験はEPHとTe汽n鈴see　Valley

A虞hority（TVA）が共同で行うことにな

っている。この開発目的は、発電機効率の

向上と定態安定度の向上にある。経済的規

模は800MW以上である。発電機電圧を高

めることは容易と考えており、変圧器の技

術を応用し、油間接冷却方式の採用により、

500kVまでは到達できると考えている。一

方、4極機の開発が大変困難であること、

系統事故時の短絡電流の問題は検討が必要

である。GE社は30MW試作機による～連

の試験を終了し、レポートを作成中である。

電研側提出資料

（太陽光発電）

重．NEDO、日本における太陽エネルギー開

　発（英文）

2．電研関係　太陽光発電設備の写真集（コ

　ピー）

（風力発電）

1．東京電力1GOkW機の説明資料（英文）

2．九州電力300kW機の写真

（核融合）

1．JT－60紹介パンフレット（英文）

2．JT－60建設スケジュール

（燃料電池）

1．’83ムーンライトおよびNEDOの予算：

2．ムーンライト計画（英文）

3，A．Guide　of　NEDO

4．関西電力30kWリン酸型燃料電池資料

（超電導発電機）

1．三菱一富士の30MW機の写真　　　　囎
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　担当●我孫子事業所担当理事　有働龍夫

2－5－1主要議題
　日本の希望する討議テーマは「ケーブル

敷設のための建設工事費低減方策」と「交

流変電所の光通信による制御」であり、後

記のような情報を得た。

　このほか、全般的に双方の研究状況の交

換を行い、この結果、次のような総括を行

った。

　三三はEP：RIが実施している地中線工事

費低減の諸技術とアモルファス変圧器の開

発について興味があり、研究情報を入手す

ることを望んでいる。

　電力系統の計画並に運用のプログラム

（PSPO）は、　EPRIと電工が双方で共通の

開発を行っている課題が多い。二二は、

双方の専上家が先ず文書で意見を交換し、

1984～85年に専門家会議を開くよう発展さ

せることを提案した。

　　　　　地中送電線の
2－5－2
　　　　　建設工事費の低減

1．現　　状

　アメリカでは、地中線の工事費は建設費

総額の50～60％である。35kV以下のケーブ

ルの埋設深さは、法規では24”以上となっ

ているが、実際は30”～36”としている。自

動車の振動でケーブルが損傷した例はな

い。地下水浸透によりケーブル周辺の土が

流れて空洞が出来たとき、橋梁添架ケープ

0　　　38kV以下のケーブル

　喚
癈�@」＝遭㌧

○ ○
　　“Pーフルシュー

物％／％　　　堀さく用すき

笏％易

、．■

図2－5－1　ケーブル直埋機（RP1518・1）

ルが振動により機械的にこわれたことがあ

る。

皿．今後のコストダウンの研究

1．布講工事法の改良（RP　7870－1）

2．掘さく機の改良。土を掘り上げず埋設

　する（RP　1518－1）

3．既設ケーブルの引きかえのための水圧

　ジェット掘さく機（RP　1287－1）

4。　水噴射コンクリート切断機（RP　7860）

5．　ケーブル引き込み用自動張力制御ヘッ

　ド（RP　1519－01）

6．パイプタイプケーブル区間延長法（R

　P7487－01）

このほかに下記の研究を行っている。

1．　払戻し土壌の改良（EL－506、　EL－1894）

　埋戻し土壌の熱的安定性（EL－2128、　EL－

　2595）

2．　ケーブルと熱水供給管の熱しゃへい。

3．　地中埋設物の検知作図機（自走自動マ

　ツピング機）

　ローラーのようなものを1時間10km程

　度の速度で地上を走らせ、1cm間隔で

　100～1，000MHzのパルス信号を毎秒128

　パルス地中に送り、HP1，000（48MB）の

　コンピュータで解析するものである。

　深さ4．5mまで探査できる。例えば深さ90

　cmで15cm離れた2本の金属管を識別でき

　る。誤掘さくによる付帯事故を減少できる。

4．　コンクリート切断機

　125馬力、水に砂を混入して圧力が低く

　ても切断できるものを試作している。

5．既設パイプタイプケーブルの中身の引

　きかえ

　69kV既設パイプタイプケーブルの導体を

　115kVに引きかえて送電容量を3倍にす

26



る。

6．　土中さん孔機

　高水圧ジェットで小さい孔をあけ（毎分

　1ガロン）、ハンマーで直径をひろげるも

　のを開発中である。前記RP－1287で既

　開発のものは既設ケーブルの後をたどっ

　てさん孔するもので大量の水を使う。ケ

　ーブルの鎧装が切れると鎧装をしごいて

　先に行かない欠点があるので改良している。

皿、研究成果の適用

　研究的に成功しても、当面は建設が少な

いので応用される機会が少ない。ライセン

ス輸出しても良いという考えをEPRIは持

っている。

　　　　制御および通信に対する
2－5－3
　　　　光通信の応用

1．光ファイバー通信応用の現状

1．　1ケ所の15kV変電所で制御、保護を全

部ディジタル化して光通信を使用している。

2．　イギリスのBICCは架空地線に光ファ

イバーを組み込み、20マイルは中継器不

要なものを製造している。（日本はこれを

上廻る）

3．交直変換用サイリスタバルブの制御に

は使っている。

4．　市営の電気事業は光通信を考えており、

American　Public　Power　Association

（ワシントン所在）で研究を進めている。こ

のためEPRIでは5年間はAPPAの成果

を見ることにして、二重研究を行わない。

H．光ファイバー通信の雑音

　電磁的障害の最大の発生源は遮断器の開

閉時（閉路時が大）である。プラズマから電

磁的障害が発生するものと思われる。キュ

ーピクルの中の遮断器でも雑音源となる。

（EL－2982（1983－3）、　RP　1359－2）

2－5－4　配電における制御

1．ロードマネージメント

　配電系制御用通信はW．E．Shula（電力系

統部）、省エネルギー効果についてはEner－

gy　Management　and　Utilization

Division、需要家の受入れについてはEnvi－

ronment　Assesment　Divisionで担当し

ている。

II．通　信　方　式

　5件の別々の研究計画を平行して進め、

1982年に終了した。内容は電話回線利用1

件、配電線搬送利用3件、ラジオ放送利用

1件である。研究の結果、送信返信を併せ

た通信が不可欠であるということになった。

　配電線搬送の3件のうちではWesting

Houseが開発し焔己同期式送受1一式だ

　コけが満足できる性能があることが分った。

この方式は本年5月にDetroit　Edison（ミ

シガン州）で、15kHzの信号、被制御点750

ケ所の実証試験を開始し、97～99％の信頼

度（通信成功率）を期待している。昨年1年

間の最初の試行では信頼度が75％にすぎな

かった。雑音と、信号のstanding　wave

が原因である。負荷によってstanding

waveが変る。配電線搬送を使った他の2

方式は、商用周波同期方式をとったので、

停電のときに同期信号がなくなり性能が劣

る。

　電話回線利用は、アメリカでは電力会社

が細かく分れているので制約が生ずる場合

がある。

　放送利用は、送信が1．2MHz　FM、返信

は150MHz、実証試験が来月フィラデルフ

ィア電力で開始される。被制御点500（受信

500、返信500）である。

皿．配電搬送の雑音

　配電線100フィーダーで雑音を実測して

いる。1983年中に実験が終り、1984年に報

告書を出版する。（RP－2017）

IV．全自動化配電システムの研究計画

　給電指令、配電変電所の制御、需要家の

負荷制御・メーター読取りなど総合自動化

システムの研究計画を評価している。被制

御点5，000～10，000、1984年に発足すること

を希望して、EPRIの内部許可をまってい

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
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　　　　　　　　　2£原子力発電

担当㊥研究開発本部　本部長　常務理事　筒井幸夫
　　　　　　　　　　　狛江事業所担当　理事　千秋信一

2－6－1　高速増殖炉（FBR）開発

　蟹頭、EP：RIのCuller所長より米国の

電気事業大でのFBR開発に関する認識、

ならびにEPRIの立場について概略、以下

のような説明があった。

　EPRIはLMFBR（液体金属冷却型）の開

発に関し、米国内の協力態勢をまとめ、電

力業界での調整の責務を果す立場にあり、

この目的を達成するために設立された特別

のオフィス（COMO：Co船01idated　Ma一

簑ageme滋Office）を運営している。

　またDOE（Department　of　E鼓ergy、

エネルギー省）に対してはLMFBR開発の

指針を提供すべき立場にある。これまで

2年間、DOEと共にLMFB：Rの開発に関

し、討議を重ねて来たが、この間、B本政

府、通産省、科技庁、電気事業者、電力産

業界等とも交渉を行って来た。本年3月に

はDOEのBrewer次官補と共にLMFBR

開発についての酒米協力の打診のために訪

臼し、電カグループ、通産省、特別委員会

等と打合わせを行った。現蒋点でのBrewe　r

次官補と私の蔭本のFBR開発に関する認

識は次の通りである。

1。E体は独自に強力な：FBR開発計爾を

　有している。

2．米国を含む諸外国に対し、まだ長期的

　な資金投入を含む協定締結を決める立場

　には至っていない。

3．タンク型およびループ型：FBHの共同

　設計研究については、2国間協定のタイ

　プの共岡計画に同意する可能性はある。

EPR1は英国と過去3年間にわたり、長期

協力関係についての交渉を続けて来てお

り、先週にはDOEのHode1長窟もこの打合

わせのため訪英した。この長期協調関係に

ついてはフランスとも交渉を行っているが、

米国としては目本の加盟も望んでいる。

COMOの検討では電研のタンク型FB：R

のフィージビリティスタディに罪常な興味が

持たれており、この研究動向が強く注闘さ

れている。

　ひき続いてTayior原子力部長より、

COMOでのループ型FBRのコスト評価

活動等を含む以下のような説明があった。

　COMOでは：DOEの出資により、　GE、

WH、アトミックインターナショナル、ベク

テル、ストーン＆ウェブスター社等のスタ

ッフが参加して、ループ型FBRのコスト

評価を行った。

　結論として、現在のループ型FB：Rの設

計コストは余りにも高過ぎることがわかっ

た。すなわち、政府からのローン、優遇税

制等を得るためにはFBR原型炉のコスト

は大型石炭火カプラントと同等である必要

がある。しかるに、現行のループ型FBR

の建設費は＄3，600／kW（建設中金利を含ま

ず）であり、DO鷺の設計でも＄1，000減らし

て＄2，600／kWに下がったに過ぎず、あと

＄1，000／kW減らす必要がある。

　DOEではタンク型FBRについても米

国唯一のものである実験用高速増殖炉EB：R．

慧（ANL）のデータを使ってコスト評価を

したいと考えているが、圃時にフランスの

情報についても注自しており、フランスに

対し同様なコスト評価計画への参加を呼び

かけている。またフランスもこの問題につ

いて関心は示しているものの、加盟の可否

については態度を保留している。

　臼本でも同様な検討が行われていること

を知っており、是非ともこの米国のコスト

評価計画に目本も参加してもらうことを期

待している。

　前回（ユ981年5月）の電研訪問の際に、

縫本でのFBR開発の最重要課題は耐震設

計であることを知った。米国の耐震設計条

件はフランスに比較すると過酷なので、電

研と米国の協調は意味があると考えている。

　EPRIはループ型FBRの建設・保守・

運転のフィージビリティスタディを実施し

て来ており、タンク型：FB：Rについても心

様なものを国際協力関係を通じて行いたい

と考えている。

　以上のEPHI側の説明に対して、筒井本

部長より、電研を含む我が国でのFBR開

発の現状の紹介があった。これに関する質

疑応答の後、：FBR開発研究に関する電研

とEPRIとの共同研究の可能性について討

議が進められた。基本線として電研の進め

ているタンク型：FBRフィージビリティス

タディのフェーズHの原案が固まる今年9

月頃に共同研究となる可能性のある課題を

EPR｛が選んで電研に打診することとなっ

たb
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2－6－2軽水炉技術

　冒頭、筒井本部長より電研の原子力発電

に対する大型総合研究（Fβ盆を除く）を中

心にその現状の紹介があった。その中で、電

研とEP照の原子力関連研究テーマ毎の

予算配分等の比較から、両機関の研究指

向の違いを指摘する一方、例えば電研の核

燃料バックエンド研究について共同研究

の可能性が示唆されるように、お互いの

補完性を有効活用することの必要性を指摘

した。

　これに対し、Taylor原子力部長より、

鴛PR王の至近5ケ年の原子力分野における

主要課題と予算に関連して以下のような説

明があった。

　最近の米国での景気低迷による電力需要

の減少から、1982年度の電気事業の収入実績

は米国史上初めて前年度の収入より減少し

た。1984年度の電力各社からはいる獄PR王

の研究予算はこのため、落込みを見せてい

るが、幸い、他のオーナーズグループの

活動（例えばSGOG』、　NSAC等）がある

ので研究そのものは落込まないで済む。

　SGOG』についてはフェーズ王に加盟

していなかった2～3ケ国の機関がこのフ

ェーズ嚢に加盟することになっており、逆

のケースは日本のみであり、是非ともフェ

ーズ∬にも参加の方向で再検討して戴きた

い。

　開会セッションでCuUer理事長からも

話の出たEPR1に新設予定の耐震センター

では、原子力発電所の耐震設計に関する規制

側の過剰なコンサーバティズムの問題点の

把握と、規制の見直しのサポートを電力業

界のために行うつもりである。過剰なコン

サーバティズムについては、耐震のための

支持パイプ、スナッバー等が多くて保守作

業の妨げになっていること、また耐震上

の規制とパイプホイップのための規鰯の間

には相矛盾するものがある等の問題があり、

耐震工学、熱水力学の面で検討の余地があ

ると考えている。

　当面は地盤一構造物相互作用解析技術な

どについて経験豊かな地震工学の専門家を

集めて検討を続けることとし、最終的には

建設コントラクターによる翼体的な設計・

建設上の結論を得ることにしている。現在、

前者についてはスタンフォード大学の地震

工学専門家のカを借りて建設可能性につい

ての検討を開始しているが、後者について

はコスト、スケジ鳳一ル等未解決の問題を

抱えている。この耐震センターの構想はこ

こ2ケ月間の電力会社の代表者による討議

でつい2週間前に結論が出たばかりである。

このセンターはEPRIから5～6名の管理

職クラスの技術専門家と各社からの地震奪

門家等で構成され、数百万ドルの委託プ即

ジェクト研究を基礎に運営されるもので、

来年初めの発足を期待している。この耐震

センターは米国内の支持を得るものと期待

しているが、耐震について多大な実績を有

する電研に対して特に耐震設計、試験方法

（scale　model　test鎗g）等に関し共岡研究、

協力等の形での参加を大いに期待している。

なお、このセンターの構想では台湾で現場

の震動試験を予定している。

　バックエンド対策については電研とは異

なり、従来は低調な研究分野であったが、

昨年高レベル廃棄物に関する法案が議会を

通過し、この分野への関心が高まって来た。

この法案によると高レベル廃棄物貯蔵のた

め1／玉，000ドル／kWhが課税され、今後約

20年閥にはこの結果約20億ドルもの財源が貯

えられることになり、政府もこの資金をR＆

D活動に使って行く上でEP81に対し協力

を要請している。

　中低レベルの放射性廃棄物に対して、米

国の電力会社は自社のサイト内に貯蔵する

ことを保証するようなR＆Dの実施をEP郡

に対し要講している。これはサイト外への

輸送に関する規制、地方自治体への対応、

輸送技術およびコスト等諸々の理由からサ

イト内で貯蔵する方が有利であると考えて

いるためである。貯蔵技術としては乾式冷

却法が最も経済的であると考えている。

　最後に電研側よりEPHIと電研の共同研

究あるいは専門家レベルでの情報交換会議

の可能性をもつ候補案の一つとして高・申・

低レベル放射性廃棄物の処理処分に関する

テーマについての打診があり、EPRI側も

興味を持つことから、今後その異体的推進

について両者閣で検討が進められることと

なった。（以上、筒井担当）

聯空唾編馨嘉繍裂罹

　この課題について、EP：RIでは竜巻によ

る飛来物や航空機墜落事故など主として外

部ミサイルを対象とした多くの研究実績を

もち、これまで電研は多くの情報提供を受

けてきたが、今回はEPRIからタービンミ

サイルによるコンクリート衝撃実験に関す

るEPHIレポート3編が提供された。三三

からは番所に設置した「コンクリート格納

容器耐衝撃実験設備」とこれによる研究成

果および今後の研究計画を紹介した。両者

は今後もひきつづき情報提供を続けるとと

もに、専門家間での意見交換を効果的に行

うことを約した。（2－6－3のみ千秋担当）

εP甜側提出資料

蔓．Fu11－Sca王e　Turbine　Missile　Con．

　creもe　Impact　Experime准ts，　E］1）王え1
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2．Scale　Modeli捻g　of　Turb鎗e　Missile

　lmpact　into　Co簸crete，　EPRI　Final

　Reporむ，　NP－2746，　Feb。1983

3。Scale　Model　Tests　of　Turbine　Mi－

　ssiie　CQRta撚ment　by　Reinforced

　Co捻crete，　EPRI　Fi捻aユReport，　NP－

　2747，March　1983

電嚢四則提出資料

　Test　Qn　Prolectiie　lmpacもResis一

もance　　of　Concrete　　ConLtair｝menも　irL

N雛clear　Power　Pla識t，　May　1983　麟
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　　　　　世界経済における我が国の役割に立って
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事　松岡　　實

は じ め に

　有限な資源・環境の下で、指数的な経済

成長には限界があるというローマ・クラブ

の警鐘がなってから、十年以上の歳月が経

過しました。この警鐘に追い打ちをかける

ように、石油危機が起り、世界経済の成長

経路は大きな変化をよぎなくされました。

　現在の世界的な同時不況は、たぶんに短

期的な景気変動の表われともいえますが、

それは長期的な発展過程の中で捉える必要

があると思います。技術革新によって、経

済活動は活発化し、その結果、経済は急速

に成長しますが、それがある段階に達しま

すと、資源制約の壁に突きあたって下降し、

このような波動は50年程度を周期としてく

りかえす、という考え方があります。この

長期波動の中で、現在は下降過程に位置づ

けられております。

　そこで、世界各国が現在直面している同

時不況から抜け出して、世界経済の活性化

を取り戻すには、新しい情勢変化に対して、

国際的な相互依存関係を再構築することが

喚ド幽．、…噸騨璽㌔．．
　　エ　　　　　　　　　　　の　　　　

　　　　ド朝噸h　　　　一’へ　』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　ぞ一…→＝…一M－』＿』．、．．

太陽熱発電所（ネバダ州）

必要なことはいうまでもありません。しか　　　　この時に当って、自由貿易を守り、世界

　し、そればかりでなく、技術革新によって　　　経済の活性化を推進するためには、主要先

資源・環境の制約を打破していくことが求　　　進国が主導的役割を担って、それぞれの経

　められていると思われます。　　　　　　　　　済政策の調和を求め、世界経済の活性化の

　　このような情勢の中でまず日本の役割に　　　ための方策を確立し、その役割を的確に果

ついてご説明致します。　　　　　　　　　　　たしていくことが必要です。

　　最初に経済問題における日本の役割にっ　　　　今迄、我が国は、西欧のモデルを目標と

　いて申し上げます。先進工業国は、第二次　　　して、技術を導入し、貿易立国として高い

大戦後、すばらしい経済成長を達成してき　　　経済水準を達成するのに成功してきました。

　ましたが、このことは、ガット・IMF体　　　しかし、新しい時代に国際社会の中で生き

制の下で世界貿易が増加し、各国の経済が　　　ていくためには、市場開放はもとより発展

　拡大均衡的に成長することができたからで　　　途上国に対する経済協力など世界経済全体

す。もちろん、その背景には、技術進歩の　　　の発展に寄与すべき主体的な戦略を確立し、

大きな力があったことは重視しなければな　　　経済大国としての国際的責務を積極的に果

　りません。このように、世界貿易が拡大で　　　たしていくことが必要です。

　きましたのは、自由貿易の原則の下で各国　　　　第2の問題は技術開発についてです。

が競争しながらコスト・ダウンに努め、生　　資源・環境の制約による経済成長への壁

産物を安く供給してきたからです。　　　　　　は、技術革新によって打破すべきものと考

　　しかし、各国は現在、石油危機の結果、　　　えますと、世界各国から沢山の資源生産物

厳しい不況に直面し、失業問題に悩まされ　　　を輸入している我が国としては、技術開発

ております。こうした背景の下では、国内　　　によりこの制約を破ることに貢献すること

　の政治的圧力も強く、目先に捉われて国内　　　は、基本的な国際的責務だと思います。現

産業の保護が優先される傾向にあります。　　　在、世界経済の停滞で、石油をはじめとす

一　丁　一ご∴　∴∵にコ　　」
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る資源生産物価格は低迷しておりますが、

これらの価格は、その需給関係で弾力的に

変化しますから、経済活動が回復するにつ

れ、長期的にはその需給は逼迫し、経済成

長の制約になる可能性を否定することはで

きません。私たちは、資源という過去の遺

産によって、今日の高い経済水準に達した

わけですが、技術革新によって、この資源

を有効に活用し、遺産を後世に残す努力を

することが必要です。

　資源・環境制約という課題の中で、エネ

ルギー問題が重要な位置を占めることはい

うまでもありません。特に、我が国は、エ

ネルギーの80数％を海外に依存しておりま

すので、エネルギー問題は、国家安全保障

にかかわるきわめて重要な問題となってお

ります。こうした背景の下で、我が国のエ

ネルギー政策は、石油の安定確保を図ると

ともに、石油代替エネルギーの開発促進、

省エネルギーの推進を柱として進めらてお

ります。

電力中央研究所の長期戦略目標

　以上の経済情勢をふまえ、我が国が、世

界経済の活性化に寄与していくためには、

先ず我が国自身のエネルギー供給の脆弱性

を克服し、経済の適正な成長基盤を確立す

ることが必要であります。

　それには、将来のエネルギー供給の担い

手として益々重要な地位を担うことが予想

される電気事業が中心的役割を果たさなけ

ればなりません。

　この意味で、電気事業の総合研究機関と

して活動している電力中央研究所は、世界

経済の中で、我が国が果たすべき国際的責

務を十分自覚しつつ、自らの役割を積極的

に遂行していきたいと思います。

　このため、当研究所では、2000年および

2030年の経済・社会と電気事業のありよう

について、長期展望を行っておりますが、

この作業を通じて当所における研究は次の

諸点に寄与するものでなければならないと

確信するに至りました。

即ち、

　第1は、将来需要をまかなう頑健な供給

　力の確保

　第2は、供給コストの抑制

　第3は、社会の理解と信頼感の向上

であります。

　我が国は、国内資源に恵まれず、特にエ

ネルギー資源はその80数％を海外に頼って

おります。従って、現在の我が国の電気事

業経営は、石油需要の逼迫や為替相場の変

動などの外的要因によって、その根底を揺

さぶられるという全く脆弱な体質でありま

す。

　当所の長期展望ではエネルギーの最終需

要に占める電力のシェアーは1980年の35％

から2000年では40％、2030年では50％を超

えるとみており、日本の経済・社会におけ

る電気事業の役割は、ますます重要さを加

えてまいります。このように重大な役割を

担う電気事業の経営体質が電気事業の経営

外の要因でその基盤も揺さぶられるという

ことは、我が国経済・社会に多大な悪影響

を及ぼします。

　この脆弱な体質を何としてでも改善しな

ければなりません。

　ここに当所の基本的使命があります。将

来に亘って電気事業の経営基盤を磐石なも

のとしていくという使命遂行であります。

このため、冒頭の3つを研究目標としたわ

けでありますが、これらについてもう少し

具体的に申し上げます。

　先ず第1番目の「将来需要をまかなう頑

健な供給力の確保」について説明します。

　経済の低成長或いは省エネルギーの推進

等により、将来のエネルギー需要について

は、人によって多少見方に違いはあるとし

ても、毎年いくらかは増加するでしょうし、

その増加分の過半は電力の形をとるものと

考えます。

　しかし、ここで問題となるのは唯、単に

設備を将来需要に合わせて形成していくこ

とではなく、石油需給の逼迫や為替相場の

変動などの外部要因に左右されない、安定

した自主的経営が可能となる頑健な供給力

としなければならないということです。こ

のような観点から、将来の燃料として最も

安定している核燃料を使用する原子力発電

を基調として、頑健な供給力の形成に役立

つ研究開発を行っていく必要があります。

　このたあ、まず原子力発電の開発を推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．り一8、　　　　，ド
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するため、例えば、

●事故の未然防止

●核燃料サイクルの確立、とりわけ廃棄物

　の処理処分

●第四紀地盤、地下、洋上等の立地拡大技術

○タンク型FBRのフィジビリティ・スタ

　ディなどの研究を積極的に行います。また、

その他の供給力の確保策として、脱石油及

び新エネルギー開発を推進するため、

○石炭ガス化複合発電等の石炭利用拡大技術

○太陽光発電、地熱発電等の開発

などの研究を鋭意進めます。

　次に第2番目の「供給コストの抑制」に

ついて説明します。

　電気は経済・社会の必須の商品であり、

その価格が高過ぎたり急激に変動すること

は望ましくありません。特に最近のような

低成長経済下では、できる限り低位に安定

することが強く要請されております。

　しかし、現下の電気事業は、環境対策、

過密対策、電源の遠隔化などによる費用が

増加する一方、熱効率、損失率、労働生産

性などの向上に頭打ち傾向が生じ、さらに、

石油危機を契機とする燃料価格の高騰で、

電力原価の増嵩傾向がきわ立ってきました。

　これらの問題を解決するためには技術開

発を中心とした研究が特に重要です。その

ため当研究所としては

○原子力発電の一層の開発推進

○電力設備の利用率・稼動率の向上

●電力需要の負荷率向上

○燃料電池、新型電池電力貯蔵等の需要密

　着型の分散電源の開発

○電力設備の長寿命化

●建設費の低減

●熱効率の向上

○経営の効率化

などに資する研究を従来以上に推進する方

針であります。

　第3番目の社会の理解と信頼感の向上に

ついて説明します。

　民主主義社会の下では、社会の理解と信

頼を得ることは、あらゆる事業にとって基

本的な事項であります。特に電気事業は、

基礎産業であり、地域産業でもあることか

ら、とりわけこの要請にこたえることが不

可決であります。また、この要請にこたえ

るためには、研究開発の成果に負うところ

が少なくないと考えております。このため

当研究所としては、例えば、

●原子力発電所の事故防止と信頼感の向上

●発電所や送電線の建設に伴う環境対策技

　術の向上

●地域振興やよりよい環境づくりに対する

　積極的な地域社会への対応策

など、社会の理解と信頼感の向上に資する

研究も、引続き力を入れて推進するものと

しています。

　当研究所では、以上のような研究目標に

沿って、長期的、総合的な検討を行い、総

合研究所としての利点を生かして、戦略的

課題に先取り的に取組み、研究を効果的に

達成していきたいと思います。不透明な未

来社会に挑戦しながら、新しい技術の創造

を行い、電気事業の長期的な発展に寄与す

ることによって社会的責務を果たしていき

たいと思います。

む　　す　　び

　先進主要国の中の一国として、世界経済

の中で我が国が果たすべき国際的責務は、

きわめて重要なものであります。我が国は、

資源・環境問題を平和的に解決していくた

め、技術革新を推進したり、自由貿易を促

進するなど、主体的行動を具体的に世界に

示していかなければなりません。

　当研究所は、資源・環境制約の大きな壁

に挑戦し、経済活性化に寄与するという基

本的な理念に立って、電気事業の総合研究

所としての社会的責務をよりょく果たし、

こうした主体的行動の一翼を担っていきた

いと思います。それには、自らの研究業績

の向上を図るとともに、国際交流、国際協

力を積極的に推進し、国際社会の中で出来

る限り役に立ちたいと思っております。

　その一環として、当研究所とEPRIとの

研究交流が大きな実を結ぶことを心から期

待しながら、結びの言葉といたします。

　ご清聴ありがとうございました。

　　昭和58年5月18日（於パロアルト）○

EPRl本部前で
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　EPR1における流動床轡焼の研究は、本

燃焼技術か安価な低畠位高硫黄含有炭を利

用てき、しかも小型化てきる可能性かある

ことから、常圧流動二三焼（AFBC）と加圧

流動床桝焼（PFBC）についておこなってい

る。

　常圧流動床燃焼については、実用化研究

段階にあり、20MW（e｝パイロノトプラント

ての研究をTVAと共に昨年より実施して

いる。

　一方、加圧流動床撚焼については、高欝

欝てあることから次の時代の技術てあると

評難し、その実用化への可能性を見極める

ため、桝焼プロセス、発電サイクル、およ

ひ建設方式の面から検討を行っている。

　ここては、EPHIから得た加圧流動床燃

焼に関する研究動向について述へる。

常圧式流動床桝焼にとり入れられ表ユー1一ユ

に示す特徴かあることか確認されている。

　この循環方式を10気圧の加圧流動床過給

ボイラに適用した場合のノステムの設計と

運転性能の検討を行った。

　検討条件としては、加圧流動床嫉焼発電

プラントの出力を250MW（e｝、／肖費炭はイ

リノイ勘6、脱硫剤はトロマイト（Ca／Sモ

ル比15）なととし、プラントは建設期間

を短縮するため丁場て組立て、建設地点ま

て、はしけ輸送の出来る構成としている。

　このプラントの評癌結果の概要は次の通

りてある。

1　循環式ノステムは、圧力10気圧の加圧

流動床燃焼過給ボイラに適用r∬能てある。

2　循環三流川床燃焼過給ホイラのノステ

ム構成部は、はしけ輸送か可能てある。

3　発電に使用する蒸気ターヒン（1005。F／

2000p＄la）は特別な改造を必要としない。

4　空気を供給するターホチャーノヤは、

市販圧縮機の設計墓準か適用てきる。

5　本ホイラ用に提案された循環プロセス

は、常圧の場合より有利な点か見られる。

6　新しい加丘流動床兜焼技術を憎い出

すためには、今後さらにこのプロセスなら

ひに設計開発の研究か必要てある。

7　ターホチャーンヤは、カス膨i張ターヒ

ン、ターホチャーノヤとPFBCの制御、お

よひノステムの面からさらに開発か必要て

ある。

　　　　加圧流動床発電サイクルの
1－1－2
　　　　評価とその開発プ瓜クラム

　　　　　1　　　　　　　プロノェクト

　　　　　　　醤oPR－1645－3（12月一1981）

　　　　　　　KFP3236（8月一1982）

　EPHIは、加圧流動床燃焼（PFBC）技術

の特徴から、脱硫装置を付設した微粉炭火

力発電所より発電コストか10～15％低くな

ると考え、その商用化への可能性の検討を

そうった。

I　PF8Cプ瓜セスの評価

　P：FBCプロセスについては、　Leather一

柵鞍瀦犠纏辮蓋
　　　　　※プロノェクト

　　　　　　　NoPR－1645－10、　一1工、　12

　　　　　　　（4ナヨー1983）

　循環式〃莞動床（αrculatlrlg　F1撮（匪ユzed

Bed）は、　Lurg王が開発した方式てあり、

表噛一1一¶　循環式流動床（CFB）システムの概要と特微

シ
ろ

ア
ム
の
概
要

シ

ろ

ア
ム
の
特
徴

CFB〆ステムは、流動寝汗の固形物（イ激刊｝亡硫剤＋滅動媒体）の大都分を

厩動カス（厭焼カス＋過剰空気）て飛泳同弱させ、この飛泳同｛｛した囚形物

を後韻サイクロンて弼携、し、成動層内に窮ひ循蕩．さゼる方式てある。

1）

2）

3）

4）

5）

流動化速度か高まり、炉内仏戯か艮くなる。

固形物は｝肺A珠により反応鯖｝琵jか長くなり、木夙カーホノの減少なりひ

に厩硫剤の反見か1分に豹われる。

この粘果、脱硫効4か暖くなる。

厭焼用回気の投既墾法によっては、NOx発ノ｛羅か哉少する。

厩硫剤の拘牛！ステムなとか不必裳となる。
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図壌十1　旺PRIが検討した種々なサイクル
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（d）断熱高温サイクル

headなどの試験結果からみて、小型のPF

BCにおいては設計および運転上の重要闘

題はない。また、PFBC内の戸内伝熱管

についても適切な合金を用いれば問題はな

いと評価している。

　しかしPFBCによる複合発電プラント

とした場合は、次の問題点があるとしている。

1．　スケールアップ

2．ガスタービンの腐食・摩耗および付着

3．PFBC炉とクリーンアップ装置を接続

する高温高言燃焼ガス煙道の設計と構成

　これらの技術的課題を解決するためには、

高温クリーンアップとGTを組合せたテスト

プラントでの研究が必要であるとしている。

　　PF8Cを用いた∬．

　　発電サイクルの検討

　PFBCを周いた発電サイクルとして、図

1一レ1に示すa、c、d、eサイクルとaおよび

eサイクルを低圧あるいは低温としたbサイ

クルについて検討し、次の結論を出している。

1。検討した各サイクルの熱効率は図レレ2

に示す通りであり、今後の検討サイクルと

しては、a、　bおよびeサイクルである。

2．各サイクルの技術評価は表レ1吻に示

す通りであり、サイクルeが最も開発でき

る可能性が高い。

　　タービンテストプラントの
狙．

　　概念と予算

　高温高圧クリーンアップ装置とガスター

ビンを組合せたテストプラントの概念は、

発電方式が第一段階としては、蒸気冷却低

温サイクル（eサイクル）、第二段階として

は蒸気冷却の高温サイクル（aサイクル）と

発展すること、ならびにテストプラントが

低温条件から高温条件に展開されていくこ

とを考えて、設備の設計をするべきである

としている。この予算額はハードウェア費

用5，300万ドル、テスト費用1，670万ドルと見

積られている。
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図1－1－2　PFBC発電サイクルの熱効率の比較
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IV．　PFBCの商用化への検討

　PFBCの商用発電プラントは、開発費用

が比較的安価と考えられる蒸気冷却低温

（e）サイクルとした発電方式により商用化

への検討を行っている。

　この結果、本発電方式は高温高圧ガスの

クリーンアップか低温（約800QF）のため容

易であること、ガスタービンは入繍温度か

低温であるためその構成が既存技術で対応

でき、腐食・摩耗対策か必要でなくなるこ

と、ならびにシステムコントロールも容易

になると考えられることから開発リスクか

低いと評価をした。

　また、この発電方式の開発は、工場組立お

よびはしけ輸送を考慮し、出力が100～200

MW（e｝の規模に重点を置くべきであるとし

ている。また、この開発スケジュールによ

ると1984年から1987年にわたり、プロトタ

イププラントの設計、建設、運転を行う予

定である。

1－B　常圧流動床燃焼発電の概要

　常圧流動床燃焼（A：FBC）については、

EPRIにおけるこれまでの研究、　B＆Wに

よる6’×6’AFBC、20MW　AFBCパイロ

ットプラントの設備概要とテスト計画など

について次の資料が提供された。

EP烈側提出資料

1．Co瞭。王aRd：LOad－Followmg　De－

　velopment　for　AFBC　Boilers（4月一

　1983）

2．FBC：A　Beむter　Way　tO　Bum　CoaI

　（1982）

1－2－1　コールクリーニング

　　　　　※　　E王）RI　JournaI

　　　　　　　1982－6、　1981－11、　1981－9

　電気事業に供給される多くの石炭は、不

純物として岩石類や硫化鉄などを含んでい

る。これらの多量の鉱物の存在は、石炭の

輸送および取扱いの費用を上昇させ、また

発電システムにおいても種々の問題を引き

起こす。たとえは、鉱物は燃焼に際してボ

イラ内に多量の灰を生成し、またスラグを

形成してボイラチューブを被覆し管内の水

への熱の伝達を妨げる。石炭申の硫黄分は

燃焼して硫黄酸化物を生成する。

　さらに灰分は排煙処理システムの保守コ

ストと事故停止によるコスト増加の一因と

電研レビューNO．8簿39



もなり、最後に灰の処分という問題を生ず

る。

　石炭を脱灰、脱硫し、精炭の発熱量を増

加させるいわゆるコールクリーニングを行

うことによって、上記の問題の発生を抑制

することができる。

　良好なクリーニングを行うことによって、

クリーニングに要する運転コストの節約の

ほかに石炭分の回収率を増加させ（通常の

選炭では除去される岩石類とともに石炭分

も失なわれるので、有屠な石炭分の回収率

は熱量的に95％程度になる）、輸送コストを

含めて総合的に発電コストを低下させるこ

とか可能となる。

　E：P：R1ではこのような考えのもとに新

しいコ～ルクリーニング方法についていく

つかのプロジェクトを推進している（：RP

O466、　0540、　0980、　1030、　1338、　0833）o

　EP：RIは石炭品質の向上と火カプラント

用石炭のクリーニングに関する科学的アプ

ローチの緊急な必要性を認識し、ig78年よ

り革新的なコールクリーニング施設（CC

TF）の建設計画をはじめた。このプログラ

ムの主要な目的はつぎの通りである。

圭　国家的な基盤において一般炭の選炭性

を明らかにする。

2．最適な商用プラント設計に必要な技術

データの開発と改良されたクリーニング機

器、フローシ　トおよび計測系の採用の促

進。

3　改良された石炭サンプリングおよび分

析方法の実証。

4．電力会社に適応する国内炭品質のデ～

タベースの開発と維持。

5．　石炭前処理担当技術者と石炭クリーニ

ングプラント運転員の養成。

　1981年10月に：Pennsylvanla丼l　Homer

αty近くに所要資金エ，520万ドルのEPR1

の新らしいCCTFが完成した（図レ2－1）。

これはEPRIとPen聡ylva授a　Elec．社、

New　York　State　Elec。＆　Gas社、

Emplre　S君ate　Elec．　E捻ergy　Hesearch

社の共同出資で、K磁ser　Engmeers社に
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図ト2一重　EPRlのコールタ弓一溜ンク試験施設（CCTF）　　この施設は米国内で最新の最

も進歩したものであり、コールクリーニングの研究、開発および実証が行われる。

この施設によって各種の一般炭について、クリーニング性の評価と最適クリーニング方法が

確認される。（EP：RIジャ～ナルより）

よって運転されている。

　鴛PR王のCCTFは、粉炭の物理的クリ

ーニング法として現在利用できるすべての

プロセスが設置されており、実際的な適用

と現在技術の改良に難点を置いているので、

現在研究開発段階にあるプロセスは対象外

としている。

　基本的フローシートとして5種類に適応

でき、さらに処理ユニットのシーケンスの

付加、除去または変更によって電気事業者

の特定のクリーニングプラントを模擬して

50種類のフロ～シートを組立てることがで

きる。石炭試料として1，000トンの原炭を

用い、200トンをそれぞれのフローシ～ト

に流すことによって一度に5種類のクリー

ニングプロセスの試験か可能であり、これ

によって得られるクリーン化の特性は通常

の小さな実験室的な試験結果よりも数等価

イ直力s高し・o

　クリーン化された石炭試料は適当な試験

燃焼炉で燃焼特性が調べられ、試験選炭と

試験燃焼の結果からこの石炭を現在のボイ

ラに用いた場合の効果あるいは最適ボイラ

設計を如何にすべきかの判断を下すことが

できる。また、このCCTFでは石炭試料

の採取、流量論定、分析についても最新の

方法を導入している。CCTFにおけるフロ

ーの例は図1－2－2に示すようであり、濃縮

テーブル、重液サイクロン、水サイクロ

ン、浮選槽などの適当な組合せから成立っ

ている。

　EPR王は特定の炭抗の石炭についてレベ

ルA、B、Cのクリーニングを行い、石炭火

力に適耀した場合を想定して、利益がある

ことを次のように示している。

　レベルAは粉砕と飾別けにより粗い鉱物

を除去する簡単な場合、レベルBは粗粒状

（径1／4インチ以上）のみについてクリー

ニングを行う場合、レベルCは粉砕して粒

径により2～3に分別しそれぞれについて

強力なクリーニングを行う場合で、原郷中

の灰分の10～70％が低下し、硫黄分は20～

60％か除去された。

　レベルBのクリーニングを行う場合、董00

万kWの石炭火力の全建設費（1978年中頃）

の2％をクリーニングプラントの建設費と



図1－2－2　コールクリーニングのフ臼一の例

【a1　粗粒石炭は濃縮テーブルで、また細粒の石炭は浮遊選鉱法でクリーン化する。

粗粒

分　　’級

サイクロン

　　　・　　　　→

粉　砕　炭

平均径
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浮　選　槽

石　　　塊

沈　降　槽

石　　　塊

遠心分離機

精　炭

石　塊

【b1　粗粒石炭は璽液サイク農ンで、また細粒の石炭は水サイク瞬ンおよび浮遊選鉱法でクリーン化する。

粗粒

重　　　液

サイク自ン

　　　　　一

粉　砕　炭

平均径
1／4～3／4インチ

28メッシュ
フ　ル　イ
（径α5mm）

洗浄フルイ
バスケット型

遠心分離機

石塊 石　　　塊

脱水フルイ
講

精　炭

す

舞

細粒

水サイク瓢ン

石塊

細粒炭フルイ
蒼　　　　　ワ℃
7て　　　　　　　　工

円板濾過機

石　塊

浮　選　三

重擾

石塊
石　　　塊

沈　降　槽

石　　　塊

遠心分離機
望

石　曝

して要し、レベルCのクリーニングを行う

場合は3～5％を要する。さらに精密なク

リーニングを行うプラントでもその建設費

は50ドル／kW以下であり、一方、新しい発

電プラントは800ドル／kW以上を要する。

　100万kWの発電プラントを想定してコー

ルクリーニングを適用した場合の経済性試

算によれば、石炭の輸送、取扱い、廃棄物

の処分に要するコストの節約は年100～700

万ドルに達した。

　1995年の米国の電気事業における石炭消

費量は新規成長分のみで全工業部門の3倍

に達すると予想されており、燃料の発熱量

を向上させ、プラントシステムの摩耗と破

損を減少させる手段は年毎にその価値が注

目されるであろう。

1ぞつ　石炭・水スラリー

　石炭・水スラリーに関するEPR王の研究

動向は、次のように大別される。

1．　油設計発電所に対する石炭水スラリー

　　の適用

2．　石炭・水スラリーの特性

　①濃度測定

　②燃焼特性

　③経済性

3．石炭・水スラリーパイプライン

　　油設計火力発電所に適用する
1
　’石炭・水スラリー系統

　　　　　※プロジェクト

　　　　　　　Nα：HP－1180－4

　　　　　　　報告書

　　　　　　　Nα：FP－1164（9月一1979）

　この研究は、燃料油燃焼に設計されたボ

イラーにクリーン化石炭スラリーを適用す
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図1－2－3　計画された石炭水スラリー系統 裏1－2一

工　程 数量 代表的分析例（％）
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材　　　　料 0．70

機　　　　械 0．81

動　　　　力 4．10
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恐蜘、〆》

ド　ル／ト　　　ン 7．75

セント／トンマイル 2．84

る可能性の予備的検討である。ここに提案

された系統の目的は、現存する発電所で使

用する油の代わりに石炭を使用することに

ある。したがって、この研究の目標は、系

統の各要素に関する技術の状況、コストの

算：出および技術的努力によって利益をうけ

る諸点を提示することである。燃料油の価

格と比較すると、石炭水スラリーは、機械

的クリーン化により灰分を3％より小さく

した方が有利である。石炭中のイオウ、灰

分（＜0．5％灰分）を減少させるために化学

的薬品を使用する技術も可能であるが極め

て高価なものになる。

　また、本実験では、3個所の実験所にお

いて、水中に粉状にした（200メッシュ以下）

石炭70％をふくむスラリーを製造した。さ

らに、実規模のバーナ改良テストのたφ、

大量のスラリーを生産することを勧告した。

図1瑠一3に計画された石炭・水スラリー系

統図を示す。

　　石炭・水スラリー中の
H．固体濃度測定のためのオンライン
　　極超短波モニター

　　　　　※プロジェクト

　　　　　　　Nα　：HP－1654－2

　　　　　　　報告書

　　　　　　　醤α：A｝1977（8月一1981）

　石炭・水スラリー中の石炭濃度（40～65

％）およびパイプ中のスラリーの流れ速度

を監視する極超短波手法の可能性を検討し

た。石炭濃度の測定精度は土2％であった。

流れ速度0．15～3．7m／sの範囲では、測定結

果に影響を与えない。また、流れの方向、

粒子径の分布に無関係であった。25℃～

50℃の間の温度依存性は、士0．4％である

が、これは補正可能である。2ヶの極超短

波検出系をセットすることと較正により3

％以下の精度で流れ速度を決定できる。予

備実験では、石炭の種類には無関係に測定

しうることがわかった。

璽。石炭・水スラリーの燃焼試験

　　　　　※　プロジェクトNα：1895－2

　　　　　　　報告書

　　　　　　　Nα：CS－2286（3、弓一1982）

　従来の燃焼油に代えて石炭・水スラリー

を使用する考え方がある。本報告は、ARC

（Aも1aRもic　Hesearch　Corporatioのの石

炭・水スラリー（65～80％）と原炭をもちい

て、燃料特性と燃焼試験をおこなったもの

である。灰の分析と灰の熔融温度からみ

て、A：RCの石炭水スラリーは、原型より

閉そく、スラッジ生成が少ないことが期待

できる。石炭水スラリーの磨滅特性は低い
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が、それでもなお、流体噴霧系の高エネル

ギー部には、腐食防止剤を使う必要があ

る。燃焼試験における燃焼時の石炭水スラ

リーの粘度は、噴霧条件であるポンピング

を完全に満足した。石炭水スラリーの静置

安定性はよく、少くとも一週間は撹回しな

くてもよい。石炭・水スラリー燃焼の操作

範囲はせまく、噴霧器とバーナを改良する

必要がある。石炭・水スラリーの燃焼効率

は、原炭の場合より低い。石炭・水スラリ

ー燃焼時のNOxは、原炭の場合より少な

い。これは火焔温度が低いからと思われる。

石炭・水スラリーは、ボイラ燃料として有

望であるが、燃焼設備の改良をおこなうこ

とが必要である。

　なお、Borloらは、米国動力会議（4月

18～20日、1983）において、上述の報告書

の内容を含め犠石炭・水スラリーの燃焼試

験”と題して報告している。

EP甜側提出資料

R．W．Bono　et　aL，　Coal－Water　Slurry

COmbusも10n　Tests，　Amer三ca捻Power

Con£ere捻ce，　Chlcago　Ullnols，　Apr，

18－20，　1983

　　ボイラー燃料としての
IV．

　　石炭・水スラリーの経済性

　　　　　※プロジェクト

　　　　　　　No　＝1180－12、　1895－1

　　　　　　　報告書

　　　　　　　醤。：CS－2287（3月1982）

　石炭・水スラリーは、電気事業ボイラー

における重油の代替燃料として潜在的位置

を有している。石炭・水スラリーは、低価

格、取扱いの容易さなどの利点がある。こ

の計画では、クリーン化石炭からつくった

石炭・水スラリーの系統、製法、取扱い、

燃焼、貯蔵などについて述べる。水スラリ

《67～70％）を実験炉で燃焼し、良い結果

かえられた。年間、石炭500万トンを処理す

る（70％）設備の設計をおこなった。総費用

は、1億400万ドルと評価された。このス

ラリーは、直接燃焼に適しており、璽油

なみに取扱うことができる。製造価格は58ド

ル／トンまたは、2．14ドル／1000000Btuで

あり、重油の30ドル／バーレル、4．76ドル／

1000000Bねと比較すると有利である。

　なお、Yeagerらは、第10回エネルギー

技術会議（2月28撮～3月2B、1983）にお

いて、上述の報告書の内容を含め、“電力事

業に使用することを目的とした石炭・水ス

ラリーに関する成果と状況”と題して報告

している。

E鈴R目則提出資料

K．E．Yeager，　eもa1。，　Coal－Waもer　Mlx一

むures，　至ss疑es　and　OPPorもun1も1es　for

the　Elecもnc　U振hty　Irld娠stry，　1σth

E捻ergy　　　Tech捻010gy　　　¢0識fere簸ce，

Washmgton，　D．C，　Feb，28－Mar．2，王983

　　石炭スラリーパイプライン：
V．
　　計画と解析

　　　　　※　プロジェクトKo：1219－5

　　　　　　　報告書

　　　　　　　鐸α：EA－2546（8月ヨ982）

　石炭の大量、長距離輸送手段の一つとし

て、石炭スラリーパイプラインによる方法

がある。この方法は、石炭微粒子と水との

混合物をパイプゲインにより輸送するもの

で、将来、大いに期待されるものである。

本報告は、石炭スラリーパイプラインの概

要、パイプライン技術および技術コスト、

パイプラインコストの財務的解析、パイプ

ラインに関する補足的研究課題および付録

からなる。

　石炭スラリーパイプラインは、現在、稼

動中のものは、B搬ck　Mesaのみであり、

計画中のものが6件ある。Black　Mesa

（1980年に建設すると仮定して）および計画

中のパイプラインについて、資本コスト、

運転コストなどを算出した。いずれも、種

種の条件を変えて検討しているが、その一

例を表1－2一隻に示す。年間輸送量500万ト

ン、輸送距離273マイルとして、ユニット

コストは、7．75ドル／トン、2．84一セント／

トン・マイルである。パイプライン建設お

よび事業への投資を約20億ドルと仮定し、

パイプラインの所有形態毎に30年間の財務

上の解析を行った。

1－3－1石炭液化油
夏．石炭液化プ日セス

　　一第8回礒PRl石炭液化会議より一

　　（εPRI　ANNUAL　C◎NF＝EFミ…三NCE三

　　〇NCOAL　UQUI…FACTION：1983、
　5．曝壌～壌3）

　石炭液化は、石油代替液体燃料の取得の

観点より、様々な石炭新利用技術の申にあ

って重要なものの1つと、EPRIは評価し

ている。石炭液化プロセスは直接液化（石

炭を熱分解と水素化分解にて液化）と関接

液化（石炭をガス化した後、液状炭化水素、

メタノール等を合成）とに大別される。

　この会議における石炭直接液化方式関係

の報告は約15件であり、その内訳は大型パ

イロットプラント関係4件、新規2段液化

プロセス関係7件、基礎研究4件であった。

以下に概要を示す。

壌．大型パイQットプラントの運転成果

①　EDSプロセス

　ExxOR：Res．＆E簸g。社より、　EDS

（Exxon　：Do捻or　Solvent）ノぐイロットプラ

ント（ユ段液化方式、石炭処理規模250T／

巳）関係の成果が報告された。このプロセ

スは液化反応に水素供与性循環溶剤を用い

ること、液化粗油の接触水添工程を有する
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ことを特徴としている。このパイロットプ

ラントでは、渥青炭から褐炭にいたるまで

幅広い石炭を用いた液化試験に成功をおさ

め、1982年夏に運転を終了した。商業プラ

ントの設計、建設、運転に必要なデータは

すべて取得したと報告している。

②　H－Coa1プロセス

　こ、のプロセスはHydrocarbon　Res．

王臓。．により開発されたものであり、沸騰床

と呼ばれる接触式液化反応塔にて石炭液化

を行うことを特徴としている。大型パイロ

ットプラント（1段液化方式、合成原油製造

モード250T／日、燃料油製造モード600T／

臼）の運転は2年半にわたり行われたが、

米国政府（DOE）の政策変更により1982年

11月に中止した。現在、商業規模のプラン

ト建設のための詳細設計が進められてい

る。

③新IGプロセス
　　イロゲリ
　新IGまたは新ドイツ方式と呼ばれる大

型パイロットプラント（200T／日）が、現

在Bottrop（西独）で：R麟rkohle社／Veva

Oe王社により運転されている。本プラント

は、第2次大戦中ドイツの航空機燃料製

造で活躍したIG社（国策会社）のプロセ

スを改良したものであり、液化油改質

（Upgrad癒g）反応装置も組込まれている。

1段液化方式としては、液化油収率等の面

で最高レベルの成粟が得られている。本プ

ラントのフローシートの概略を図レ3－1に

示す。

2．新規2段液化プQセスの開発

　米国では現在、経済性の向上の観点より

水素使用効率や液化油収率の向上を囲指し、

統合2段液化プロセス（ITSL：1簸tegraむed

TwひStage　L絢uefaction）の研究開発が

進められている。このプロセスは1段液化

方式と異り、石炭溶解工程と溶解した石炭

の接触水添工程との2段階にて液化を行う

方式である。

③SC弘ITSLプロセス

　本プロセスはLummus　Co．により開発
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されたものであり、現在0．75T／ap：DU

（PrOCeSS　DeVe10pmenもUn圭t）規模のプ

ラントが運転されている。本プロセスは、

石炭の短時間溶解（SCT：Shorむ一Contact．

暇me）工程と接触水添液化（LC－Fi揺ng）

工程とから構成されている。このプロセ

スで製造される液化油は、その水素含有

率が十分高く、硫黄、窒素等も十分除か

れた精製石油なみの良質燃料油となってい

る。

②Wilsonvilleプロセス

　EPR1、　DOE等の支援でCatalyもic

lnc．、　KerレMcGee　Corp。等により運転

が行われている。S：RC－1プロセス〔6T／

日、溶剤精製炭（SRC：SolvenもRefined

Coal）製造装置〕にH－Oil沸騰床式水添装

置、Kerr－McGee脱灰装置を設置し、統

合（ITSL）および非統合2段液化（NTSL：

Non－1揃egrated　TSL）を検討している。

NTSL方式では溶剤精炭や重質油（晦6燃

料油代替）の製造ができる。Lummus社

のSCT－LTSL（P：DU）と同様のプロセス構

成で統合2段液化（ITSL）方式の試験も行

っており、L蟹nm這sプロセスがパイロッ

トプラント規模でも成立することを実証

している。WilsO盈vi11e（lntegrated）方式

のフローシートの概略を図1－3－2に示す。

TSL関係の研究はその他2件報告されてい

る。

3．石炭液化に関する基礎的研究

　石炭液化に関連して、石炭の構造：と溶解

特性、石炭分子と溶剤との相互作用、芳香

族性窒素化合物への選択的水素化反店、液

化油性状の改質技術等に関する基礎的研究

が報告されている。

εP甜側提出資料
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図1－3－1　新lG方式パイqットプラント（2GOT／B、　Botぴop、西独）
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常圧蒸留

中質油
嘉嚢暫

残渣

@　　　　　　粒状化処理

嚢．発電用燃料としての評価

　多量の油およびガスを使用している電力

業界は、油焚きボイラの65％およびガス焚

きボイラー一の70％が20年を経過していない

ため、合成液体燃料の潜在的市場として最

も有望であると考えている。このためには、

電力業界が合成燃料を代替に用いる際の技

術的なガイドブックを作ることが必要であ

る。すなわち、発電用ボイラ、ガスタービ

ン、ディーゼルシステムにおける燃焼特性、

排ガス特性、システム運転特性を従来の液

体燃料およびガス燃料と比較対照して総合

的に把握することである。

　EPRIが石炭の液化油について現在まで

に得られたデータを取りまとめた結果を表

1－3－1に示す。

1－3－2メタノール
1．メタノール合成プロセス

　　ー第8回εPRI石炭液化会議より一

　石炭ガスを油申に懸濁させた触媒と接触

させメタノールを合成する液相メタノール

合成法について、EP：RIはDOE、その他

図1－3－2　Wilso日v川e　2段液化プqセス（IRtegr鎌ed方式）
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表ト3一唾　石炭液化油に関する試験結果
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●εDS液化油

恟d質パラホシェルオイル

●ガスタービン

怩R5MW～8MWの9種類

供試燃料は燃料中のN分が高く水素含有率が低

ｩったが、発電用ガスタービンに使用可能であ

驍ｱとが明らかになった。
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εDS液化油
●発電用ボイラ

怩S4．5MW

NOxは若干高いか、低02燃焼により低減てきる

ﾌで、供試燃料は大きな改造を要せず既設ボイ

奄ﾉ使爾可能な秀れた燃料であることが明らか

ﾉなった。
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iτwo－Stage　LiCluefactlo携）

vロセスによる液化油

●試験炉

@（発電用ボイラ用）

怩R×106B電u／h

TSL石炭液化油はN分が多く、C／H比も高いが

ｬ霧型式の最適化によりNOx濃度、ダスト濃度

ﾆもに減少できることが証明された。
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石炭液化油

i群細不明）

◎タービン燃焼器　　　　㎜

合成液体燃料がタービン燃焼器で経済的に燃焼

ﾂ能かどうかを決定するため、燃焼効率と排ガ

X性状が測定された。
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石炭液化油
iSRC一Σ1）

●試験炉

i発電用ボイラ馬）

最適燃焼条件を選択すれば、NOxは80ppm

iOF3％換算：）以下、ダストは30mg／懸3H以下

ﾉすること：ができることが明らかになった。
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SRCを3つの形態で使用

ia）微粉

ib）SRC重質油

ic）水スラリー

●油焚きパッケージボイラ

怩R0×1068tu／h

●微粉SRCを油焚きボイラで燃焼することに成

@激した。

怎{イラ効率はNo．6オイルよりも微粉SRCおよ

@びSRC重質油の方が高かった。

恊?スラリーを燃焼した場合のボイラ効率は

@No．6オイルとほぼ等しかった。

8－13－7

表蒙一3－2　しaPorte液相メタノール合成装置（PDU）に関するモデル計算

と共に研究開発を進めており、関連研究発

表が2件なされている。

　研究開発の異体的推進はAlr　Producもs

and　Chemicals社が担当しFalrfield　N．

」．およびLa　Porte，　Tex．に設置したPDU

により研究を進めている。また、さらに

Chem．　Sysもe灘s社はベンチスケールの

装置により基礎的研究を進め、研究開発に

協力している。

1．儲em。　System社の研究開発

　同社は液中流動方式における触媒の活性

テスト結果、ガスホールドアップ量に関す

る研究、触媒還元技術の開発、液体同伴方

式のための高活性触媒の選定、装置の改良

などについて発表している。

　液体同伴方式の装置の概略を図1一㍗3に

示した。

　なお、同研究は1985年まで引きつづき計

画されている。

沖＼ 博労凶G／ ＼空間遠震晦右kgぞ／／論Q臼 　　　　　ぐ

ﾆ遜g伽 頭qQ難弊％・

1，0◎0 7，934 15．1 58．2

1，0◎0 19，130 21．8 44．4

1，0◎0 28，950 22．7 36．4

50◎ 1，598 3．0 48．0

500 3，683 5．0 41．3

5G◎ 6，292 6．2 35．2

500 14，240 7．4 23．3

注） 触媒：20WT％ 温　度：225℃ 流　速：0．2FT／S巳C

2。Air　Prod穫cts　a絢d　C綾emicals社の

　　研究開発

　一社のPDUによる実験データの解析、

重要な物理量、システムパラメーターの把

握、スケールアップ装置の性能予測のため

に、3相分散流通式反応器を数学的に整理

した結果が発表されている。

　即ち、La鍛gmUlr－Hmshelwocdの反応

速度式を用い、オートクレーブの実験デー

タから反応速度定数を算出し、La　Porむe

：PDUの性能を予測している。（表1－3－2）

　また、触媒の被毒防止についても発表さ

れている。

　本方式で使用されるCu－Zn触媒は、原

料ガス中に含まれてくるFe吻ルポニル化

合物により著しく被毒される。そのため

α一A1203を充墳したガード層を設置し、

：Fe一カルボニル化合物を除去して触媒の活
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図ト3－3　液相メタノール合成装置（PDU）
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性を維持している。

E響⊃Rl｛貝瑳提出資料

夏，M．1．Greene　et　aL，　Liquid－Phase

　Methano1：Chem　System’s　Process

　Hesearch　Update．

2．：D．M．BrOw鷺，　Modeli捻g　of　Metha捻01

　Sy捻もhesis　I汽　The　Liquid　王）hase

　And　Catalyst王）oiso簸ing　By　王ron

　Carbonyl。

R．発電用燃料としての評価

　メタノールを発電用燃料として、ガスタ

ービンおよびボイラで燃焼試験を行った結

果、共に適していることが明らかになった。

1．ガスタービンシステムにおける評価

　　　　　※　プロジェクトNo．988－1

　　　　　　　報告書

　　　　　　　NαAP－1712（2月一1981）

　ガスタービン燃焼器における運転特性、

排ガス性状を把握するためのテストがSou一

もher捻CaliforRia　Edison　Compa簸ゾs

EUwood　Eひergy　SuppOrtのガスタービ

ン（26MW）を用いて行われた。燃料はメタ

ノールと比較のためJetA燃料および天然

ガスが用いられた。

　その結果、以下のことが明らかとなった。

①起動、停止、出力上昇、低下、制御性

などの運転性能は他燃料と同様であった。

②　NOxおよびダストは他燃料より大幅

に低滅する。さらに、水を注入することに

よりNOxはさらに低減する。

③メタノール使用時タービン寿命は石油

系燃料より長くなるが、天然ガスよりは長

くならないと推定される。

2．ボイラ燃料としての評価

　　　　　※　プロジェクトNα1412－11

　　　　　　　報告書

　　　　　　　NαA：P－2554（8月ヨ982）

　発電用ボイラ燃料としての評価を行うた

めの燃焼試験が、Southem　Ca｝ifQmia

Edison社の鷺ighgrove発電所4号ボイラ

（出力44．5MW）において行われた。岡ボイ

ラは実験に先立って燃料貯蔵タンクの新

設、燃料系統の改造、およびバーナを圧力

電研レビューNO．8嚇47



噴霧から蒸気噴霧に変更した。

　主な結果は次の通りてある。

①　燃焼特性の面からは、NOx濃度（02瓢

3％換算値）は90ppmと低く、さらに水を

1％圧入することにより約35ppm低威て

きるなとすくれた撚料てあるか、ホイラ効

率は他の猷料より悪かった。

②　単位重量当りの発執量か低いため、同

一発電電力を得るためには撚料曲の2倍の

量か必要となるのて、撚糾貯蔵およひ燃料

系統を増強する必要かある。

③結論として、撚焼特性の面から考える

と非常に良い燃料てあるか、コストの面て

現時点ての使用は実用的てはない。

1－3－3健康影響と規制

　　　　　※プロノェクトNo　1735－1

　　　　　　　報告書

　　　　　　　NoAP－2288（3月一1982）

　この予備研究は、石炭から製造された液

体撚料を既存のノステムて使用したり輸送

したりするとき、電力産業に対する手引き

を提供するために行われた。これらの新し

い燃料油を使用するにあたって、健康上、

一般大衆を保護する上て、規定すへき事項

なとに関して考察かなされた。概要は次の

とおりてある。

1　石炭液化磁の商業規模の製造、輸送お

よひ電力設備を取扱う上て予想される健康

影響に関して、今までに得られている知識

を、文献調査によって総括した。その中に

は、産業衛生、職業上の健康研究や石炭か

ら作られた各種の物質による動物への毒性

研究なとか含まれる。

2　在来の石窯系燃料油を用いている発電

設備について、在来の撚料／由の取扱いおよ

ひ輸送に対する全ての業務を詳細に調査し

た。すなわち、その調査によって、労働者

か麻料曲にさらされるてあろう操作、その

曝露の性質とか程度、回数なとといった事

柄について明らかにすることかてきた。
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3　石炭から作られる燃料趨の輸送およひ

取扱いに適用しうる既存の規制を総括した。

それらの規制は、次のとおりてある。

④燃料油の鉄道、船およひトラノク輸送

⑱作業場を管理する規劉

O燃料趣や廃棄物の取扱いおよひ廃棄処分

　に関する環境規制

4　石炭から作られた燃料に電力労働者か

さらされた場合に生するてあろう健康影響

の性質およひ程度について、上述の検討結

果から見積った。労働者に対するリスクを

最小にするために装罎を再設計するか、又

は一般大衆およひ産業上の衛生業務に関

する制度を設ける必要かある。

5　石炭から作られた鰍料にさらされた電

力労働者か受けると思われる急性の影響

は、皮膚炎およひ目の刺激てある。予想さ

れる慢注影響は皮膚カンてある。一般大衆

かこのような燃料に曝露されるのは、事故

に伴って燃料かこほれ出したり、そのため

水域か汚染されたりした場合てある。

6　石炭から作られた燃料への労働者や一

般大衆の曝露を抑制するためのカイトライ

ンか開発された。電力労働者、輸送労働者

およひ一般大衆の曝露の性質、確率およひ

程度なとか考察された。技術的対策、産業

衛生業務、モニタリン久抑制地域の設置、

仕事の分類、教育計画、医学的監視およひ

電力労働者に対する保護具等について述へ

られている。

7　今後の課題は次のとおりてある。

①毒性物質かもれ出た場合の沿岸警備隊

の詳細な記録に関する庄意深い研究

②　石炭液化曲およひカス状物質に対する

さらに特別かつ鋭敏なモニタリング手法の

開発

③現在の輸送業務のさらに詳細な研究

④皮膚からの石炭液化曲汚染物質の検出

およひ除去に対する改良された方法

⑤曝露によって生する障害の初期的検出

に対する改良された臨床テストの開発

⑥　石炭液化瘤にさらされた全ての人々の

監視ノステム

※ プロノェクト

酌AP－2212（1．月1982）

1一牛1はじめに
　班）RIは、る炭カス化複合発電プラント

に一過方式（ORce　through）のメタノール

合成装置を組込むことにより、クリーン

な液体燃料てあるメタノールを石抽換算価

格30～35トル／騰て製造：し得る鰐能面かあ

ると評価し、現在その実現をめさして液相

メタノール合成法の研究開発を進めている。

　本報告は本方式によれは、石炭からのメ

タノール合成の執効率向上か可能となると

ともに、全量メタノール方式よりも低コス

トて海底メタノールか得られる爵能駐かあ

ることを評価したものてある。

1－4－2　目 的

　酸素酸化TexaCO石炭カス化複合発電ノ

ステムプラントに一過式のメタノールプラ

ントを組込み、ヘース負荷の電力とピーク

負荷燃料のメタノールを難産するノステム、

Texaco石炭カス化複合発電ノステムおよ

ひ全量生産方式石炭カス化メタノール合成

ノステムの3ノステムについて、つきの条

件下の発電コストとメタノール製造コスト

を比較評価した。

1　ヘース負荷のTexaco石炭カス化複合

発電ンステム（1100℃級ガスタービン使用）

に組込んだ一過式のChem　Systems液相

メタノール合成プラントによるメタノール

製造コストおよひ発電コスト



図雪一4一喋　メタノール併産石炭ガス化複合発電システムと全量生産方式石炭ガス化メタノール合成システムの比較
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　　ケースB　メタノール併産石炭ガス化複合発電システム
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　　ケースC　石炭ガス化全量メタノール生産方式

スチーム　　　　硫黄回収

灰

熱

回

収

ガ’

ス

精
製

全量生産式
メタノール合成

バージ
　ガス

自家消費

メタノール9，913t／d

2．全負荷時の一過式および全量生産式の

メタノール製造：コスト

3。Texaco石炭ガス化複合発電システム

の発電コスト

1一牛3　結　　　　果

　　一過式メタノール合成プラントを

1．組込んだTexac◎ガス化複合発電
　　システムの概要

1．メタノール合成

　図1三一1に示す本システムでは、Texaco

ガス化炉で石炭を酸素によりガス化し、得

られる燃料ガスを除じん、脱硫の上でメタ

ノールプラントに通す。通常のメタノール

合成における原料ガス前処理としてのシフ

ト反町、CO2除去、未反応燃料ガスの再循

環等はいずれも行わない。

　このような一過式によるメタノール合成

におけるメタノール収率は7～17％と低い。

未反樽の燃料ガスは全量ガスタービンに送

られ、発電用燃料として消費される。

2．石炭ガス化炉

　在来型のTexacoガス化炉よりも大容量

化し、石炭スラリー濃度を高くした。

3．メタノール含成システム

　大容量化に適したメタノール合成プロセ

スとして、Chem　Sysむemsプロセスを選

定した。このプロセスは現在開発段階にあ

り、実用化までにはまだ長期間を必要とし

よう。

4．酸素プラント

　石炭ガス二二へ高圧（約70気圧）で酸素を

供給する遠心圧縮機は、現在すでに70気圧

まで実用化されており、現状技術の範囲内

にある。

5．酸化硫化炭素（COS）水素化ユニット

　酸性ガス除去（脱硫）プラントの上流側に

設置されるCOS水素化ユニットは商業規

模装置による実証が残されている。

6．石炭ガス化炉出欝燃料ガスの排熱回収

　石炭ガス化炉出獄の高温燃料ガスの排熱

回収装置では、気流輸送される石炭灰によ

る障害が懸念されており、そのハンドリン

グ方法の開発が必要である。

丑．経済性試算
1．　全量生産式メタノール合成の熱効率は

57．86％であるが、一過式メタノール合成

では合成反応における発熱が複合発電プラ

ントで有効に活用されるので、メタノール

合成の熱効率が68．80％へと大蟷に向上す

る。
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2　一過式メタノール合成によるメタノー

ル価格は＄558／106Btu（1980年央、初年

度価格）てあり、全量生産式によるメタノ

ール価格＄787／106Btu（EPRI　AP　1962

試算値）よりも約30％安い。

3　一過式メタノール併産石炭カス化複合

発電の発電コストは通常のTexaco石炭カ

ス化複合発電ノステムの発電コストよりも

約10％安い。

1－4－4　所　　　　感

　石炭カス化複合発電ノステムは本来ヘー

ス負荷運転に適している。一方、電力需要

は昼夜の負荷変化か大きいのて、これに遺

従し得ることか望ましい。メタノール併産

石炭カス化複合発電ノステムは、この要望

に応えるとともに経済性をも向±し得る有

利腔の高いノステムてある。

　電研はこのソステムについて既に調査検

討を行っており、本報告と同様の有利謄か

期待し得ることを明らかにし、所内資料

（「メタノール併置石炭カス化複合発電ノス

テムにおけるメタノール製造の経済性評

価」電力中央研究所研究調査資料獅A82002

（1982））に取りまとめた。

1－5－1はじめに

　石炭灰利用に関するEPR1の研究動向は

次のように大別される。

1　石炭廃棄物による人工礁計画

2　フライアノノユ製電柱の開発

3　石炭灰から金属を回収する方法の評価
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1考一2　石炭廃棄物による人工礁計画

※ プロノェクト醤0　134圭鍍

報告書勘

FP1252（11月1979）

CS2009Vo11（10月1981）

CS2009Vo12（11月i981）

CS2009Voエ3（8ノ弓愛981）

CS3071　　　（5月1983）

　石炭火力発電所から排出されるフライァ

ノノユおよひ排脱スラノノをフロノクとし

て、侮洋に投棄し人工礁とする方法につい

て検討した。計画は、実験室における墓本

嗜特性、フロノク製造およひ侮洋投棄によ

図ト5弓　　石炭廃棄物による人工礁計画

る検討か行なわれた。侮洋投棄による検討

ては、15000ヶ（500トン）のフロノクを、

ロンクアイラント島（NY）のコンサイエ

ンス湾に侵債し、3鋒閤以上の実績を得た。

フライアノノユと排脱スラノノからっくっ

た安定化したフロノクは、長期間にわたっ

て、海水中の環境影響に対して有害てはな

く、また構造的にも満足てきるものてあっ

た。また、人工礁構築により、生物学的生

産駐、傾獲i向上を期待しうるものてある。

以上の結果から、火力発電所の石炭廃棄物

をふくむフロノクの侮洋投棄は、侮洋環境

くこ〆く》
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図1－5－2　フライアッシュ電柱製造本数とコスト

と適合しうることを示した。

　なお、ブロックは、組成を変えて数種の

ものがっくられたが、一例を示せば、フラ

イアッシュとスラッジ（フィルターケーキ）

の比を至；1、3二1、添加物として水酸化

カルシウムまたは、酸化カルシウムなどで

ある。

　計画の概要を図1喝一1に示す。概算評価

によると資本費は230，151，000ドル（約550億

円）、年間運転および保守費は4，967，000ド

ル（約ユ2億円）である。

1－5－3　フライアッシュ製電柱の開発

　　　　　※プロジュクトNα：851－1

　　　　　　　報告書Nα

　　　　　　　EL－1384（4月一1980）

　フライアッシュをもちいて競合する価格

で実規模の電柱を連続製造しうる工程を開

発する。内容は、連続製造工程と長さ40フ

ィートの電柱製作、取扱上の評価からなる。

最適基材組成は、フライアッシュと廃ガラ

スの比が1；1である。1，066QCで焼成した

柱の屈曲強さは、2，500～7，500psiであっ

た。この計画の今後の課題は、テーパのあ

る柱を製造するための技術を検討すること

である。…一本ものの40フィートの柱の乾燥

まではできたが、ひび割れ、亀裂なしに

焼成することはできなかった。

　概算評価によれば、40フィートの8角形

柱を年間25，200本製造した場合のコストは、

1本当り約100ドル（24，000円）である。な

お、日本における電力会社送配電用電柱は、

12m（950kg／本、荷重500kg）で60，000円（御

値）である。

　　　　石炭灰から金属を
1－5－4
　　　　回収する方法の評価

　　　　　※プ鶴ジェクトNα：1402－2

　　　　　　　報告書Nαl

　　　　　　　CS－1992　Vol．1（8月198D

　　　　　　　CS－1992Vol．2（11月1981）

　この計画は、フライアッシュから金属を

回収し、販売可能な製品をつくるための作

業工程を開発することである。有望な回収

方法には、直接酸浸出法と加圧加温酸浸出

法がありこの2つの方法について検討した。

金属としては、酸化アルミニウム（A1203・

アルミナ）、酸化第二鉄（Fe203）が主要な

ものである。直接酸浸出法では、塩酸、

硫酸、硝酸をもちいて浸出効果を比較した

が、塩酸が有利であることがわかった。東

部石炭灰（アルミニウムとして15．2％、鉄

として7．8％）よりアルミニウム約50％、

鉄80％が回収できた。加圧加温酸浸出法は、

直接酸浸出法の工程以外に、カセイソーーダ

をもちい、3go。F、200psiで前処理を行う

工程をふくむものである。資本コストは、

年間100万日目の灰を処理する設備に、直

接酸浸出法では、4，250万ドル、加圧加温酸

浸出法では、5，500万ドルを要する。現在の

時点では、直接酸浸出法の方が有望である

と結論した。

1雛6

ボイラーの水質規準

　ボイラの水質ならびに蒸気純度について

ユーザー側に指針を与えるため、米国ボイ

ラ製造者協会（American　Boilers　Ma－

nufactures　Association，略称ABMA）

に委員会が設置され、前回すなわち1964年

以来の新たな勧告が出された。この委員会
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はABMAならびにボイラメーカであるB

＆W社、FW社、　CE社、　Reiley社の5者

から構成された。

　表1絡一1はボイラを徳環形式および圧力

によって区分し、ボイラの水質と蒸気純度

に対する新たな推奨値を示している。

∈PR誓側提出資料

BOIIer　Waもer　Limlts　and　Assoclated

Stearn　Purlty　Recomen〔蓬at10難s　FOr

Water綴be　BOIlers

　W。1｛．Axむma捻（ABMA），ABa捻weg（B

　＆W），C．：R．Clark（FW），　F．GabrleUl

　（：Relley）A．J．Zlpay（FW）

籔

1－7擁　石炭性状分析

　連続石炭性状分析器（CONAC）の原型機

の評価を行った。この装置の原理はprompt

捻eutro簸acも1vatlo簸analysls（PNAA）

に基づいている。硫黄分析器をデトロイト・

エジソンのプラントに据え付け、石炭をブ

レンドする運転条件下で石炭中の硫黄の

連続分析テストを行った。岡時に、H、

：Fe、　Cl、　Nの分析も行った。より多機能

な性格をもった装置について2回目のテ

ストを、石炭を再循環させる方法を用いて

実験室規模で行った。このとき、C、　S、　H、

N、C1、　S三、　A1、　Ca、　Na、　Feが測定さ

れた。石炭申の山分は超短波測定法により

測定した。発熱量、スラッギング、ファゥ

リングを示す指標を計算した。このCONAC

の装置はTVAの：Paradlseプラントに設

置され、1982年の夏にフィールドテストが

行われる予定になっている。

εPRI側提出資料

TasslcKen　et　a1：Co凱muous　Nuclear

A捻aly2er　of　Coal　fOr　imprOved

Combus綴。為　COnもro1

1－7－2集　じ　ん

　“静電効果併用の繊維層フィルター”に

ついてバグフィルターは、電気集じん器に

比べて集じん効率が高くかつ、近年使用さ

れる低イオウ炭燃焼ガス中のフライアッシ

ュのように高電気抵抗のダストに対しても

集じん効率が低下しないので、利用が増加

している。バグフィルターの前に、プレチ

ャージャ《予備荷電器）を付設すると、予備

荷電器が前置集じん器として働き、さらに

静電気凝集により、粒径が大きくなるこ

とと、バグフィルター表面に均一ではなく、

凸凹状に粒子が捕集される作用により、集

じん効率がさらに増加しまたバグフィルタ

ーでの圧力損失が低下するので所要動力が

減少する。この現象は、実験室レベルにおい

て、数多く示されておりまた2，500ft3／mi

ガス量の、パイロットプラントにおいても

実証された。

εPR置側提出資料

McCam　eもal：Elecもrostaも1c　Enha捻ce－

me捻t　of　Fabrlc　Filter　Per£orrnance嚇1

表1－6一備　ボイラの水質ならびに蒸気純度に対する推奨旧 注1）水処理によって決まる　注2）炭酸カルシウム換算　注3）シリカを除く

罷藷叫声毒≒÷・≒∵慈、唄、再こ『． 　／ 浜鋼ルカリ度／／
A（ボイラ水）注2～＼、．・eP卿

　　　　　　　　　筆　　啄E　懸濁固形物・き
@　（壌イラ水〉　　ゆ脚（MAX＞　　　　　　　ξ

ノ傘欝醜・籍P胆（MAX予想値）

ドラムボイラ　　　　　0～　300p＄ig（　0～21kg／cm2g） 700～3，500 140～700 15 α2～1．0

30三～　　450psig（　21～　32kg／cm2g） 600～3，000 120～600 10 0．2～王．0

451～　　600psig（　32～　42kg／crγ峯2g） 500～2，50C 100～500 8 α2～1．0

601～　　750psig（　42～　53kg／cm2g） 200～1ρ00 40～200 3 0．1～0．5

751～　　900psig（　53～　63kg／crγ茎2g） 150～　750 30～150 2 0。1～0，5

901～1ρ00psig（　63～　70kg／c賠2g） 125～　625 25～125 1 0、1～α5

1，001～1，800ps［g（　70～127kg／cr鴇2g） 100 注i 0．1

1，80i～2，350psig（三27～165kg／cr劉2g） 50 注1 0．烹

2，351～2，600psig（165～183kg／c期2g） 25 注1 α05

2，601～2，900pslg（183～204kg／cm2g） 15 注11 α05

藍　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　／

＼
ぐ　／　　　　　　　　　　　　　　　啄

　婁沸ボイラ　　．＼、1，4q◎以上psig（98匙9／c呼9以上）♪　　　　　　　　　　　　… α05　　　N　　　　　　　　㍉

　　　　r
_》

^ン獄　　　／　　　　　＼
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「The　Sulfate　Reg歪。鷺ai

Exper烹ment：Reporもof

Fmdmgs，　VO無meエ，2，

3」

£PRI　F磁a1　Report

EA－1901（3月一王983）

2十1SUREプロジェクトの目的

　二酸化硫黄SO2と硫酸塩SO㌃の関係を明

らかにし、特に、合衆国東北部における

SOI一環境濃度に対する発電所の影響を評価

すること。

2＋2SUREプロジェクトの実施

　本計画は1977年はじめに着手され、1980

年はじめに終了した。この間、野外観測が

1977年8月から1978年10月まで行われた。馬

検：討項園は次の通りである。

1．地上54地点における硫黄化合物・窒素

化合物・オゾン・炭化水素・粒子状炭素お

よび気象の観測

2　地上観測と併せて大気汚染質の3次元

解析を行うための航空機観測

3。排出源囲録（発生源別SOx、　NOx、浮

遊粉塵、炭化水素排出量）の作成

4．大気汚染予測計算モデルの作成

2－1－3主な結果
1．硫酸塩SO菟一について

　SO2主要排出源の風下100～30舷鶏以内で、

SO㌃の最大濃度が生じており、特に、大気

が澱んでいるとき、風向の変化が小さい

とき、などの気象条件下で高濃度が発生し

た。

　so㌃、硝酸塩NO三は全浮遊粒子状物質

の30％程度であり、sol…の80％は粒径25μm

以下であった。また、SU：RE観測領域（図

2－1－1）においては、粒子状のsol；NOヨ

は全大気汚染物質の鶏％以下であった。な

お、オゾンは40％以上、NOx　20％、　SO2

15％、sol㍉NO蒼以外の粒子状物質は15％

である。

　so㌃の濃度変化は気象条件に大きく左右

される。SO2→sol｝というガスから粒子へ

の変換過程は夏季に特に顕著で、so㌃の生

成には光化学反応が密接に関係している。

また、SOxの分布は、大気の鉛直混合と

気団の動きによって決まる。これらのこと

から、so㌃濃度の変化の度合いは、総観測

規模の気団の分類、あるいは、SO2、オゾン、

浮遊粉塵濃度等の大気質を変数とした統計

関係から予測可能である。

　SO2高排出源地域と、　SO2・sol｝濃度の

分布パターンはほぼ一致した。

π．NOxの挙動

　SUR鷺観測領域ではNOx濃度は概して

低い（メジアン6．6ppm）が、　SO2濃度（メジ

アン3．5ppm）に較べればやや高聾f。一方、

粒子状のNO蒼は、　sol…に比べ極めて低か

った。このことは、NOx酸化生成物の大

部分はガス状のままであることを意味する。

また、NO3は上空で高濃度を示す傾向にあ

ったが、対流圏内での窒素化合物の挙動に

関する適当な測定法がないため、その原因

は不明である。

　　広域大気汚染のモデル化
狙．

　　（SURADS）

　晴天時を対象とした広域スケールの大気

汚染モデルの開発とその検証を行った。そ

の結果、SO2実測値に対しファクタ3（推

定値が、実測値に対して3倍から1／3の

範囲にあることを示す。）、NO2実測値に対し

ファクタ2の範囲で推定できた。このモデ

ルは、汚染質の経闘変化を見積るのに有効

であるが、不確定性があって、現実の排出

量規制から期待される濃度の変化よりも大

きく見積られることがあった。全体として

は、広域スケールにおける大気汚染モデル

に関する今後の開発方向が示されたといえ

る。

2－1－4　所 感

1　発電所近傍の環境対策が整備されっっ

ある現在、広域大気汚染へのインパクトの

見積りが今後の問題となろう。その意味で、

SURE計画は有益な情報を提供してい

る。

2　広域大気汚染の解析を進める上で、

SUHEの排出源囲録のような正確・詳細

な排出源の把握が重要である。

3．主要排出源分布、気象条件、地形など、

我が国では、米国と事情が異なるので、観

電研レビューNO．8囎53



測網の配置法など工夫が必要であろう。

4．SU：RE計画は、主に晴天時における

SO2→so㌃の変換機構を明らかにしょうと

するものであるが、我が国ではこれに関

する実測データが乏しい。また、湿潤気

候区にある我が国では、雲一降水過程にお

ける汚染質の除去機構を検討する必要があ

る。

5．汚染質の除去機構に関連して、SOx、

NOx、硫酸塩、硝酸塩などの乾燥沈着に

ついての知識が、その現象の不確定さのた

め不十分である。今後の重要な検討課題で

ある。

6．SURE結果によると、大気中の粒子

状物質はガスに比べて少ない。我が国に於

いても、発電所排煙の追跡などによって、

その実態を明らかにする必要があろう。

7．　硫酸塩の高濃度域の評価については、

気象条件が異なるので、風下100～300㎞と

は一概に言えない。影響する気団の大きさ

から考えて、我が国では、1桁小さいスケ

ールの現象として取扱うのが良いかも知れ

ない。

図2－1一壌　SURE観測網
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　　　　「漁業と湖沼酸性化」
2－2－1
　　　　研究計画

　　　　　※　　rFisherles　an（i　Lakle

　　　　　　　Acidlfエcatlonj

　　　　　　　Pro〕ect　Descrlptlon

　　　　　　　RFP2346

　EP：RIでは1977年、アデロンダンク由地

3湖沼における酸性雨の影響を検討するた

めILWAS（lntegrated　Lake－Waもershed

Acidiflcatlon　Study一湖沼流域酸性化総

合研究）を開始した。現在では同地域の20

湖沼を対象としたRILWAS（汽egio難al

Integraもed　：Lake－Watershed　Acld魚一

catlon　Study一地域的湖沼流域酸性魚取
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合研究）を行っている。RILWASの一環と

して魚類現存量調査が含まれている。本計

画は総括的研究の中に漁業分野の予測的要

素を組入れるために行うもので計画の概要

は次の通りである。

1。数種の魚類の生息数変動を予測するた

めのパラメータを、バックグランド的条件

下で抽出する。

2．pH：、金属等の生活条件変化に対する魚

類耐性試験を行う。

3　魚類の生理学的機構を研究、特に2に

対する生理学的モデルを開発する。

4。　土記研究成果を踏まえ、魚類褄息数予

測モデルを開発し、RILWASの実態調査

と比較する。

　　　　降水の化学組成比較方法
　　　　に関するUAPSP（公益2－2－2
　　　　事業酸性雨研究計画）諮
　　　　問作業部会・会議録

※ 「Proceedmgs：A（i▽1sory

Workshop　on　Meもhods

｛or　Comparmg　PreCI－

Pltat10R　Chemisもry　Da一

もa」

UAPSP100（2月一1983）

　近年米国においては、酸性雨に関する社

会的関心が高まり、各種研究会が活発に開

催されるようになった。降水の観測体制も

整備され、北米においては表2詑一1に示し

た各機関の観測体制があり、観測地点は約

300地点にのぼる。これら観測網からのデ

ータを信頼性をもって最大限有効に利

用するには、観測方法の規格化、データ

の品質管理等を十分に行わなければならな

い。本会議録は降水の化学的観測網のデー

タ相互比較に関して、データの質的向上を

目的としたUAPSP諮問作業部会の議事内

容収録である。各部会の主題は次の通りで

ある。

　第1部会　データ品質管理と保証方法

　第2部会　データ品質管理・保証のため

　　　　　　の情報の利用

　第3部会　相互比較研究の必要性

　第4部会　記録保管の必要性



表2－2一鷹　北アメリカにおける降水化学組成観測体制一覧

　　　　　APIO＄　On之ario　Miaistry　on重he　E轟viroR構e漁t／△cidic£recipitation釦Ωn之ario皇tudy

　　　　　　　　　　オンタリオ州環境省／オンタリオ州における酸性雨研究

　　　　　　APN　Atmospねerlcε湾vlronme漕t　Service／△lr　aRd£reclPlta重め湾MoRitori錆9型etwork

　　　　　　　　　　大気環境局／大気および降水覧視観測綱

　　　　CANSAP　CaRadian　Ne細ork　f◎r　Sampliag　Acid　Precipi重atio農　酸性雨採取カナダ観測網

　　　DOE／EMし　Depar之掛ent◎f　Energy／ERvlronme麹tal　Measureme貧tsしab◎ratory　エネルギー省／環境計測研究所

　　　　　　FCG　FIorida　P◎wer　Coordinati縞g　Group　　フロリダ電力共岡事業体

　MAP3S／RAINE　墨ultista重e△tmospheric　20wer　2roduction量。鋪u麺on皇tudy／Regioaa1△cidity　of」㎏d横strial旦missions

　　　　　　　　　　多州にわたる発電に伴う大気汚染研究／産業排出物の地域的酸性度調査

　　　　　NADP　1猛atioRal△tmospheric　2ep◎sitio縞£rogram　　国設大気沈着物計画

　　　　　　NCA　Na之ioRal　Coal　AssociatioR　　連邦石炭協会

　　　　　ONTH　On重ario’Hydro　オンタリオハイド日社

　　　　　　SCε．So秘therh　Cali｛orRia　Edison　サザン・カリフォルニア・エジソン社

　　　　　　τVA　Teanessee　Valley　Auth◎rlty　テネシー川流域開発公社

　　　　　UAPSP　U脳ty　Acid　Precipi之atio貧Study　Program　　公益事業酸性雨研究計画

　　　　　　WISC　Wiscoasin　Electric　Ut纏ities／Wisco精sin　Department　o手Natural　Resource＄

　　　　　　　　　　ウィスコンシン電力事業体／ウィスコンシン州天然資源局

WMO／NOAA／εPA　y1◎rld麺eteoroめgical　grgaRiza之io錆／！里atio目alΩceanographic　and△tmospheric△dminis重ra癖oa／旦aviroa－

　　　　　　　　　　me貧tal　Rro之ec之ion全gency　世界気象機関／商務省海洋大気局／環境保護庁

　　　　　　pQC　Province　oでQ秘ebec　　ケベック州

2－2－3　UAPSP　1982年度年次報告

　　　　　※1　　　　　　　「UAPSP　1982　An捻ual

　　　　　　　Summary　Reportj

　　　　　　　UAPSP101（2月一ユ983）

　UAPSP（Uむi王iもy　Acid　Precipitatio簸

Study　Program一公益事業酸性雨研究計

画一）は、1980年代の降水の“質”に関す

るデータベースを確実なものとするため、

エジソン電気研究所（EEDとEPRIの主

導のもとに全米35の電力会社が参加して、

1981年に設立された。

　UAPSPの観測網は、図2－2－1に示すよ

うに、全米にわたる約20の地上観測局か

ら成るが、このうち5観測局は、EP：RIが

SURE計画に関連して設置したものを受

図2－2－1　公益事業酸性爾研究計画観測網

鱗

惑

囎 簿’

U19●

輪，

簑　．

u総

u17●

癒

　麗

一護

灘

鐵

　u9

●U12

虞，り鬼

　　　　　

鋸灘聾

、　　　藩

麟融撒難、難灘撚

懸

ミ夢

、懇

難

竈隆

蒙

u謹3

　　　　

轟難

　竃

騰6，、　、i、懸箋撚

難

撒

醸

鴛

灘

’護・

癖

●

麟

蕪

・轟

臨．

　覇

懸

饗

羅

熱

鎌・

馨

霧

簸

灘
慧

礁

灘

談

礁

撫灘躍

電研レビューNO．8磁55



け継いでいる。現在のところ、観測チータ

の蓄積と解析とはi分行われていない。し

かし既設観測局のチータは、EP汽至／SURE

のそれと類似した傾向を示している。すな

わち、

1　降水の酸性度は、テ不ノー・インディ

アナおよひオハイオの各州て最も高い。

2　NH♂、　Ca肝、　Mぽ＋か高農度のインデ

ィアナおよひサウスダコタては、SO～およ

ひNO∫農博も相対的に高い。

3　ミノノノピ川の2曙側、南部およひニュ

ーインクラントの北部ては、H＋、　SO匙、

NO♂濃度は比較的小さい。

4　平均的にみれは、NO∫濃度は而より

も爵の方か高い。これに対してSO42一濃度

は、繭も雪も同程度てある。

　UAPS：Pの予算総額は、1982年度　650

万｝・ル、圭983年度　867万｝・ルてある。1983

年度予算の大部分は観測費・分析費およひ

チータ解析費てあり、事務費は約30万トル

てある。

　来年度のUAPSPの響動は、鈎ら観測

図2－3－1

の継続を中心に実施される予定てある，、詳

細な解析には、最低2ケ年間のチータの蓄

積を必要とするから、結論は茎984年中葉以

降まて待たねはならない。
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EPIRIにおける固体廃棄物
の環境影響に関する研究
（SWES）の概要
※　「Sohd　Wasもes臨v王rO鍛

　　menもal　Sもudles（SWES）

　　at　EPRu

　　LPMurarka（3月一1983）

　EPR王におけるSWESプロノェクトは

1977年に開始されている。当初はフライア

EPR！における固体廃棄物環境影響プ鐵シェクト（SWES）の研究開発フ鱗一図（1982）

ノソユに含まれている微量成分を中心に研

究か進められていたか、1981算にRCRA

（Reε）ource　　Conservatlorl　and　　Reco

very　Acレ資源保全筆生法）か改正された

のを機会に研究の目標を1溶出成分の地下

水への移行モテルの開発／にしほり、1987

年まての新たな研究計画の策定をそコつた。

研究開発の全体のフ償一は図2－3－1に示し

た通りてある。

　SWESは12のフロノェクト研究から構

成されており、現在まてにその半数か終了

している。報告書はすてに7編か公表され

ており、さらに7編か近Ei中に公表される

予定てある。それぞれのプロノェクト研究

の推移と実施費ナ画は四二鋭2に示した通り

てある。

ノ王）段粋　フ餌ノェクト鍵0

年　　次

研究管理

評緬体制

研

究

開

発

フ

1981以前 1981 1982 1983 1984 1985 1986以下

EPRIのスタノブによる検討
鷺P肥のスタソフと研究実施機関による

技術的閥題の検認なりび1こ結果の欝：価

3

石炭灰の物理的・化学

I性状　　RPエ487－12

3

廃棄伽挙動を姻する環

ｫ國子　　鯉148み13

1　　　　　　　　　　　2 6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1三、12、13

研究欝画
�ﾐ1620－7

，容出成発の地下水へ爾難行モ

fルの検爺　　決P－161働

地下水への移行モデ

汲ﾌ改良瀞1619

地下水への移行モデルの開発と：実証

@　　　　　　　　　　　決円6三9

7a
1

フライアソシ篇の微量元素の溶

Cとその化攣形態　段円◎61＿1
固体廃棄物からの溶出成分に射する土壌の緩衝作絹　R狸198．1

5 7b

公定法による溶

o試験R搬487
　　　　　　　　　ノ?体廃棄物中の各種戒分の短期ならびに長期鷹出特性館2198－2

3 4．8

フライアソソ議と石炭ガス化残謹からの各種

成分の溶鐵と流出特性 衆随轟86、段円◎6三
固体廃棄物からの溶撫成分の地下水による移動贈22SO

5 5．9

フライアツンユの化学組成の統計的な評纐

@　　　　　　　　　　　　　嚢円62◎一1
地下水のサンプリングと分析方法　　贈22s3

56



図2－3－2　SW巴Sの各プ環ジェクトの推移と実施計画 注）●　既刊報告書　▲　作成済、電蔵置入手　○　刊行予定

フQジエクト

　No，

RPIG61

RP1486

ぎミP1487－1

RP1620

RP1487－12

RP1487－13

RP1619

RP2198－1

RP2198－2

RP2280－1

RP2283－1

RP2283－2

プ　ロ　ジ　ェ　ク　　ト

石炭灰中の微量元棄の溶出とその化学形態

石炭灰と石炭ガス化残渣の化学的特性の比較

公定試験法による固体廃棄物の溶出試験

厳灰φ酵鯨嫌病田イ藤．

石炭灰の物理的・化学的性状

廃棄物の挙動を支配する環境因子

溶出成分の地中移行モデルの開発と評価

固体廃棄物からの溶出成分に射する土壌の緩衝作爾

固体廃棄物中の各種成分の短期ならびに畏期溶出特性

固体廃棄物から発生した汚染質の地下水による輸送

地下水のサンプリング手法

地下水の水質の解析・評価

年 次

77　　78　　79　　80　　81　　82　　83　　　84　　85　　86　　87

　　　　　　　　　　　OEA－1822

　　　　　　　　　　　　　　　●EA－2588

　　　　　　［＝］鮒2867

　　　　［コ鰍1667▲

●旺A－24三5
　●εA－2538－S段
●巳A－2959

口▲

□○

□
褒2－3一壌　推進すざき研究計画 ＊モデルの検証およびデータベースのた：めのフィールド実験を含む

分類 題　鼠 期　待　さ　れ　る　結　果 実施期闘
研　究　費
ｩ積額（＄）

現在までに開発されたモデル
ﾌ：文献調査

使用可能なモデルの選択
1982年3月～
P982年12月

200，000

廃棄物の性状に関する文献

ｲ査
固体廃棄物の物理的・化学的性状、廃棄物の溶趨性に関するまとめ 1982年3月～

P982年12月
150，000

概念モデルの

J発
廃棄場所の水文学的および地
ｿ学的性状に関する文献調査

廃棄場所の性状に関するまとめ、タイプ別による分類 1982年6月～
P983年6月

200，000

概念モデルの開発 概念モデル、重要な未解明事項、詳細な研究項輿
1982年6月～
P983年6月 250，000

溶出試験方法の評価 溶出方法に起因する変動要因の解明、フィールド条件に最適な方法
ﾌ選択

1982年10月～
P983年9月 300ρ00

ブイールドお
謔ﾑ室内実験 溶出挙動に関する研究

主要なプ日セスおよび溶出に影響を及ぼす変動要困の解明、溶出量
ﾌ規制方法の効果 1983～1987 600，000

溶出成分と土壌との相：亙作用
溶出成分と土壌との相互作用（SSDとそのプ爲セスおよびSSIに影響
ｷる土壌一岩石および溶出水の化学的因子の定量的な解明 1983～1987 1β00，000

モデルの開発および改良
既存および建設予定の石炭火力発電所とそれに吟ずいする灰捨場の
n下水への影響に關する予測手法 1983～1987 2．500ρ00

　　　　　＊
cfルの開発

モデルの検証のためのフィ縣
泣h実験の実施

灰捨場の特性評価 1984～1987 3．000ρ00

データベースの作成 各種分析データの収集 1983年1月～
P987年12月

750，000

研究結果の
ｭ表

研究会の計画および実施
各種研究会の実施（Progra澱Study　Re＄雄s　Workshops　Model
`ρpiica竜ion　Workshops　EPR圧PA　Workshops） 1983～1987 35qOOO
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　　　　固体廃棄物からの溶出成
2－3－2　分の移動に関する研究計
　　　　画の策定

　　　　　※　「Planni捻g　Workshop　o捻

　　　　　　　Solute　Migratio稔£rom

　　　　　　　Ut重1iもy　SOIid　Wastes」

　　　　　　　EP貧I　Proceeding’s

　　　　　　　EA－2415（6月一董982）

固体廃棄物の環境影響に関する研究：

必要課題と優先順位

　　　　　※　「Solid．Waste　Enviro簸一

　　　　　　　mental　Sもudies：The　Ne－

　　　　　　　eds　a識d　Prioritiesj

　　　　　　　EPH王Special　Report

　　　　　　　EA－2538－SH（8，月一1982）

　固体廃棄物からの溶出成分の挙動を予測

するために必要な研究課題を討議する冒的

で、1981年11月10日から12BまでTennessee

州のNashvilleにおいて研究計画策定会

議がEPR1の主催のもとに開催された。本

会議には電力会社、大学、民聞研究所、政

府機関の専門家が30名参加した。

　本会議においては、まず下記の6項目を

研究推進のための基本的事項として確認し

た。

1．既存の地中移行モデルのテスト

2．新しい概念モデルの開発と未解明事項

の確認

3．実験室およびフィールドでの実験的研

究の実施

①溶出を支配する主要なプロセスの解明

②主な溶出成分と土壌との相互作用

4．　溶出成分の溶出、移動、土壌による緩

衝に関するシミュレーションモデルの開発

と適用

5．開発されたモデルのフィールドへの適

用と有効性の評価

6．　研究成果の電力会社への周知徹底

　上記の基本事項に基づいて、それぞれの

研究計画の討議を行い、表2－3ヨに示した

ような研究計画を答申じた。

　以上の研究計画策定会議での答申、各種

委員会ならびにアンケート調査結果に基づ

いて、最初の5年間に実施すべき課題の摘

58

衷2－3－2　供試試料の主要成分および微量成分組成

Mi土chell　Stationa CE－poub Merrimack　StatiORC

フライアッシュボトムアッシュ　スラグ スラグ フライアッシュd

％　鍵灘奴頭欝麟麟灘囎濡濡　灘麟　灘

Si

Al

Fe

Ca

Na

Mg
K

Tl

S

C

20。5

U．6

1α2

3．09

0．56

α45

　王．19

α62

0．80

7．04

2L6
11．9

三4．9

2．38

α55

0．4．6

　1．10

α56

0．18

0。58

19．2

i4．9

14．4

L32

α87

0．31

1．32

0．59

0．3王

α80

21．4

12．6

12．2

5．52

0．94

　L62

　1．03

α60

α07

0．16

18．0

11．2

B．エ

3フ2

1。34

0，73

L58
0．58

α91

4．6

Ag

As

Ba

Cd

Cr

C穫

Hg

MR
Ni

Pb

Se

ZR

＜1

93．

743．

　α82

U3。

68．

　0．10

188．

129．

50、

12．

92．

＜1

　3．2

551．

＜0．1

87．

44．

　0．006

176．

122．

　8．

N．D．

32．

μ9／9

　＜2

　　3．6

1，470．

　　0．18

4，750．

　68．

　　α011

　273．

　228．

　　49
　　1．0

　28．

　＜2

　　1．8

1，253．

　　0．64

　126。

　69．

　　0．008

　205．

　98。

　　8．1

　　2．2

　32．

　＜2

　393．

1，400．

　　4．2

　298。

　43王、

　　0．04

　182．

　158．

　309．

　N．D．

　460．

注）a：
　　d　：

出と優先順位が、SWES諮問委員会によ

って取りまとめられた。このなかでは特に

重金属元素と無機物質の挙動、土壌による

緩衝作用についての理論的考察、実験室的

な検討、フィールドでの調査が、最初の1

～3年の間に実施すべき重点課題であると

指摘されている。

　　　　石炭火力発電所と石炭ガ
2－3－3　ス化プラントから発生す
　　　　　る固体廃棄物の比較

微粉炭焚き火炉　　b：噴流式ガス化炉　　c：湿式火炉
このプラントでは再循環されている　N．D、：不検出

※ 「Compariso捻　of　Solid

Wastes　from　CoaエCo．

諭αbustio簸　　a，捻d　　Pilot

Coal　Gasification　Pla一

鷺もs」

E王）R更Fi難al　Report

EA－2867（2月一1983）

噴流床石炭ガス化パイロットプラント

（150t／d）と石炭火力発電所（微粉炭焚きお

よびサイクロンボイラ）からの固体廃棄物

の比較検討を行った。使用した石炭はいず

れもピッツバーグ炭で、固体廃棄物の組成

は表2－3－2に示した通りである。

　石炭ガス化のスラグとサイクロンボイラ

のスラグの物理的ならびに化学的性状は類

’似しており、両者とも有害な無機成分の溶

出はほとんどみられなかった。しかしなが

ら微粉炭焚きボイラから発生したフライア

ッシュからは、特定な有害元素（例えばCd）

が比較的溶出し易かった。

　噴流床石炭ガス化プラントからは、フラ

イアッシュ状の固体廃棄物がほとんど生成

されず、発生するスラグは石炭火力のもの

と岡等に管理することが可能であり、さら

に副産物として硫黄が回収できるなどの

利点があることが明らかになった。　　　鞭



　　　　　　　　　　　　　　　　および計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当●経済研究所

・管理
・評価
所長　矢島　昭

　

躍

轟

ク

繍ン

撫
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匠 膨

㍉

楼

＜

》

欝

￥

轡
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u

響

術　　の　分　　類

昏

へ

∴

溺

鳶

診

書　夢

ぐ

嘆

　ヤ

§

幾

遊

緒

曝

　　養

葦

鋤評価対象技術とその分類

　　　　EPRIにおける新発電
3－1－1
　　　　技術の比較評価の方法

　E：PR至ては研究開発計画に役立たせるた

め新発電技術の比較評価を首尾一貫した方

法て行う手法を開発した。それは、経済的

要因のみならす、それ以外の要因も考慮し

て評価する方法て、図3－1－1に、その過程

か示される。

　図3一エー1のスクリーニング（ふるいわけ）

研究は、2つの方法て行われている。最初

リ　一　ニ　ン　ク　　・

　次評価　）
　　　　　　　　ミ
号

團：有望な発電方式を選択

㍗趨化難い評価基準による4蔓劣度
ヒ

～曝評価は、簡畢な技術的チータを基に行う
き

薗∠

細　　研　　究
　次　評価　）
　　　　　　　　＼～華

1顕負荷分類別に選はれた技術の競合関係
ま

紳将朱の電原構成の決定
箋

1弱新技術開発による期待利益の解析
を

；。評価は、比輸詳細なチータを基に行つ
｝

ζ

　究開発請：価，
（優先度の決定）
　無題㌃　駄　　　　／　ノ　　　　〆　　　　　　　5尺　　　　　恥　～

　　繍新技術開発と研究開発課題の優先順位

図3一ト1　εPRIにおける技術評価のしくみ

年間の均等化発電費用（発電コスト×設備利用＝率二）
（トル／kW年）

は、発電コストによる経済駐評価てあって、

図3－1－2に示すスクリーニング線図を描く

ことて、経済性に大きく不利な発電技術を、

評価の範囲から落してしまう方法てある。

　第2の方法は、発電コストては表わし難

い定量化てきない要因を考慮した評価てあ

る。その場合の評価基準として考えられる

ものに、以｝トに示すような項目かあけられ

る。評価は、各項目に重みをつけることて

評点法により指標化することて行われてい

る。

500
u賊B

Un詫A

400 スクリーニング線

URItc UmtD

300

200 一

100

0

調妥
電原運用曲線

u携ltBヴ UmtD umt　E一 （年度毎のスクリ

ニンク線の投

ρ◎妥

副妥・ 25 　　50　　　　　　75

ﾝ備利用車
100％

図3一レ2　スクリーニング線図
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発電技術評価基準

A．電力供給量の確保

①電力需要の想定

②ピーク需要の想定

③負荷曲線

④発電所の廃止計画

⑤系統の信頼性

B．資　金　問　題

①資本の確保

②発電所建設中の現金フロー

③投資闘収率

④発電所の寿命

⑤廃炉費用

C．発電コス　ト

①資本関連経費

②運転費壌

D．発電プラント特牲

①ユニット規模

②信頼性／利用率

③系統への適応性

④効率

⑤燃料の適応性と晶質

巳．資　源　確　保

①燃料

②水

③土地

F．環境への適応性

①空気

②水

③固体廃棄物

④公害汚染物質の潜在量

G．社会的な影響

①安全性

②制度上の問題

③住民間題

60

H．立地対策　　 ③試運転期間

①環境要因

②資源確保　　　　　 」．企業活動
③地盤　　　　　　　　　　　　①新事業としての可能性

④景観　　　　　　　　　　　　　②事業の継続性

⑤輸送ルートと輸送距離

⑥集申型か分散型　　　　　　　K．地域格差による適応性

⑦地域社会・人ロへの影響

　　　　　　　　　　　　　　　　L．研究開発面

1．り一ドタイム　　　　　　①研究開発費

①認可、安全審査期間　　　　　　②研究開発期間

②工事期間　　　　　　　　　　③成功の確率

図3一ト3　匠PRl研究開発評価手法による意思決定プロセス

④技術導入の可能性

⑤技術の不確実性

M．商　　業　　性

①市場性

②製造能力

③資材確保の可能性

④最近の企業投資傾向

⑤商用化費用

⑥技術の不確実性

⑦事業および政治的な不確実性

⑧電気事業の関心

図3一ト4　巴PRl地域分析システムの一例〔電力損失の1％向上による節約効果（電力Qス8→7％と仮定）〕
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　　　　　研究開発の利益評価
3－1－2
　　　　　　　地域分析

　E：PRIては、その研究開発計画か電気事

業にとの程度の利益をもたらすかについて

の研究を1979年に開始し、これまでに次に

示す4つの手法を開発した。

1　ヘース負荷発電技術の信頼性向上によ

　　る利益評価

2　発電技術の効塗向hによりもたらされ

　　る利益評価

3　電力系統損失向hによりもたらされる

　　利益評価

4　環境技術の費用削書方広の開発による

　　利益評価

　評価は、電気事業の技術やノステムを向

上することて、定量的およひ定性的な判断

による潜在利益か、との程度得られるかを

評価することにある。図3一レ3に、その評

価の曹思決定プロセスを示す。図は、電気

事業か、上記の利益を達成するのにEPR王

かとういつた役割を果すことかてきるかを

評価する方法を表わしている。

　この評価手法により、米国全土を6地域

に分割したときの各地域における利益と、

国全体から見た利益を算定している（図3－

1－3、図3－1－4　前犯）。

巴PRI側提出：實糾

1RALoth，　ODG1王der＄王eeve，　SA

　Ve3tasa　and貧WZere捻「CQmpa一

図3－2－1　全米電力需要想定

　raも1ve　Eva1瞼も10捻of　New　Electr1C

　Generaもmg　TechnOlogles

2JJMulvaney「R＆D　Benef三もs　Asse－

　ssment－A　Reglonal　Approachj

　　　　E：PRI（未公表）

3－2－10veriew＆StγategY
　　　　1982年版のアウトライン
肇　全米電力需要想定

図3－2－1を参照。

2　各種発電技術の可能性と重要度

表3一か1を参照。

3　必　要　条　件

①所要資金

②燃料の入手可能性

③健康、安全、環境

④省工不ルキー

⑤電カソステムの悼縮性

150

125

100

75

50

25

00

予予的トレントの延長線上て経講成畏した場綴

糸蚤，斉成長力・適正な場ド禽

　　　　　　　　　　　　　／
　　　　　　　　　　　／／

　　　　　　　　　／／
　　　　　　　／／
　　　　　／／
　　　　！／
　　／／
！！

経済成長か最小の場含

／
／

／

／
／

／
／

実　績

経，斎成長：カ・下甲落：した場合

／

1970 1980 1990
一トL⊥⊥4

2000 2010 2020年

4　技　術　戦　略

④在来型技術の改良

②新技術の選択的実証

③有望な科学技術の開発

④他所の動向フォロー

5　経　営　戦　略

①発電、輸送、利用について選択的計画策

　定

②研究開発における分業

③成功した技術の普及

6　発　　　　　電

①既設設備の最大限の利用

②負荷増への対応

一εPRlの戦略一

①現技術の生産性を重視

表3－2一璽　各種発電技術の可能性と重要度

技 術 採点＊　評　価

①微粉炭火力 456極めて有望

②軽水炉

③高効率ガスタービン

330
　　有
302

望

④一州床

⑥水力発電

⑥複合発電

⑦揚水発電

⑧石炭カス化複合発電

⑨燃料電池

⑩風力発電

27i

258

258

254やや有望
246

239

217

⑲新型電他電力貯蔵

⑫太陽光発電

⑬地熱発電

⑭太陽熱発電

⑮増殖炉

⑯圧縮空気貯蔵

⑰カス火力

⑱核融合

⑲石曲火力

⑳カス冷却原子炉

184

183

170

i65

160あ　ま　り

154有望てない

151

145

142

132

＊

非常に重要篇5

重　　　要薫4

やや重要　　　＝3

あまり璽要てない竃2

重要てない　　　鍛1
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　・既設プラント

　・新設在来型プラント

②育　成

　・クリーンで経済性ある新石炭技術

　・モジュラーで短期立地可能な発電方式

　・新型原子力・再生可能エネルギー

7．輸　　　　　送

①既存システムの最大限利罵

②負荷の増大・変化への対応

一EPRlの戦略一

①既存送配電システムのコスト低減

②在来システムの拡張

③高効率、大容量で伸縮性のある新技術の

　育成

8。エネルギー管理、省エネルギー

①負荷管理、需要管理

②エネルギー利用の生産性向上

一EPRIの戦略一

①供給管理のための貯蓄技術

②電力会社の負荷・エネルギー管理の支援

　・情報交換と促進

③生産的新技術のあっせん

9．エネルギー分析

①将来の強い不確実性

②電気事業をめぐる諸問題

一EPRlの戦略一

①EP：RIのR＆Dのガイド

②経済における電力の役割

③R＆Dオプションの評価手段

④電気事業の要請に応えて情報と手段を提

　供

10．環　　　　　境

①国全体についての継続する問題

②コストとの効果のバランス

③十分な情報量

一EPRlの戦略一

③データ、手法、事実の提供

②コントロール技術の改良

③新技術の影響測定

62

竹。燃　　　　　料

①価格、入手についての不確実性

②豊富な石炭とウラン

　・コストは上昇するか

③ガスと石油はやはり高価

一εPRIの戦略一

①改善すべきは

　・石炭の利用度

　・核燃料の寿命

②石油を石炭で代替

③電力用合成燃料開発の選択肢

凄2長短期別研究開発計画資金配分

0～10年69％　　10～25年　28％

25年～3％

13研究分野別資金配分

　　　エネルギー管理、省エネルギー9％

エネルギー分析4％

　　　　　環　境
輸　送　　　16％

15％

化石汽力
　23％

発電計

　　44％

その他

12％

燃　料
12％

原子力汽力g％

　　　　電力需要想定の戦略的3－2－2
　　　　　フレームーEPRIの経験

1．全　　　国

　方法とモデル　　　　　　　　　　年＊

1．Simple　statisむical：　　　　　　　玉974

　electricity－GNP　regressiOn

　analysis

2．Economic　optimization：　　1976

　ETA－MACRO
3。Econometric：　　　　　　　1977

　EPRI　Demand　XX

4Economic　oPもimization：　　1978

　Stanford　PILOT

5．Engineering　Process：　　　　　　　1980

　Min主mum　expectation　eco一

　捻omic　growth

H．部　門　別

　方法とモデル　　　　　　　　　　年＊

1．Simple　staむisむica1：　　　　　エ980

　indusむrial　dema鼓d　analy－

　sis

2．Engineering　process：　　　　　1980

　reside捻tial　demand　analy－

　sis

3．Engineering　process：　　　　　1980

　conユmercial　demand　ana＿

　1ysis

4．Enginee「鋤9　P「ocess：　　開発中

　energy　consumption　patte－

　rn　analysis

5．J資dgementa1：　　　　　　開発申

　survey　of　specific　i捻dustries

皿．地　域　別

　方法とモデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　年＊

1，Simple　statistical：　　　　　　　　1980

　regional　trend　analysis、

2．Economeむric：　　　　　　　　　　　　　　1980

　Staもe　Leve王　Electricity　De－

　ma汽d（SLED）

3．Engi捻eering　process：　　　　　1980

　EPRI　Regional　Systems

4。Engirleeri隷g　Process：　　　　1980

　：Regional　Electricity　MOde1

　（HEM）

5．Econometric：　　　　　　開発中

　Stat臼Level　Energy　Demand

＊：はじめて計画策定に使った年
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　最近、我か側ても「電力ノフト」か、電

力需要の伸ひの低滞するなかてクロースア

ノブしつつあるか、現在まてのところその

中心はヒートポンプによる暖房なと主とし

て民生部門における電力ノフトてあり、産

業部門については凋査すら十分てなかった。

£PRIては米国における電力ノフトに対す

る電力会社の方策を検討するため、電力ノ

フトに関する調査をここ2、3年進めてき

ている。

　その調査の第一ステノブは電力ノフトに

寄与する電力利用技術の検討てあり工業部

門別にピアリンクを門門とした野冊結果か

まとめられつつある。電力会社と需要家の曾

て電カノフト問題を検討する会合（PAMs篇

the　Process　Apphcatlon　Meeむmgs）も

もたれており、この調査はそこにおける討

議の基礎材料となっている。

　この分野における鴛P：RIの役割は工業部

門における電力ノフト技術の候補を見い出

しその経済性や技術の内容を調査するにと

とまらすそれらの技術の欝欝ルキー効率、

経済性、信頼性を向上させるための機器の

研究開発も含んでいる。

　調査の対象となった技術は肛業部門の

聯繋ノフト調査対象一覧」に示すとおりて

あり、

1　高温の素材製造技術

2　高醗の加工技術

3　中低温素材製造技術

4　塗装・仕上け技術

の4つのクループに分類されている。米国

てもこの分野に関する情報は不十分てあり、

工業部門における生産性向上と製造コスト

の焼滅のために電力およひ電力利用技術を

導入、評価していく上て、より体系的定量

的チータか今後増々必要になってきている。

　現在、個別の産業部門、個別の技術こと

に調査か進められ、より有力な対象技術の範

囲も狭め、その技術を適用した場合の電気

事業側への影響、たとえは負荷麟線の変化

なとについても検討か進められている。こ

れらの調査結果の一部についてはすてに

EPEIレポートとして公表されている。

　電研においても超長期工不ルキー戦略研

究会の作業の一環として工業部門の電カノ

フト調査か進められているか、我か国ては

米国よりさらにこの分野の晴報か不足して

おり、今後E：PRIとの購報交換等も利用し

つつ基礎的な構報の収集を進めるとともに

電力ノフトの可能性、その工業およひ電気

事業への影饗を明らかにしていく必要かあ

る。

工業部門の電カシフト調査対象一覧

1　高温の素材製造技術

①Dlrect　Arc　Meltmg

②lnductlon　Melもmg

③Vacuum　Melt1鍛9

④PlaSma　Arc　Melt1簸9

⑤Dlrect　Resユsむance　Melt1鷺9

⑥Electroslag：Remelt凱9

⑦Plasma　Meta！s　Reductlon

⑧Plasma　Chemlca！Synthesls

⑨£lectrolyし1c　Reduct10徽

2　高温の加工技術

①1nductlo篇｝｛eatmg

②Reslstance　H：eatmg

③Elecもro臓Bea獄H：eatmg

④Laser薮eaもmg

⑤H：omQpolar　Pulsed　Heatmg

⑥Electrlcal　Dlscharge　a鷺d　Electro－

　chem王cal　Mach撫ng

⑦Electromagnetlc　and

　rauユ1c　Formmg

Electrohyd一

3　中低温素材製造技術

①EiecもrQlytlc　Separatloれand　Elect－

　rochem三cal　Sy鷺thesls

②Heat　P疑mps　and　Mechanlcal　Va－

　POr　Hecompressユ。臓

③Vanable　Frequency　AC　Drlves

④Radlo　Freq疑ency　a盈d　Mlcrowave

　Heatlng

⑤Laser　Chemlcal　Process1盈9

4　塗装・仕上げ技術

①UltravlOleも　a磁　EleCtrOn　Beam

　Curlng

②1nfrared－Drylng　and　Curmg

③Low　Temperature　Plasma　Trea払

　me捻t

旺PRI側提出資料

11敷d“stnal　Electr三flcaも10簸王）rogram

　Pla燕，　Energy　Management　and

　Utlhzaも10n　DMslo捻，　EPH至，　A礁gu－

　st，1982

2P王asma　Processmg　for　Materlals

　Productlo無，　EP：RI　EM－2771，　Dece－

　mber，　1982

3Electrlcal　Beat磁g　of　Forglng　Bレ

　Uets，　EP：RI　EM－2644，　November，

　1982
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3－4－1視界改善の費用便益分析＊！

　発電所からの排カスによって、国立公園

内の視界（視程）か悪化し、その結果公園

の価値か低下する恐れかある＊2。これに対

して、本稿ては、排カス対策を講しること

によって視界を改善しようとするときに必

要な費用と、改善の結果期待てきる便益と

を比較考量した。

　事例研究はメサ・ハート及ひクレート・

スモーキ両国立公園を対象とした。

　便益を測定する方法としては、Blddmg

Game手法とCOntlgent　Ha誌m9手法の

両方を用いた。しかし、前者ては結果に偏

りか生しやすいため、主として後者の方に

力点をおいている。

　メサ・ハート国立公園の事例ては、つき

のように分析した。

　Contlgent：Rankmg手法の適用ては、

観光客か公園を訪れるときの誘因として、

①視界の良さ＊3、②公園への入場料金（箪工

台当り）、③混雑具合＊4をとりあけ、各誘因

の状侃か様々に変わったときその地を訪れ

ようとするかとうかを調査する。その結綴

を統計的に処理し、各誘因か改善されたと

きの価値を導く。各誘因についての状況の

変化はスライト写真や数値チータといった

情報て表現した。実際の凋査ては、1981年

の夏期に公園を訪れた観光客に対してアン

ケートを行った。

　各誘因の価値について得られた結果は表

3畷一1てある◎

64

　視界を改着するための費用はつきのよう

に推定した。対象とする発電施設は70万

kW　3基からなる石炭火力発電所のモテルて

ある。この発電所の各ユニノトことに排カ

ス対策＊Sのレヘル＊6を想定し、各対策に要

する費用を計算した。対策の費用はBART

を採用したとすると、年掛約8000万トルと

見積もられた。

　～方、対策の結果、視界は表3畷一2のよ

うに改善される。この表と表3辺一1から、

観光臣的てメサ・ハート国立公園を訪れる

年間167万台の車に対する便益、つまり現

状の視界から、BA：RTという対策を講し

て視界の改善をはかるときに得られる利用

者の便益は、年間約57万トルになると算

定される。

　たたし、この便益には観光客以外の人々

や、殻物、健康に対する便益は含まれてい

ない。

　クレート。スモーキ国立公園ての事例研

究ても、ほほ隅様＊7の方法て費用便益分析

を行った。結果は200万kWの石炭火力発電所

を対象にすると、視界改善のための年間

費用は6400～8200万トルてあり、～方尊

墨3・牛1　各誘因の価値（メサ・バート国立公園）

界改善による年間の便益は約500万トルて

あった。

　Blddmg　Game手法を用いてメサ・ハ

ートて行った調：査（1980年）＊8ても、ほほ問

様の結果か得られている。

　またBlddlng　Game手法を用いてメサ

・ハートのあるフォー・コーナスて行った

別の研究（1972隼及ひ1977年）ては、地元

住民に対する便益も考慮しているため、結

果は異なっている。しかし、観光客への便

益についてはEPRIの結果とほほ似ていた。

　結論としては、視界改善の便益は、ここ

ての分析て考慮しなかった便益を別にする

と、改善に要する費用に対して小さいこと

か分かった。

　また、視界の価値というものは、各国立

公園ことに相当異なっていることも示して

いる。

＊1REWyzga　and　DRae，“Cosむ一Be

　資eflt　AnalyslS　Of　Vlslblllty　1恥Two

　Naむ王Onal　Parks”1982

誘 因 　　価
i入縁者の車i台当り、

値
トル）

視界の改善

餌明のまま

烽竄ｩり晦明

ｩすみから餅明

yいかすみから餌明

0510457284

混 雑 循ち時間1助闘・噺 243

視界出現頻度（メサ・バード国立公園、夏期のB中、％）

視　　　界　　　の　　　状　　　況

対　　　　　　策
も　や かすみ 軽いかすみ 鮮　明

　現　　　状
rカス・対策適絹

@（BART）
@発電所なし

11

P0

19

Q0

Q

56

U0

U0

14

P9

R8



＊2 {文中には明記されてはいないが、米国

　の国立公園制度では、発電所が公園の内

　部に設置されるとは考えられないので、

　公園周辺での立地を対象としていると思

　われる。（要約者注）

＊3 糾Eの良さは4段階に区分した。①もや、

　②かすみ（視界約120㎞）、③軽いかすみ、

　④鮮明（視界約260㎞）

＊4 ｯ公園の主要な旧跡施設への入場待ち時

　間

＊5 ﾎ策はTSP、　SO、　NOx、の3物質が対

　象である。

＊6 ﾎ策のレベルは3種類で、①対策なし、

　②現状、③BART（Best　Avai熱ble　Re－

　trofit　Techndogy）である。

＊7 糾Eの段階のとり方や、混雑具合の設定

　方法が異なっている。

＊8Nationaエ：Park　Service（N：PS）が実施。

　最終報告は未公表。

3－4－2　所 感

1．手法について

ユ．このレポートの方法論自体はとくに新

しいということはないが、実際に行った調

査の規模を推察すると、非常に多くの研究

調査費がかかっていると思われる。

2．このレポートを見るかぎりでは、便益

算定の枠組が十分でないと思われる。つま

り、更に検討すべき点として、

①とりあげている公園の誘因が部分的で

ある。観光客等、利用者の公園訪問から得

る便益をどう算定するかの方法論を検討す

ること。

②視界を含めた国立公園の各誘因の価値

を、聞接的利用者や、将来の利用者をも考

慮して算定すること。

③利用者の行動を、住居→移動→訪問→

移動ゆ住居、というひとつづきの流れでと

らえ、そこでの費用と便益とを検討するこ

と。

等があげられる。

ワイルドな自然を残す米国の国立公園

璽。国立公園の違い

1。米国の国立公園制度では、「ワイルド

な自然、景観の保調をその囲的としてお

り、公園内での発電所立地はありえない。

しかし、我が国の国立公園の制度は「地域

性」という形態のため、保全と利用との兼

ね合いから、許可があれば発電所の立地が

可能である。

　そのような立地の場合には、排ガスによ

る視界の隠害のような間接インパクトより

も公園の景観に直接視覚的なインパクトを

与える可能性が高い。

2．我が国の国立公園と米国の国立公園と

では、その規模に著しい相違がある。我が

国の公園内景観は、肌理の細かい地形でか

たちつくられているため、非常に傷つきや

すいという特徴がある。

3．我が国の平均視界（視程）は、10数キ

ロ～20数キロ程度であり、このレポートの

2事例のような100キロ～200キロという

視界は得られない。もし、我が国で視界の

評価をするならば、そのキロ当りの価値は

相当大きいものとなろう。

斑．本手法の我が国への適用性について

1．米国の環境アセスメントでは、多くの

場合費用便益分析による評価が含まれてい

る。我が国の環境アセスメントにはそのよ

うな考え方はとりいれられていない。しか

し、我が国でも最近、関係官庁や地元等か

ら当該開発計画案に対して代替案との比較

評価を求められるケースがでてきている。

このような要請に対する方法論として、先

にコメントしたような我が国の実情にあわ

せて、本手法を見直した手法を組み立てて

おくことが重要と思われる。

2．そして、そのような手法は現在、直接

環：境アセスメントに用いるというよりも、

地元との話合いや、地元との合意をはかる

うえでの有力な材料として使うことができ

よう。

3．とくに、今後我が国では、発電所の公

園内立地を求めざるを得ないケースがでて

くると考えられており、地元への経済効果、

公園利用者への費用と便益、電気事業者の

費用と便益を含めて手法を組み立てること

が有益と思われる。　　　　　　　　囎
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　　　　　　　　　　　　担当●電力研究所所長上之薗博

　米国においては、1973年置石油ショック

以降、輸入石油の削減、石炭・原子力発電

所などベース用発電所の有効利用などの観

点から、オフピーク時電力を貯蔵し、ピー

ク時にこの貯蔵電力を用いるロードレベリ

ング用としての、鉛蓄電池よりも高効率、

高エネルギー密度が期待される新型電池の

開発が行われている。この新型電池開発は

エネルギー省（DOE）と電力研究所（EPHD

を中心として行われている。EPR王の電力

貯蔵用電池技術に関する至近年度での計画

は、

1．1983年中にB露ST施設で2つの電池

システム（500kWh亜鉛一塩素電池、500

kWh改良型鉛蓄電池）の評価

2．需要家端電池電力貯蔵システム適用の

フィージビリティ・スタディ

である。

　EDA社の500kWh亜鉛一塩素電池シス

テム（50kWhモジュール、10台）はデトロイ

ト、エジソン社管内の変電所で、組立て中

であり、1983年夏にB猛ST施設の第2試

験室に搬入・据付けし、試験を開始する予

定である。一方、Gould社の500kWh鉛蓄

電池システムは1983年12月にBEST施設

上　巳xx◎鋒社20kWh亜鉛一点素電池　下：EDA社500kWぬ亜鉛塩素電池システム
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の第エ試験室に搬入・据付けの予定となっ

ている。これらの試験結果が良好であれば、

さらに電池容量を増やして試験を行う計画

である。

　需要家端に電池貯蔵システムを設置する

フィージビリティ。スタディでは、電鉄、

採炭、鋳物工場、機械部品工場などの需要

家について、その経済効果を検討し、2～

6年で資本費を回収できること、この場合

の有効な放電時間は1～3時間が良いとし

ている。

　この他に、亜鉛一奥素電池開発はE：RC

社に資金援助すると共に、DOE支援の

EXXO難社の電池開発進渉状況を評価し、

1985年までにBEST施設での試験用0．5

MWh電池モジュール製作のため、1983年

に1社を選定する計画である。ナトリウム

ー硫黄電池開発はGE社に委託し、低コス

ト、長寿命単電池の開発を行っている。目

標は1985年までにBEST施設で0．5MWh

電池の試験を行うことにある。8PR王と

DOEはこのナトリウムー硫黄電池開発に関

する国際的情報交換と協力を行っている。

1983年10月にワシントンにおいて、このワ

ーキンググループの国際会議を開く予定で

ある。

　長期研究計画では、電気事業用の諸目標

に合う電池電力貯蔵システムとして、実証

を1986年から1990年に、商用化の時期を

エ990年代としている。この電池電力貯蔵シ

上：Ford社ナトリウムー硫黄電池　下：Ford社25kWぬナトリウムー硫黄電池

懸鰻響

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騨野響
翻鰍翻輪鹸鰹撒餌職転璃撫糠．繍辮轟，懸難畢同月蝋蜂繍鵬業曝腿甑鞠翻繍総・　　・》，、，

灘灘灘灘織灘

覇欝

鞭嬬1鞭嬰毒

麟1曝醜 樋攣錬導
、，騨細く、

欝羅．

ステムの諸目標は、プラント規模20MW、

100MWh（5時間放電）、効率66．7％、三巴

25年、費用90ドル／kW、130ドル／kWh

198ユ薙ドル値）、エ980隼代後半に実用化、

どこでも設置可能としている。現時点にお

ける新型電池のコスト見通しは、鉛蓄電池

120ドル／kWh、亜鉛一塩素電池110ドル／

kWh、亜鉛一臭素電池80ドル／kWh（開発

メーカーであるExxo鍛は50ドル／kWh、

Gouldは125ドル／kWh）ナトリウムー硫黄

電池75ドル／kWhと推定している。

　リン酸型燃料電池は過去エ0年の間に数M

Wの実証設備を作るまでになっている。こ

れは

1．出力密度が70mW／c磁2から200mW／

c組2以上に増加したこと

2。触媒が単電池当り1組g／c患2以下に減ら

せたこと

3．寿命が、千時間から一万時間以上に増

加したこと

による。

　これらの研究成果を踏まえて、DOEの計

画と密接に関係するE：PRIの燃料電池研究

開発の目標は

1．4。5MW燃料電池発電プラント実証設

備の受け入れ試験、検証試験を完了するこ

と

2．新型セルスタックや他の改良部品によ

る4．5MW発電プラントの再設置

3．商用燃料電池発電プラントプロトタイ

プの仕様確立と構成の決定

としている。

　長期研究目標は
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1　45MW燃料雷池実証設備の性能およ

ひオペラヒリティの確認と石炭抽出燃料と

排執利用の可能性の実証

2　欝欝燃料電池プロトタイプを電力系統

に設置

3　7，500Bもu／kWhの能力かある新型撚料

電池スタノクの確認試験実施と天然カスに

加えて6，000Btu／kWh以下の能力のある溶

融炭酸塩燃料電報の技術およひ基本設計の

確立

4　電力系統に接続した数MW新型燃料電

他発電プラントの実証

てある。このため、至近年度においては、

UTC社の11MW・FCG－1発電プラント

とWH社の75MW発電プラントの実証と商

用化に開発努力を集申している。

　新型技術（酸およひ溶融炭酸塩）ては、

燃料電他効率の向上と分散型適用のための

柔軟な運転、石炭カス化と組合せた集中型

燃料電池発電プラントの開発てある。燃料

電池開発の目標は次のようになっている。

リン酸型（分散型）

商用発庄　ユ986年（～250MW）

660トル／kW（1981年ヘース）

効率　41％（8300Bもu／kWh）

溶融炭酸塩型（分散型）

商用発庄　1990年

640トル／kW

効率　486％（7000Btu／kWh）

溶融炭酸塩型（集中型）

商用発庄　1995鐸

1100トル／kW（含カス化、カス薦浄ノステム）

効率　479％（7100B纐／kWh）

　溶融炭酸塩型は天然カス利用の場舎、内

部リホーマ型とすることか可能てあり、分

散型としてのその効率は55％程度を期待て

きる。

　EPRIの太陽光発電研究の自的は、

玉　電気事業用の大陽電他、太陽光発電ソ

ステムの開発と評価、

2　フィールト試験結果の評価と、電気事

業への影響評価

てある。このため、

1　高効率、高集中型太陽電他アレイの開

く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ

ぎ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま
　　　　　　　ヌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　麟．，　謹／

璽MW太陽光発電システム（南カリフォルニア、エジソン社ラブ変電所構内）

発、評価（1986年）

2　集申型太陽光発電プラントの講和を図

る諸要因とコストの評価（1985年）

を行うとしている。

　過去の研究成果として、

1　平板型太陽電池モノユールは工不ルキ

ー変換効率15％以上、1m2当り100トル以

ドの設置コストか必要。現時点ての変換効

率は7～8％、1000トル／m2てある。所

要の性能、コストを達成するには新しい太

陽電池ディバイスか必要と考えられている。

2　集光型太陽電池ソステムては25％以上

の変換効率をもつセルか必要となろう。

研究室段階て集光型太陽電池の変換効率は

数百倍の集中度て20％以ナを達成している。

　これらの結果を踏まえた、EPR1の5年

間の計画ては、

1　高効率、高集光型太陽電池アレイの下

情、製作、評価、

2　集中型光発電ンステム各部のコストの

改良可能性の評価と新型高性能太陽光変換

装置を基にした光発電プラントの概念設計

の開発

3　現在設置されている太陽光発電ノステ

ムの匪能、運転特性の決定

4　平板型太陽電池モノ篇一ル効率改善の

ための基本研究門門の促進

を行う予定としている。
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　EP烈側からの報告は次の通り。

壌　鉄塔強度試験場

　テキサスに鉄塔強度試験場か完成した。

高さ54m（更に18恥追加てきる）の引張鉄

塔2基て直角方向に水平力を加える。

2　プロジェクトUHV

　プロノェクトUHVの±1，200kVの試験

は終了した。

　現在、アメリカの直流送電計画電圧は、

土500～600kVてあり、この電圧の試験を

行っている。止極課電の電線に虫か付着し

て、電線表面か荒れてコロナ損か増大する

ことを経験した。騒音かこれより増すこと

はない。
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3　交流UHV送電線

ハム音は検討していない。

4　鉄塔倒壊事故のインパクト

　最近鉄塔倒壊事故か出ているか、異常気

象条件にたまたま遭遇したに過さないと考

えている。設計条件を修正しなけれはなら

ないとする機運はない。
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　EPR1側からの報告は次の通り。

笥　直流送電の計画

　アメリカは交流系統か3系統に分れてい

るのて、直流連系設備（Back－to－Back）を

含めて図5－2－1のような計画かある。

2　直流コンパクト変換所の研究状況（ア

　　ストりア）

　1982年11月に100MW、100kV、1kAの連

続運転を開始した。1983年1月に絶縁事故

か発生し、点検中てあるか原因は絶縁材料

の組合せか悪かったためという程度しか分

っておらす、改良方法か固まっていない。

3　直：流制御システム

サフノンクロナス振動について計算て解

明した。報告書（RP－1425）は1982年秋に発

刊済。

4　アモルファス変圧器

　現在はアモルファスノートは、幅i524盟、

厚さ00254～00381雛nのものを研究中てある。

　アモルファスソートを予め3～6㎜の厚

さに重ね合せて取り扱い易くしてから、変

圧器コアを組み立てる方式によって価格の

低下を図っている。

　配電用変圧器は25kVA、変電所用変圧器

は25～50MVA、137kVを目標としている。

研究契約はWH、　GEて10～25kVAの開発

を進めている。
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EPR1側からの報告は次の通り。
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1　給電指令所の自動化における人間的要

　下記の報告か完成し、終了した。

第1報　第2報の要冒（1981－6）

第2報調査詳報　　（1981－6）

第3報　第4報の要旨（1982－10）

第4報　運転者の所要晴報（1982－10）

第5報　第6報の要旨（1983－3）

第6報　晴報制御と清報提供法（ティスプ

　　　　レイ等）
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図5－2－1　米国の高電圧直流送電の計画
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εlPaso－SWPS　Co

Walker　Co闘try

M鐸eC捜y－Mo酸a携a

1料terr携O口ntam　POWer　PrOleCt

Newε轟91a騰d－HQ

Phemx一しake　Mead

New　Mexlco一Texas

形式

8T8

8TB

単極

BTB

両極

両極

未定

不明

容

（MW）

量

1，440／2，000

500

100

1，000

100

200

200

500

200

800（過負荷1，200MW可能）

690

LOOO～2，000MW

200

高高
（マイル）

0

0

160

0

600

90

未定

不明

電圧
（kV）

400

±500

±450

未定

不明

メーカー

GE

Gε

GE

GE

ASEA

GE

未定

BBC

運転開始

1970／1985

ユ977

19：77

1979

1983

1984

1984．

1985（構想）

1985（構想）

1986

1986

ユ988以降（構想）

2

①

②

計算プログラムの開発状況

SYSTεM　PしANNING

RP1529　Electrlc　Generatlo箆Ex．

panslon　Analysls　System

RP1530　Transmlsslon　　System

　　Rehablhもy

③RP1534　UmもOperatlng　Co簸SI－

　　deratlons　ln　Generat鵬g　Capac1一

　　もyRellablhもy

④TPS　79－759駕ffecもof　Dlstnbuもed

　　：Power　Systems　on　Cusも。】盤er

　　SerVlce　Re11ぬhty

⑤WS　8エー215　Workshop　Proceedm－

　　9』s　Bulk：　TraRs搬1sslo獄　System

　　Ouもage　Daもa　Base　MethOdology
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図5－4－2　電界の生物に対する影響研究の概要
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1フ

3フ

　　18．0　　2L3

　　4．0　　4フ

　　6，9　　9。三

Time（rnQ）

29．0

5．4

王α7

⑥TPS　81－822　A　Sむudy　ofもhe　Accu－

　　racy　of　the　Method　of　Cum犠la滋s

　　and　Oもher　Related　Computatio．

　　識aエProced疑res

⑦RP1764－4　A　Probabilisもic　App－

　　roachも。　Stabiユまちy　A澱alysls

⑧：RP1764－8　Selective　Moda1　Ana－

　　lysis　in：POwer　Systems

⑨TPS　79－733　A　Streamlined　Pro－

　　CedUre　fOr　Obtaining貧egulatOry

　　Approval　fOr　New　Tra捻smission

　　Lines

⑩TPS　81－796貧ailroad　Eエecもrifica－

　　tio難on　Utility　Sysむems

⑬　　1964－1　Metho（is　for　lnもegrati箆9

　　薮VDC　into　Large　AC　Systems－A

　　Ha1｝dbook

SYSTεM　OPεRATIONS

③：RP1047－2　AssOciaもive　Memories

　　fQr　Sもaもic　Security　Assessment　of

　　Power　Sysもem　Overloads

②RP1048－2　Tra識sie識もEfficie鍛。まes

　　irl　Electric　Power　Planむs

③：RP王048－31mproved　Eco汽omic

　　Dispatch　of　Power　Sysもems

④RP王048－6　Long一もerm，　Mid－ter澱，

　　an（i　Shorも一term　F娠el　Sche（iuli簸9

⑤RPIO474　Hiαarchical　Co鷺trol

　　Cenもer　A益alyzer

⑥RP1354：Dispaもch　Conもro1　Ce漁ter

　　Human　Factors

COMドUTεR＆ANAしYTICAし

METHODS
④　：RP764－2　：Long　Term　Power　Sy－

　　sもems　Dy簸amics，　Phase　III

②RP1469－2　Calibraもion　of　Power

　　Sysもe鶏　　Sまmulation　　Programs

　　Us嶽g　b叢stu・ba簸ce　Data

③RP670－2　Power　System　Dy識a－

　　mics　Arlalysis

④RP王714　Software　Development

　　and　Mainもe鷺a登ce　Guidelines

⑤RP1764－6　Compuもer　Assisted　Re－

　　1ay　Coordi識ation

⑥：RP1764－7　H：armonic　Power　Flow

（それぞれ要旨の説明がついた資料を受領

した。）

　これらのプログラム開発は、電研で行っ

ている作業と共通する部分が多く、特に電

力系統のシミュレーシaン手法について双

方の関心が一致している。

　今後、双方の専門家が先ず文書で意見を

交換して課題を詰めた上、1984～85年に専

門家会議を開くことを含みとして交流を発

展させることを提案し、EP：Ri側も双方の

利益になるであろうとの期待を示した。

1．ミニ豚による実験

　ミニ豚による実験は29ケ月、3代にわた

ってBattele　Nor馳wesもLaboratoryで

実施した。その結果は、ミニ豚による実験

結果がラットの実験結果と岡等であること

が認められたので、今後はラットによる実

験だけを継続して実施してゆくこととして

いる。ラットによる実験が、ミニ豚を対象

にした実験と異ることが明確になれば再考

するが、今のところは同じ結果が得られて

いるので、ミニ豚の実験は1年余前に終了

とした。

2．アメリカにおける

　　電界影響の研究の全容

　EPRI、　APPA、　E鷺1およびNRECA

共催の「送電線立地環境セミナー」が1982

年1月26～27Bに開催され全容を把握す

ることができるセミナーの資料を入手し

た。　　　　　　　　　　　　　　　⑳
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担当O狛江事業所拍当　理事　千秋信一

喫

醜黛

弓
隠

二

野
艶

こ誉

漁

薩

無

二
盤

箏

1灘

　欝

璽

　　　　　灘

羅
灘糠

※

蒙

無

難

鞭

・，轡

雛

難

凝

織

「Fu11．Scale　Turbme　Ml．

sslle　Concrete　I盤pacも

Expenmentsj

EP］RI　　F1捻al　　Report

NP－2746（2月一1983）

6－1－1研究の辞職
　原子力発電駈の安全設計や運転において

考慮されなけれはならないターヒンミサイ

ルに対する鉄筋コンクリート製格納容器の

耐衝撃駐に関するチータを得るため、実物

大モテルを用いた実験か行われた。ここて

いうターヒンミサイルとは、低圧ターヒン

最終段動翼かケーソンク外に飛散して生し

る飛来物のことてある。

6－1－2主な研究

　実験は一辺61m厚さ137mの鉄筋コンク

リート壁に重量15tonと21to捻の実物大の

ターヒンミサイルモテルを90m／s～115〕m／s

のスピートて衝突させて、4回行われ

た。

　実験結果によれは鈍い衝突（図6－1－1参

照）の方か鋭い衝突（図6－1－1参照）よりも

低い衝突速度て裏面剥離（図6－1－2参躍）を

生しる可能性かあること、ライナーはコン

クリ～トの裏面剥離を防く効果かあること、

通常、衝撃に対する設計に用いられている

評価式は安全側の値を与えることなとか明

らかにされた。

6－1－3　所 感

　当研究所て行っている耐衝撃実験とは対

象とする飛来物か異なってはいるか、実物

大のモテルを用いた実験チータは貴重なも

のてあり、当所の研究にも役立つものと思

われる。

！晶

§

嘱

藤

鰍

轟

餓1

職

簿

ズ

蕪

糠

麟

鑓

　　1

灘

鼠

薪

購

購

議

潮

雲

曇

蝋

驚

職

繋

醸
羅

萎

鰻

翼

譲

襲

弓

弩

暴

ま

奪

モ

三

ζ

義

二

一

「Scale　Modelmg

Turbme　MISSIle　Impacも

1簸t（）　C（）r｝crete」

EPRI　F1難al　Heport

NP－2746（2月一ユ983）

懸
購、！

　of

6－2－1研究の目的
　EPRIレポート　NP2745において、実

物大モテルによるターヒンミサイルの衝撃実

験か報告されているか、より信頼性のある

結論に至るには、数多くの実験によるハノ

クテータか必要てある。このため、実物大

モテルによる実験ては費用かかかるのて、

1／11の縮尺モテルによる実験を行い、そ

の結果か実物大のモテルにおいて観察され

た損傷を、再現しうるかとうかという検証

かなされた。

6－2－2主な研究成果

　実験の結果によれは、縮尺モテルても、

十分、ターヒンミサイルの衝撃に対する鉄

筋コンクリート壁の応答を再現しうるとい

う結果か得られた。

　この他、耐衝撃に関する評価式一ND：RC

式一による値とこの実験値との比較かな

され、この式は貫入量については、ほほ適

当な値を与えるものの、裏面剥離を生しさ

せる限界速度については、かなり安全側の

値を与えることか示された。これら実験の

他に、有限差分法による衝撃解析プロクラ

ムコートーSTEALTH－3－2A一によるノ

ミュレーノヨンか行われ、このプログラム

コートか衝撃現象に対し、十分適用性かあ

ることか示された。

6－2－3　所　　　感

　縮尺モテルを用いた実験の場合、いわゆ

るscaLeffectか問題になるのて、本報告の

ような検証実験は有用なものと思われる。

又、STEALTH－32　Aプログラムコート

は£P：RIとの技術協力によって電研に入

手済てある。
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ヂSca王e　Model　Tes毛of

T貝rbme　Mlsslle　COR一

むaユameτ｝も　by　Re1Rfoced

Concrete

揺PRI　Fma1貧eport

N｛）一2747（3月一1983）

6－3弓研究の目的
　灘P：R王レポートNP－27媚において、実物

大モテルを用いた実験のかわりに、縮尺モ

テルを用いた実験ても、十分、ターヒノ

ミサイルの衝撃に対する鉄筋コンクリート

壁の応答を再現しうるという結果か得られ

たのて、これらの実験（EPR更レポートN

P2745、2746）を発展させた形て、縮尺モ

テルを爾いた鉄筋コンクリート平板の衝撃

実験を行った。この実験の第一の自的は、

ターヒンミサイルか格納容器等の鉄筋コン

クリート構造物を貫通する限界の速度を、

実験的に求めることにあり、第二の呂的は、

ターヒンミサイルのような変則的な形をし

た物体によるコンクリート構造物の耐衝撃

駐に関する、評価気の適用性を検討するこ

とにある、，

6－3－2主な研究成果

　実験結果によれは、厚さ45魏の壁は、衝

突速度650£t／s（ターヒンの回転数か定格の

180％て破損した時に予想される速度）、重

量8β001bのミサイルの貫通を防ぎ、厚さ

35ftの壁ても衝突速度420｛む／s（ターヒンの

図6一壌弓　　鈍い衝突と鋭い衝突

図6一ト2　裏面剥離

回転数か定格の王20％て破損した時に予想

される速度）のミサイルの畏通を防くこと

なとか明らかにされ、薄くて（厚さ2ft、

3ft）、鉄筋量の少ない（鉄筋比1％）コン

クリート壁ては貫通速度か、130～260fも／s

てあるという事か示された。又、実験値と

耐衝撃性に関する評価式（NDRC式とC1£A－

EDF式）による値を比較すると、両式と

も安全側の値を与えるか、今劉の実験結果

に隈っていえはCEA－E：DF式の方か実験

値とよい一致を示しているという結果か得

られた。　　　　　　　　　　　　　　麟
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　電研レビュー第8号「第5回電研一EPRI

合同会議」をお届けしました。ご一読いた

だきましてありがとうございました。

　本号の編集にあたって、会議の出席者全

員の絶大なるご協力をいただきました。特

に、森田海外協力担当（課長）には、とり

まとめと写真の提供など、全面的にお世話

になりました。紙面を借りて深く謝意を表

させていただきます。

　昭和51年に始まったEPRIとの情報交換・

研究協力は、報告書の交換、共同研究の実

施、原子力安全解析センター（NSAC）を通

じて国際的な原子力情報網に参加できたこ

となど、当研究所にとって実り多い7年で

ありました。

　今回の会議での大きな成果の一つは、研

究戦略のあり方という、研究所経営の根幹

にかかわる問題について、双方の経営トッ

プ層が胸襟をひらいて語り合ったことと言

えましょう。

　米国の電気事業も低経済成長のもとで需

要の停滞に悩んでおり、最小の投資で最大

の研究開発の効果をねらうために、当研究

所とEPRIのような国際協力体制の重要性

がますます高まることを確認した会議であ

りました。

◎気温と電力需要◎

　この8月は、昨年の冷夏とは、うってか

わった猛暑となり、最大電力量が久方ぶり

に更新された。需要の停滞1こ悩んでいた電

気事業にとっては、喜ばしいことであるが、

反面、気温の変化という、未だ人間の手の

およばぬ自然現象の前で一喜一憂しなくて

はならないという現状に、改めて経営基盤

を盤石なものにする必要性を痛感させられ

る。

　米国にとっても、経営体質の強化は、切

実な問題であり、本号にも、需要開拓の可

能性をさぐる電力シフトの研究を掲載して

いる。ご参考になれば幸いである。

◎変化は、この世の常◎．

　当研究所では、この6月に人事異動があ

り、わが広報部においても、中研レビュー

の創刊からたずさわってきた田中と楠が、

それぞれ、新発電研究室長、地盤地質研究

室所属となった。両氏には、これまでの尽

力を感謝するとともに、今後は、研究の最

前線に立っての活躍と、併せて、貴重なニ

ュースソースとしての役割を期待するもの

である。

　さて、本レビューの今後であるが、創刊

以来、当研究所の主要分野の紹介を目的と

して年4回のペースで回を重ねてきた、

●原子力発電

●新・省エネルギー

●UHV送電

●環境研究

●電力輸送

とひとわたりの紹介がすんだこともあり、

次号より、編集に新企画を取り入れ、また、

年2回の刊行ペースとする予定である。

　これまでは、ともすると、かけ足での編

集のため、企画的には不充分のきらいもあ

り、情報の提供のみにとどまっていた感も

あるが、次号からは、新戦力の吉田、白砂

の知恵も結集して、じっくり練った特集を

お届けできるのではないかと思う。

　いわば、研究のカタログ誌からの脱皮で

ある。より一層のご指導、ご鞭達をお願い

します。　　　　　　　　　　　　　●
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